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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次   第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月   平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 百万円 841,847 984,525 1,082,560 1,152,255 1,178,257 

継続事業税引前 

当期純利益 
〃 19,765 39,772 74,517 91,839 211,717 

当社株主に帰属する 

当期純利益 
〃 1,195 16,288 49,440 64,828 145,099 

当社株主に帰属する 

包括利益（△損失） 
〃 73,028 87,439 129,761 △34,469 138,952 

株主資本 〃 561,169 635,327 738,861 675,361 793,614 

純資産額 〃 580,616 652,243 758,007 684,633 802,118 

総資産額 〃 1,169,575 1,239,553 1,404,253 1,450,564 1,664,333 

１株当たり株主資本 円 4,460.79 5,049.72 5,864.56 5,354.79 6,288.55 

１株当たり当社株主に 

帰属する当期純利益 
〃 9.50 129.47 392.78 514.23 1,150.16 

希薄化後 

１株当たり当社株主に 

帰属する当期純利益 

〃 5.36 120.97 377.98 504.66 1,147.57 

株主資本比率 ％ 48.0 51.3 52.6 46.6 47.7 

株主資本利益率 〃 0.2 2.7 7.2 9.2 19.8 

株価収益率 倍 344.2 33.3 21.7 12.2 6.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 108,942 127,308 142,850 151,563 160,136 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △90,156 △55,438 △127,312 △140,585 △71,111 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 4,395 △56,118 △35,243 29,305 △37,753 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
〃 213,687 250,848 265,104 285,468 330,388 

従業員数 人 79,863 83,581 88,076 91,648 99,693 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しているため、１株当たり純資産額、自己資本比率及び自

己資本利益率は、１株当たり株主資本、株主資本比率及び株主資本利益率にそれぞれ置き換えております。

３．第118期において、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書 205-20「財務諸表の表示－非継続事業」の規定

に基づき、データテープ事業及びブルーレイ事業に係る損益は非継続事業として連結損益計算書に表示して

おります。これに伴い、第117期の連結損益計算書の数値についても第118期の表示にあわせて組替えており

ます。

４．当社グループは、平成28年４月１日に開始する第１四半期連結会計期間より米国財務会計基準審議会会計基

準アップデート 2015-03「債券発行コストの表示の簡素化」を適用しており、過年度の総資産額からも、社

債発行費を控除して表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次   第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月   平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 百万円 115,674 92,621 99,005 264,304 244,361 

経常利益 

又は経常損失（△） 
〃 △11,658 △12,064 △8,379 △14,376 78,686 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
〃 2,074 19,603 △5,045 △26,447 72,377 

資本金 〃 32,641 32,641 32,641 32,641 32,641 

発行済株式総数 千株 129,591 129,591 129,591 129,591 129,591 

純資産額 百万円 320,124 336,543 331,036 284,544 342,249 

総資産額 〃 711,749 742,758 767,313 751,913 774,572 

１株当たり純資産額 円 2,534.28 2,664.93 2,617.73 2,246.11 2,701.20 

１株当たり配当額 〃 70.00 70.00 90.00 120.00 120.00 

（内１株当たり 

 中間配当額） 
（〃） (40.00) (30.00) (40.00) (60.00) (60.00) 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
〃 16.49 155.82 △40.08 △209.79 573.72 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
〃 16.46 155.56 － － 572.43 

自己資本比率 ％ 44.8 45.1 43.0 37.7 44.0 

自己資本利益率 〃 0.6 6.0 △1.5 △8.6 23.2 

株価収益率 倍 198.3 27.7 － － 12.3 

配当性向 ％ 424.6 44.9 － － 20.9 

従業員数 人 3,600 3,652 3,763 4,542 4,644 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第119期及び第120期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和10年12月 世界最初のフェライトコアの工業化を目的として東京市芝区に資本金20千円をもって東京電気化

学工業株式会社を設立（昭和10年12月７日）

12年７月 蒲田工場新設

15年７月 平沢工場新設

26年４月 目黒研究所開設

27年10月 東京・清水工場を開設し磁気録音テープの生産を開始

28年３月 秋田・琴浦工場を建設、平沢工場より磁器コンデンサの全生産設備を移転

31年７月 市川工場を建設、目黒研究所及び蒲田工場を閉鎖しその全設備を移転

36年６月 事業部制組織形態を採用

36年９月 東京証券取引所に上場

37年９月 本社を東京都千代田区内神田に移転

40年９月 米国ニューヨークに現地法人「TDK Electronics Corporation」を設立（以後海外各地に製造販

売等の拠点を設ける。）

44年12月 長野県佐久市に千曲川工場を竣工、磁気テープの生産開始

45年６月 静岡県相良町に静岡工場を竣工、マグネットの生産開始

49年７月 国際資本市場進出のためＳ－１２方式ＡＤＲ（米国預託証券）を発行

53年５月 本社を東京都中央区日本橋に移転

53年10月 千葉県成田市に成田工場を竣工、希土類磁石の生産開始

55年３月 ホワイトセラミックス専門の秋田工場新設

57年６月 ニューヨーク証券取引所に上場（平成21年４月上場廃止）

57年10月 大分県日田市に三隈川工場を竣工、磁気テープの生産開始

57年11月 山梨県甲西町に甲府南工場を竣工、磁気ヘッドの生産開始

58年３月 社名をティーディーケイ株式会社に変更

58年５月 ロンドン証券取引所に上場（平成25年７月上場廃止）

60年１月 国内初の「完全無担保普通社債」を発行

61年８月 香港の磁気ヘッド製造会社「SAE Magnetics（H.K.）Ltd.」を買収

平成元年３月 決算期を11月30日から３月31日に変更

２年５月 千葉県成田市に基礎材料研究所を新設

２年９月 千葉県市川市に市川テクニカルセンターを新設

12年３月 米国の磁気ヘッド製造会社「Headway Technologies Inc.」を買収

12年８月 １単位の株式数を1,000株から100株に変更

15年10月 国内全事業所でゼロエミッション達成

17年５月 香港のリチウムポリマー電池製造販売会社「Amperex Technology Limited」を買収

17年10月 「Invensys plc」から電源事業「ラムダパワーグループ」を買収

19年８月 ＴＤＫブランドの記録メディア販売事業を米国イメーション社に譲渡

19年11月 タイのＨＤＤ用サスペンションメーカー

「Magnecomp Precision Technology Public Company Limited」を買収

20年３月 デンセイ・ラムダ株式会社を完全子会社化

20年10月 ドイツの電子部品会社「EPCOS AG」を買収

21年10月 会社分割によりＴＤＫ－ＥＰＣ株式会社設立

25年４月 本社を東京都港区芝浦に移転

25年10月 磁気テープの生産から撤退

28年３月 スイスの磁気センサ開発製造会社「Micronas Semiconductor Holding AG」を買収

29年２月 「Qualcomm Incorporated」との合弁会社「RF360 Holdings Singapore PTE.Ltd.」への高周波部

品事業の事業移管を完了

29年５月 米国のセンサ事業会社「InvenSense,Inc.」を買収
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３【事業の内容】

当社は米国会計基準によって連結財務諸表を作成しており、当該連結財務諸表を基に、関係会社については米国会

計基準の定義に基づいて開示しております。「第２ 事業の状況」及び「第３ 設備の状況」においても同様であり

ます。

平成29年３月31日現在、当社グループは、ＴＤＫ株式会社（当社）及び連結子会社138社、持分法適用関連会社９

社により構成されており、「受動部品」、「磁気応用製品」、「フィルム応用製品」のセグメント区分及びそれらに

含まれない「その他」の製造と販売を営んでおります。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

区分 主要事業 主要な会社 

受動部品 

セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ、 

フィルムコンデンサ、インダクティブデバイス 

（コイル、フェライトコア、トランス）、高周波部品、

圧電材料部品・回路保護部品、センサ 

当社、TDK Europe GmbH 

TDK Hong Kong Co., Ltd. 

EPCOS AG 

ＴＤＫ－ＭＣＣ（株） 

その他55社（国内３社、海外52社） 

               （会社数 計60社） 

磁気応用製品 
ＨＤＤ用ヘッド、ＨＤＤ用サスペンション、 

磁気センサ、電源、マグネット 

当社 

SAE Magnetics (H.K.) Ltd. 

Magnecomp Precision Technology 

                 Public Co., Ltd. 

Headway Technologies, Inc. 

ＴＤＫラムダ（株） 

その他48社（国内２社、海外46社） 

               （会社数 計53社） 

フィルム応用製品 エナジーデバイス（二次電池） 

当社 

Amperex Technology Ltd. 

その他13社（国内－社、海外13社） 

               （会社数 計15社） 

その他 メカトロニクス（製造設備） 等 

当社 

TDK Corporation of America 

その他37社（国内13社、海外24社） 

               （会社数 計39社） 
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 企業集団等について図示すると次のとおりであります。

（注）無印は連結子会社、※印は持分法適用関連会社を示しております。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社－海外－）          

SAE Magnetics (H.K.) Ltd. 

＊１、＊２ 
Hong Kong, China HK$50,000 磁気応用製品 

100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

Ningde Amperex Technology 

Ltd.＊１ 
Ningde, China RMB839,909,052 フィルム応用製品 

100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

Amperex Technology Ltd. 

＊１ 
Hong Kong, China US$277,588,100 フィルム応用製品 

98.4 

(57.5) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

EPCOS Ltd. Hong Kong, China HK$2,000,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…有 

TDK Hong Kong Co.,Ltd.＊１ Hong Kong, China HK$25,500,000 
受動部品及び磁気

応用製品 
100 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

Dongguan Amperex Technology 

Ltd.＊１ 
Dongguan, China RMB485,509,727 フィルム応用製品 

100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK Xiamen Co., Ltd. *1 Xiamen, China RMB681,074,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

TDK (Shanghai) International 

Trading Co., Ltd. 
Shanghai, China RMB1,659,160 受動部品 

100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…有 

Navitasys Technology Ltd. 

＊１ 
Hong Kong, China US$86,160,571 フィルム応用製品 

100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

EPCOS (Zhuhai FTZ) Co., Ltd. Zhuhai, China RMB29,390,675 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

EPCOS (Zhuhai) Co., Ltd. Zhuhai, China RMB127,150,185 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

SAE Magnetics (Dongguan) 

Ltd. ＊１ 
Dongguan, China RMB341,480,000 磁気応用製品 

100 

(100) 

当社製品の製造 

役員の兼任等…有 

TDK China Co., Ltd. ＊１ Shanghai, China RMB260,973,200 

関係会社に対する

投融資並びに関係

会社管理 

100 
───── 

役員の兼任等…有 

Magnecomp Precision 

Technology Public Co., Ltd. 

＊１ 

Ayutthaya, Thailand US$96,333,296 磁気応用製品 99.8 
当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

TDK Taiwan Corporation Taipei, Taiwan NT$424,125,200 受動部品 
95.4 

(95.4) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

TDK Philippines Corporation 

＊１ 
Laguna, Philippines US$65,313,150 磁気応用製品 100 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK (Thailand) Co.,Ltd. Ayutthaya, Thailand BAHT699,000,000 
受動部品及び磁気

応用製品 
100 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK Singapore (Pte) Ltd. Singapore US$126,050 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…無 

TDK Corporation of America Illinois, U.S.A. US$3,800,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…有 

EPCOS Inc. New Jersey, U.S.A US$1,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…無 

Headway Technologies, Inc. 

＊１ 
California, U.S.A. US$163,161,945 磁気応用製品 100 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK U.S.A. Corporation New York, U.S.A. US$850 

関係会社に対する

投融資並びに関係

会社管理 

100 
───── 

役員の兼任等…有 
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

Lambda Holdings Inc. ＊１ New York, U.S.A. US$529,046,247 

関係会社に対する

投融資並びに関係

会社管理 

100 

(100) 

───── 

役員の兼任等…有 

EPCOS AG ＊１ Munich, Germany EUR66,682,270 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

TDK Europe GmbH ＊１、＊３ Munich, Germany EUR46,545,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の販売 

役員の兼任等…無 

EPCOS OHG 
Deutschlandsberg, 

Austria 
EUR14,500,000 受動部品 

100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

EPCOS Electronic Parts Ltd. Szombathely, Hungary EUR9,670,320 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK-Micronas GmbH Freiburg, Germany EUR500,000 磁気応用製品 
100 

(94.9) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…無 

TDK Europe S.A. ＊１ 
Windhof, 

Luxembourg 
EUR352,113,042 

関係会社に対する

投融資並びに関係

会社管理 

100 
───── 

役員の兼任等…有 

TDK Germany GmbH Dusseldorf, Germany EUR25,000 

関係会社に対する

投融資並びに関係

会社管理 

100 

(100) 

────── 

役員の兼任等…有 

（連結子会社－国内－）   (百万円)      

ＴＤＫ－ＭＣＣ㈱ 秋田県にかほ市 1,000 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造 

役員の兼任等…無 

ＴＤＫ庄内㈱ 山形県鶴岡市 110 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造 

役員の兼任等…有 

ＴＤＫラムダ㈱ 東京都港区 2,976 磁気応用製品 
100 

(46.9) 

当社製品の製造、販売 

役員の兼任等…有 

ＴＤＫ羽後㈱ 秋田県由利本荘市 106 受動部品 
100 

(100) 

当社製品の製造 

役員の兼任等…無 

ＴＤＫサービス㈱ 千葉県市川市 34 
保険代行・ 

不動産業 
100 

当社の保険代理及び施

設管理の業務の委託 

役員の兼任等…有 

ＴＤＫ－ＥＰＣ㈱ 東京都港区 100 

関係会社に対する投

融資並びに関係会社

管理 

100 
───── 

役員の兼任等…有 

その他 102社          

（持分法適用関連会社）   (百万円)      

RF360 Holdings Singapore 

PTE.Ltd. 
Singapore US$2,634,455,244.14 

高周波部品事業の

運営、持株会社 

49 

(49) 

───── 

役員の兼任等…有 

㈱半導体エネルギー研究所 神奈川県厚木市 4,348 
半導体関連製品の

研究開発 
31.7 

委託研究開発 

役員の兼任等…無 

その他 ７社          

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合を内数で示しております。

３．役員の兼任等には当社執行役員を含めて記載しております。

４．＊１：特定子会社に該当しております。

５．＊２：SAE Magnetics (H.K.) Ltd. の売上高は、連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

①売上高  215,738百万円 ②税引前当期純利益 14,094百万円 ③当期純利益 13,038百万円

④純資産額 120,138百万円 ⑤総資産額         158,646百万円

６．＊３：TDK Europe GmbH の売上高は、連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

①売上高  126,983百万円 ②税引前当期純利益  1,692百万円 ③当期純利益  1,523百万円

④純資産額   6,274百万円 ⑤総資産額          53,193百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

受動部品 42,854  

磁気応用製品 21,994  

フィルム応用製品 29,624  

その他 3,372  

全社（共通） 1,849  

合計 99,693  

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

4,644 43.5 20.4 8,040,070

 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

受動部品 849  

磁気応用製品 1,056  

フィルム応用製品 9  

その他 981  

全社（共通） 1,749  

合計 4,644  

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

提出会社及び一部子会社に労働組合があります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度における世界経済は、緩やかな成長を維持しました。中国やインド等の新興国経済は、引き続き先進国

に比べ高い成長率を維持しました。また、米国経済や欧州経済においても企業業況、雇用、個人消費に底堅さが見られ、

景気は緩やかに拡大しました。 

当社の連結業績に影響を与えるエレクトロニクス市場を概観しますと、その生産水準はセット製品（最終財）により異

なっております。スマートフォンの生産は、中国市場において引き続き需要が拡大したことにより、前連結会計年度の水

準を上回りました。自動車の生産は、米国や欧州での堅調な販売に支えられ、前連結会計年度に比べ若干増加しました。

一方、パソコンの生産は前連結会計年度の水準を下回りました。また、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）の生産も、パ

ソコンの需要減やパソコン内部のＨＤＤからソリッドステートドライブ（ＳＳＤ）への置換えが進んだ影響を受け、前連

結会計年度の水準を下回りました。 

このような経営環境の中、当社の連結業績は、売上高1,178,257百万円（前連結会計年度1,152,255百万円、前連結会計

年度比2.3％増）、営業利益208,660百万円（同93,414百万円、同比123.4％増）、税引前当期純利益211,717百万円（同

91,839百万円、同比130.5％増）、当社株主に帰属する当期純利益145,099百万円（同64,828百万円、同比123.8％増）、

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益1,150円16銭（同514円23銭）となりました。 

当連結会計年度における対米ドル及びユーロの平均為替レートは、108円46銭及び118円92銭と前連結会計年度に比べ対

米ドルで9.7％及び対ユーロで10.4％のそれぞれ円高となりました。この為替変動により、約1,291億円の減収、営業利益

で約267億円の減益となりました。なお、当期の営業利益にはQualcomm Incorporatedとの合弁会社設立に伴う事業譲渡益

が含まれます。 

当社グループの事業セグメントは、「受動部品」、「磁気応用製品」及び「フィルム応用製品」の３つの報告セグメン

ト及びそれらに属さない「その他」に分類しております。なお、当第１四半期連結会計期間における組織変更により、従

来「その他」に属していた一部製品を「受動部品」セグメントのインダクティブデバイス及びその他受動部品に、並びに

「フィルム応用製品」セグメントに属していた一部の製品を「その他」に、それぞれ区分変更するとともに、前連結会計

年度の数値についても変更後の区分に組替えております。 

受動部品セグメントは、①コンデンサ ②インダクティブデバイス ③その他受動部品 で構成され、当セグメントの連

結業績は、売上高が前連結会計年度の583,474百万円から6.0％減の548,730百万円、セグメント利益が前連結会計年度の

66,404百万円から208.2％増の204,681百万円となりました。 

当セグメントの売上概況を事業別にみますと、次のとおりであります。 

コンデンサは、セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ及びフィルムコンデンサから構成され、売上高は前連結

会計年度の150,402百万円から9.1％減の136,790百万円となりました。セラミックコンデンサの販売は、自動車市場向け

の販売は増加したものの、ＩＣＴ（情報通信技術）市場及び産業機器市場向けは減少しました。アルミ電解コンデンサ及

びフィルムコンデンサの販売は、主に産業機器市場向けが減少しました。 

インダクティブデバイスの売上高は、前連結会計年度の155,121百万円から6.3％減の145,334百万円となりました。自

動車市場向けの販売は増加したものの、ＩＣＴ市場向けの販売は減少しました。 

その他受動部品は、高周波部品、圧電材料部品・回路保護部品及びセンサで構成されており、売上高は前連結会計年度

の277,951百万円から4.1％減の266,606百万円となりました。高周波部品の販売は、主要市場であるＩＣＴ市場向けで増

加しました。圧電材料部品・回路保護部品の販売は、産業機器市場向けの販売は増加したものの、自動車市場及びＩＣＴ

市場向けは減少しました。センサの販売は、主に産業機器市場向けが減少しました。 

磁気応用製品セグメントは、①記録デバイス ②その他磁気応用製品 で構成され、当セグメントの連結業績は、売上高

が前連結会計年度の315,322百万円から10.9％増の349,698百万円、セグメント利益が前連結会計年度の13,194百万円から

損失1,802百万円に転じました。 

当セグメントの売上概況を事業別にみますと、次のとおりであります。 

記録デバイスは、主にＨＤＤ用ヘッドとＨＤＤ用サスペンション及び磁気センサから構成され、売上高は、前連結会計

年度の219,836百万円から19.2％増の262,135百万円となりました。ＨＤＤ用ヘッドの販売は、ＨＤＤ市場が低調な中で増

加しました。前連結会計年度３月に買収したMicronas Semiconductor Holding AGの磁気センサ及び当連結会計年度10月

に買収したHutchinson Technology IncorporatedのＨＤＤ用サスペンションが、当連結会計年度の記録デバイスの中に含

まれています。 

その他磁気応用製品は、電源及びマグネットで構成されており、売上高は、前連結会計年度の95,486百万円から8.3％

減少し87,563百万円となりました。電源の販売は、主に産業機器市場向けが減少し、マグネットの販売は、主にＩＣＴ市

場向け（ＨＤＤ向け）が減少しました。 
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フィルム応用製品セグメントは、エナジーデバイス（二次電池）で構成され、当セグメントの連結業績は、売上高が前

連結会計年度の219,893百万円から12.6％増の247,693百万円、セグメント利益が前連結会計年度の37,038百万円から

11.3％増の41,217百万円となりました。 

エナジーデバイスの販売は、ＩＣＴ市場向けが大幅に増加しました。 

３つの報告セグメントに属さないその他は、メカトロニクス（製造設備）等で構成され、売上高は前連結会計年度の

33,566百万円から4.3％減の32,136百万円、セグメント利益が前連結会計年度の1,199百万円から損失6,655百万円の赤字

に転じました。

地域別売上高の状況は、次のとおりであります。

国内における売上高は、前連結会計年度の91,052百万円から15.6％増の105,233百万円となりました。磁気応用製品セ

グメントが増加しました。

米州地域における売上高は、前連結会計年度の101,974百万円から2.9％増の104,910百万円となりました。受動部品セ

グメントが減少した一方で、磁気応用製品セグメントは増加しました。

欧州地域における売上高は、前連結会計年度の145,336百万円から0.6％増の146,201百万円となりました。受動部品セ

グメントが減少した一方で、磁気応用製品セグメントは増加しました。

中国における売上高は、前連結会計年度の606,045百万円から1.2％減の598,959百万円となりました。フィルム応用製

品セグメントが増加した一方で、磁気応用製品セグメントは減少しました。

アジア他の地域における売上高は、前連結会計年度の207,848百万円から7.3％増の222,954百万円となりました。受動

部品セグメントが減少した一方で、磁気応用製品セグメントは増加しました。

この結果、海外売上高の合計は、前連結会計年度の1,061,203百万円から1.1％増の1,073,024百万円となり、連結売上

高に対する海外売上高の比率は、前連結会計年度の92.1％から1.0ポイント減少し91.1％となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得たキャッシュ・フローは、160,136百万円となり、前連結会計年度比8,573百万円増加しました。主

な増加要因は仕入債務の増加であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用したキャッシュ・フローは、71,111百万円となり、前連結会計年度比69,474百万円減少しました。主な

減少要因は事業の譲渡であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用したキャッシュ・フローは、37,753百万円となり、前連結会計年度の財務活動によって得たキャッシ

ュ・フローとの差は67,058百万円となりました。主な要因は短期借入債務の減少であります。 

これらに為替変動の影響を加味した結果、平成29年３月31日現在における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比

44,920百万円増加して330,388百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、下表のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
生産実績

（百万円）
前連結会計年度比増減（％）

受動部品 528,849 △ 8.4

磁気応用製品 351,771 13.4

フィルム応用製品 251,617 9.8

その他 33,038 △ 18.8

合計 1,165,275 0.7

（注）１．金額は販売価格により算出しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、下表のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高

（百万円）

前連結会計
年度比増減
（％）

受注残高
（百万円）

前連結会計
年度末比増減

（％）

受動部品 580,131 △ 1.0 127,102 3.1

磁気応用製品 356,212 16.8 37,796 39.3

フィルム応用製品 336,289 6.2 69,756 32.3

その他 31,398 2.8 6,265 164.6

合計 1,304,030 5.3 240,919 17.2

（注）金額は販売価格により算出しております。

(3）販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、下表のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
販売実績

（百万円）
前連結会計年度比増減（％）

受動部品 548,730 △ 6.0

磁気応用製品 349,698 10.9

フィルム応用製品 247,693 12.6

その他 32,136 △ 4.3

合計 1,178,257 2.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

① 当社グループの経営の基本方針 

当社は、世界初の磁性材料フェライトの工業化を目的として1935年(昭和10年)に設立され、「創造によって文化、産業

に貢献する」という創業の精神に基づき、受動部品、磁気応用製品及びフィルム応用製品等の製品の研究開発と商品化に

取り組んでおります。 

今後も活力あふれる会社であり続けるために、常に新しい発想とたゆまぬチャレンジ精神によって、株主、顧客、取引

先、従業員、地域社会というすべてのステークホルダーに、より高い企業価値を提供し続ける企業でなければならないと

考えております。 

② 当社グループの中長期的な経営戦略 

当社グループは、平成28年３月期を初年度とする中期３か年計画を策定し、現在、持続的な成長による企業価値のさら

なる向上を目指しております。「グループの連携を進化させ、更なる成長を実現する」という基本方針のもと、高い技術

力に基づく「ゼロディフェクト品質（不良品ゼロ）」を追求するとともに、スピード経営による「真のグローバル化」を

推進しております。 

事業に関しましては、従来の受動部品、磁気応用製品、フィルム応用製品の３セグメントに加え、今後大きく市場拡大

が期待されるセンサ事業の強化を通して売上拡大を加速し、収益性を向上してまいります。これら重点事業に対する投資

に加え、新製品開発・新規事業へ効率的に投資を実施しながら、当社グループ全体の収益性、資本効率の向上を目指して

まいります。一方、株主還元につきましては、こうした投資による効果を発現することで、１株当たり利益の成長を通じ

た安定的な配当を継続する方針であります。 

また、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的に平成27年６月から上場会社に適用された「コーポレートガバ

ナンス・コード」を受け、当社グループは、適切な情報開示と透明性の確保に努め、取締役会の役割・責務を適切に果た

すとともに、株主及び投資家との建設的なエンゲージメント（対話）をさらに活性化してまいります。 

平成27年12月に当社は創立80周年を迎えました。創業100年に向け、グループを構成する一人ひとりが、「創造によっ

て文化、産業に貢献する」（社是）という創業の精神に立ち返るとともに、成長のために挑戦し続ける風土の醸成に取り

組んでまいります。 

③ 当社グループの対処すべき課題 

当社グループは、ＩＣＴ、自動車、産業機器・エネルギーを重点市場として事業の拡大に取り組んでおります。ＩＣＴ

市場においては、スマートフォンを中心に最大の市場である中国が引き続き成長するとともに、インド等の新興国へもそ

の成長の波が広がりつつあります。また、スマートフォンのさらなる高機能化により、部品点数にも伸長が見られます。

自動車市場は、米国や欧州市場が堅調であり、ｘＥＶ（電気自動車、ハイブリッド車、プラグインハイブリッド車等）の

需要の本格化、ＡＤＡＳ（先進運転支援システム）や自動運転の開発・普及の進展を背景として、センサ等の様々な電子

部品需要の拡大が進行しつつあります。産業機器・エネルギー市場については、大型モータ市場が前期比で減少いたしま

したが、風力発電、太陽光発電等の再生可能エネルギー市場は今後の伸びが期待されます。このように、当社が注力する

重点市場を中心に、電子部品の需要は今後も継続的な成長が見込まれております。 

中期３か年計画の２年目となる当期は、高成長を続けている高周波部品事業において、米国のQualcomm Incorporated

（以下、Qualcomm）との合弁会社RF360 Holdings Singapore PTE.Ltd.を設立いたしました。中期計画最終年度となる平

成30年３月期は、高まる部品のモジュール化のニーズに的確に対応していくとともに、受動部品、二次電池、非接触給

電、センサ等を含む広範囲な最先端技術に関するQualcommとの技術協力を活用し、ＩｏＴ（モノのインターネット）等の

成長市場において、当社グループの保有する素材・部品技術をさらに進化させ、新製品開発を加速させてまいります。 

今後大きく市場拡大が期待されるセンサ事業に関しましては、スイスのMicronas Semiconductor Holding AGに加え、

当期にフランスのTronics Microsystems SA、ベルギーのICsense NV、平成29年５月に米国のInvenSense, Inc.といった

センサ関連会社の買収を実施いたしました。当社グループが従前から保有しているセンサ事業に加え、買収したこれらの

センサ関連会社を組織上でも統合し、横断的なマーケティング体制や研究開発体制を確立することで、高機能・高付加価

値のセンシングソリューションを提案してまいります。 

エネルギー分野におきましては、二次電池事業がスマートフォン市場で確立した事業ノウハウを新たな用途開発に活か

してまいります。また、当社グループの優れた素材技術やＤＣ－ＤＣコンバータ、非接触給電等の部品技術を融合させ、

システムとしてソリューションを提供してまいります。さらに、当社グループの中核事業の一つであるＨＤＤ用ヘッド関

連事業の長期収益性の確保についても、重要な課題として取り組んでまいります。 

事業強化にあたっては、顧客要求・社会動向（省エネルギー、法規制遵守、安全性等）に適合した製品を供給していく

とともに、企業活動で生じる環境負荷の低減（二酸化炭素の排出量削減等）を進めるなど、環境保全への貢献にも取り組

んでまいります。また、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガ

バナンスの一層の充実を図ってまいります。 

なお、当社は、平成28年７月、ＨＤＤ用サスペンション事業に関し、公正取引委員会から独占禁止法に基づく立入検査

を受けました。当社といたしましては、同委員会による調査に全面的に協力しており、また、このような事態を厳粛かつ

真摯に受け止め、コンプライアンス体制の一層の強化に取り組んでおります。 
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、次のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成29年６月

29日）現在において判断した記載としております。 

（１）経済動向変化によるリスク

当社グループが事業展開しているエレクトロニクス業界は、最終製品の主たる消費地である米国、欧州、中国を主とす

るアジア及び日本の景気動向に大きく左右されます。さらに、それらの国または地域には、国際問題や経済の浮沈といっ

た様々なリスク要因が常に存在しています。当社グループでは世界の経済動向を注視し適時対策を講じておりますが、こ

のような経営環境の変化が予想を超えた場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（２）為替変動によるリスク

当社グループはグローバルで事業を展開しており、海外売上高比率は90％を超え、取引通貨の多くはドル・ユーロ等、

円以外の通貨であります。これらの通貨に対する急激な円高の進行は売上高の減収や営業利益の減益等、損益に影響を与

えますが、当該リスク軽減のため、当社グループでは外貨建原材料購買の増大や海外消費資材の現地調達化を進めており

ます。また、海外における投資資産や負債価値は、財務諸表上で日本円に換算されるため、為替レートの変動は、換算差

による影響が生じます。為替レートの変動に対応するため、外貨建資金調達及び為替予約契約の締結等の対策は講じてお

りますが、予想を超えた急激な外国為替レートの変動は、当社グループの財政状況及び業績に大きな影響を及ぼす可能性

があります。 

（３）海外展開にともなうリスク

当社グループは、市場性、製品群、物流等の観点から適地を選定し世界各国に事業展開し、連結ベースでの海外売上高

比率は90％を超えています。 

対象となる多くの市場や、今後経済発展が見込まれる新興国では、戦争やテロといった国際政治に関わるリスク、為替

変動や貿易不均衡といった経済に起因するリスク、文化や慣習の違いから生ずる労務問題や疾病といった社会的なリスク

が、予想をはるかに超える水準で不意に発生する可能性があります。また、商習慣の違いにより、取引先との関係構築に

おいても未知のリスクが潜んでいる可能性があります。こうしたリスクが顕在化した場合、生産活動の縮小や停止、販売

活動の停滞等を余儀なくされ、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

特に当社グループは、経済発展が著しい中国に製造拠点を数多く有し、同国へ進出している得意先及び現地企業への供

給体制を確立しております。同国にて政治的要因（法規制の動向等）、経済的要因（高成長の持続性、電力等インフラ整

備の状況等）及び社会環境における予測し得ない事態が発生した場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（４）価格競争に関するリスク

当社グループは、競争が激化しているエレクトロニクス業界において、スマートフォンに代表されるＩＣＴ市場、今後

一層の電装化が進展する自動車市場、太陽光発電・風力発電等のエネルギー関連市場等多岐にわたる市場で電子部品の展

開を行っています。同業界においては、価格による差別化が競争優位を確保する主たる要因の一つであり、有力な日本企

業や韓国、台湾及び中国等のアジア企業を交えた価格競争は熾烈を極めております。

当社グループでは、こうした市場競争に対して継続的なコストダウン施策の推進や収益性向上に努めておりますが、市

場からの価格引き下げの圧力はますます強まる傾向にあり、価格下落が当社グループの想定を大きく上まわり、かつ長期

にわたった場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（５）技術革新・新製品開発におけるリスク

当社グループでは、価値ある新製品をタイムリーに世に送り出すことが企業収益向上に貢献し、さらに継続的な新製品

開発が企業存続の鍵となるものと確信しております。魅力的で、革新的な新製品の開発による売上高の増加が、企業の成

長にとって重要な役割を担っていると考えており、この点を経営戦略の主題として新製品の開発に取り組んでおります。

しかしながら、変化の激しいエレクトロニクス業界の将来の需要を予測し、常に業界及び市場において技術革新による魅

力的な新製品をタイムリーに開発・供給し続けることができるとは限りません。これらのリスクを回避する方策の一つと

して、当社グループの開発部門においては市場の動向を分析して継続的に研究開発体制を見直すとともに、開発テーマの

選択と集中を進めるための開発マネジメントを実施しておりますが、販売機会喪失により将来市場はもとより既存市場さ

えも失うリスクもあり、業績及び成長見通しに大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（６）製品の品質に関するリスク 

当社グループは、国内外生産拠点において、ＩＳＯ（International Organization for Standardization 国際標準化

機構）の品質マネジメントシステム規格（ISO9001）や技術革新著しいエレクトロニクス業界の顧客が求める厳しい基準

に従い、多様な製品の品質管理を行っております。また、独自に保有する品質技術や過去から蓄積する品質トラブルデー
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タを活用し、製品の企画、設計、試作、製造の各段階での設計審査、内部品質監査、購入先監査・指導、工程管理等を通

じて通常の製品使用に耐えうる信頼性、安全性を確保出来るよう、開発上流段階から品質を作り込む品質保証体制の構築

を図っております。 

しかしながら、予想し得ない品質上の欠陥（規制物質含有を含む）や、それに起因するリコールが発生し得ないとは限

りません。当社製品のリコールや製造物責任の追及がなされた場合、回収コストや賠償費用の発生、また販売量が減少す

る恐れがあります。さらに当社ブランドを冠した商品の品質上の欠陥によりブランドの信用が失墜し、企業としての存続

を危うくする事態を招くことも想定されます。このように、重大な品質問題が発生した場合、業績に大きな影響を及ぼす

恐れがあります。 

（７）知的財産におけるリスク

当社グループは、事業収益に貢献する戦略的知財活動として当社製品の機能、デザイン等に関する特許、ライセンス及

び他の知的財産権（以下、総称で“知的財産権”）の管理・取得による特許ポートフォリオの強化とその活用に努めてお

ります。 

しかしながら、特定の地域では、固有の事由によって当社グループの知的財産権が完全に保護されない場合があり、第

三者が知的財産を無断使用して類似した製品を製造することによって損害を受けることもあります。 

一方では、当社グループの製品が第三者の知的財産権を侵害しているとの主張を受ける可能性もあります。当社グルー

プが侵害したとして第三者から訴えられた場合、訴訟活動や和解交渉が必要であり、これらの係争において、主張が認め

られなかった場合には、損害賠償やロイヤリティの支払、市場を失う等の損失が発生する恐れがあります。 

このように、知的財産権について重大な係争問題が発生した場合には、事業展開、業績に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。 

（８）人材獲得と人材育成に関するリスク

当社グループは、海外売上高比率や生産に占める海外比率も高く、近年、設計・生産拠点の海外移転が加速するととも

にグループ企業も急増しグローバルに従業員数が拡大しています。変化の激しいエレクトロニクス業界において継続的に

事業を発展させるためには、多様な専門技術に精通した人材、経営戦略や組織運営といったマネジメント能力に優れた人

材の確保、育成を継続的に推進していくことが重要となります。 

事業の継続的発展のために新卒採用や経験者の通年採用を積極的に展開し、また、目標管理制度に基づいた公平な評

価・処遇制度の充実、自律型人材やグローバル人材を育成するための各種教育制度の拡充、モノづくりのＤＮＡの伝承

等、社員のモチベーションを向上する仕組みを構築し社員の定着と育成に努力しております。 

しかしながら、必要な人材を継続的に獲得するための競争は厳しく、日本国内においては、少子高齢化や労働人口の減

少等、また、中国等の海外拠点においても、雇用環境の変化が急速に進んでおり、人材獲得や育成が計画通りに進まなか

った場合、長期的視点から、事業展開、業績及び成長見通しに大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（９）原材料等の調達におけるリスク

当社グループは、原材料等を複数の外部供給者から購入し、適時、適量の確保を前提とした生産体制をとっておりま

す。しかしながら、主要原材料は代替困難な限られた供給者に依存する場合があります。そのため、供給者の被災及び事

故等による原材料等の供給中断、品質不良等による供給停止、さらに製品需要の急増による供給不足等が発生する可能性

があります。また、海外生産拡大に伴う現地調達においては海外情勢に影響を受ける場合があり、それらが長期にわたっ

た場合、生産体制に影響を及ぼし、顧客への供給責任を果たせなくなる可能性があります。市場における需給バランスが

崩れた場合、原材料価格の急激な高騰や原油をはじめとする燃料価格の高騰による製造コストの増大が想定されます。こ

うしたリスクに対して仕入先の適時見直し等を実施しておりますが、想定を超えた状況が生じた場合、業績に大きな影響

を及ぼす可能性があります。 

（10）政府機関の規制によるリスク 

当社グループは、事業展開している国内外において、事業や投資に関する許認可、電気及び電気製品の安全性、国家間

の安全保障及び輸出入関連、また、商行為、反トラスト、特許、製造物責任、環境、消費者及び税金に関連する法規制

等、様々な規制下に置かれ遵守を求められております。 

将来において、さらなる規制強化が進み、当社の事業展開に大きな影響が及ぼされた場合、様々な費用負担増をもたら

すとともに、その規制に適応し得ない事態になった場合には当該ビジネスからの部分的撤退等の可能性も想定されます。 

このように、政府機関による様々な規制強化が、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社は、平成28年7月よりＨＤＤ用サスペンション事業に関する独占禁止法違反の疑いについて競争当局より調

査を受けています。現時点では調査の結果を合理的に予測することは困難です。 
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（11）金利変動によるリスク 

当社グループは銀行預金や国債等の金融資産及び銀行借入金や社債、リース債務等の負債を保有しております。想定を

超えた金利の変動は受取利息及び支払利息の増減、あるいは金融資産及び金融負債の価値に影響を与え、当社グループの

財政状況及び業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（12）企業間取引のリスク

当社グループは、主に、エレクトロニクス市場や自動車市場の顧客に電子部品を供給する企業間取引をグローバルに展

開しております。 

多様な顧客と取引を行うと共に、顧客の信用リスク評価を勘案して取引条件を設定する等のリスク低減を図っておりま

すが、それぞれの顧客の業績及び経営戦略の転換等、当社グループが介入し得ない様々な要因によって大きな影響を受け

る可能性があります。また、顧客の業績低迷による購買需要の減少や調達方針の変更による納入価格の引き下げ圧力の増

大、契約の予期せぬ終了等による過剰在庫の発生や収益性の悪化に陥る可能性があります。 

国内外での異業種や競合企業による顧客企業のＭ＆Ａにより企業再編が行われた場合、注文が著しく減少もしくは取引

すべてが消滅する等、当社グループの販売に大きな影響を与える可能性もあります。 

（13）自然災害、電力供給及び感染症によるリスク

当社グループは、国内外において多数の製造工場や研究開発施設を有しております。各事業所では、不慮の自然災害や

感染症発生等に対する防災、防疫対策や電力不足に対して自家発電設備の導入を施しておりますが、ＢＣＰ（事業継続計

画）の想定をはるかに超えた大規模な地震や津波、台風や洪水、火山の噴火等の自然災害やそれに起因する大規模停電、

電力不足及び新型インフルエンザ等の未知の感染症によって大きな被害を受ける可能性があります。それらの影響を受

け、製造中断、輸送ルート寸断、情報通信インフラの損壊、途絶及び中枢機能の障害もしくは顧客自身に大きな被害が生

じた場合にも、受注や供給が長期間にわたって滞り、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

（14）環境規制におけるリスク

当社グループは、国内外において製造過程で生じる各種廃棄物や大気中または水中への排出物、製品に含有する特定の

有害な化学物質等について、様々な法律による環境規制を受けております。また地球環境保全の見地から、今後ますます

環境規制の強化が進むことにより、適応するための費用が増大する可能性もあります。 

法律による環境規制を遵守し、様々な環境保全活動を推進しておりますが、環境規制への適応が対応能力を超えた場合

の当該ビジネスからの部分撤退や対応の遅れ等により信頼が損なわれた場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（15）Ｍ＆Ａにおけるリスク

当社グループは、競争が激化するエレクトロニクス分野において、企業価値を継続的に向上させるために必要な技術や

その他の要素については内部での醸成を基本と考えておりますが、事業の成長を加速させる上で有効な手段となる場合

や、市場において短期間で優位性を確立するといった大きな相乗効果が見込める場合は、必要に応じてＭ＆Ａを実施して

おります。 

Ｍ＆Ａ実施に当たっては、市場動向や顧客のニーズ、相手先企業の業績、財務状況、技術優位性や市場競争力、当社グ

ループの事業ポートフォリオ等を十分に考慮し進めております。 

しかしながら、市場環境や競争環境の著しい変化や買収した事業が計画通りに展開することができず、投下した資金の

回収ができない場合や追加的費用が発生した場合、当社グループの業績や成長見通し及び事業展開等に大きな影響を及ぼ

す可能性があります。 

（16）情報セキュリティにおけるリスク 

当社グループは、事業を展開する上で、顧客及び取引先の機密情報や個人情報、また、当社グループの機密情報や個人

情報を有しています。これらの情報は、外部流出や改ざん等が無いように、グループ全体で管理体制を構築し、徹底した

管理とＩＴセキュリティ、施設セキュリティの強化、従業員教育等の施策を実行しております。しかしながら、外部から

の攻撃や過失や盗難等によりこれらの情報が流出もしくは改ざんされる可能性があります。 

万一、このような事態が生じた場合には、信用低下や被害を受けた方への損害賠償等の多額の費用が発生し、業績に大

きな影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

（１）Tronics Microsystems SA（トロニクスマイクロシステムズ、以下、Tronics）株式公開買付け契約の締結

当社の100％子会社であるEPCOS AG(以下、EPCOS)は、ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）センサの開発製造

販売会社であるTronicsの株式の公開買付け契約を平成28年８月１日に締結し、平成28年12月14日にTronicsの

発行済株式の72.38%を取得し、連結子会社としました。 

①買収、連結子会社化の目的

Tronicsの買収により、当社グループの最先端のセンサ技術ポートフォリオを更に拡大することができ、

顧客に幅広いセンサソリューションを提供することが可能になります。 

②Tronicsの概要

社名         ：Tronics Microsystems SA

本社所在地      ：Crolles, France

代表者の役職・氏名  ：Pascal Langlois（ＣＥＯ）

主な事業の内容    ：ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）センサの開発、製造、販売

（２）InvenSense,Inc.（インベンセンス、以下、InvenSense）買収契約の締結

当社は、慣性センサの開発販売会社であるInvenSenseを買収する最終契約を平成28年12月21日に締結し、平

成29年5月18日に同社の発行済株式の100%を取得し買収を完了いたしました。 

①買収の目的

慣性センサのグローバルカンパニーであるInvenSenseを買収することによって、当社のセンサ事業は、

製品・技術の双方においてポートフォリオが拡充され、またＩｏＴや車載、ＩＣＴ向けなど幅広いセンサ

ソリューション領域における強力なプレイヤーとなり、革新的な次世代製品創出、新しいプラットフォー

ムの提供等が可能となります。加えて、複数のセンサ技術とソフトウェアを組み合わせ、より高い付加価

値を有する製品を提供するセンサフュージョンにより、更なる事業機会も狙うことができます。 

②InvenSenseの概要

社名         ：InvenSense,Inc.

本社所在地      ：San Jose, California, U.S.A.

代表者の役職・氏名  ：Behrooz Abdi（President and CEO）

主な事業の内容    ：慣性センサ、加速度センサ、角速度センサ、磁気コンパス、音声センサ等の
各種センサおよび制御ソフトウェアの開発、ファブレス製造および販売

（３）ICsense NV（アイシーセンス、以下、ICsense）株式取得に関する契約の締結

当社の100％子会社であるTDK-Micronas GmbH(以下、TDK-Micronas)は、ＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路）

の開発・供給、ならびにカスタムＩＣの設計を中核事業としているICsenseをTDK-Micronasの連結子会社とする

ための株式取得に関する契約を平成29年３月6日に締結し、平成29年3月22日に同社の発行済株式の100%を取得

し買収を完了いたしました。 

①買収、連結子会社化の目的

当社グループの最先端のセンサ技術のポートフォリオ、センサ事業の拡大が目的です。 

②ICsenseの概要

社名         ：ICsense NV

本社所在地      ：Leuven, Belgium

代表者の役職・氏名  ：Dr. Bram De Muer（ＣＥＯ）

主な事業の内容    ：ＡＳＩＣの開発・供給、ならびにカスタムＩＣの設計
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６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、多様化するエレクトロニクス分野へ対応するため、継続的に新製品開発の強化拡大を

進めております。特に、ＩＣＴ分野、自動車分野、ならびに産業機器・エネルギー分野に注力し、当社グループが強みと

しているモノづくり力を最大限に活かした製品開発をおこなうことで電子デバイスの高機能化、小型化、省エネルギー化

に貢献しております。これらの注力する３分野の市場の変化を捉えた技術戦略を基に、今後の成長が大いに期待されるセ

ンサ・アクチュエータ、エネルギーユニット、次世代電子部品を成長戦略製品と位置づけて、ＩｏＴ市場における事業機

会獲得を目指して強化に注力しております。センサ・アクチュエータはＭＥＭＳやソフトウェア技術なども繋げていくこ

とで、お客様に幅広いセンサソリューションを提供することを目指しており、エネルギーユニットについては電池や電

源、非接触給電などを組み合わせた製品の開発、またモータ向けに拡大している磁石の開発にも注力しております。次世

代電子部品としては、ＳＥＳＵＢ（ＩＣ内蔵基板）技術、薄膜技術、材料技術を融合させ、多様化する市場のニーズに応

える高付加価値製品開発を推進しております。

本社研究開発機能では、それぞれの市場分野に対応した専門性の高い技術者たちが自由な発想で研究開発を展開できる

ように、フレキシブルに開発体制を見直しております。全社共通の基盤技術に磨きをかけるとともに、中長期で製品化を

目指す開発に注力しております。「技術を繋ぐ、未来に備える」をスローガンに、当社グループの技術をお客様へ繋ぐこ

とを目指し、未来の社会へ備えて、お客様の役に立つ開発を進めております。

受動部品事業分野では、コア技術を活かした次世代積層セラミックチップコンデンサやインダクタ製品ならびにＥＭＣ

対策部品などの小型化、高性能化を進めております。また、高周波化が進むモジュール製品に適した部品の開発も強化し

ております。

磁気応用製品事業分野では、高性能希土類磁石や次世代フェライト磁石の製品化、次世代高記録密度ヘッドの開発及び

ハイブリッド自動車／電気自動車用デバイスの開発を強化しております。また、省エネルギーが訴求される社会情勢に適

した高効率電源の開発にも注力しております。さらに希土類元素原料の高騰による販売価格上昇を避けるために、希土類

元素使用量の削減と希土類元素を使用しない磁石開発にも開発資源を投入しております。

フィルム応用製品事業分野では、次世代リチウム電池材料の開発を進めております。

これらの研究開発活動については、市場の変化を捉えた技術戦略を基に、上記の重点市場において今後の成長が期待さ

れる戦略成長製品（センサ・アクチュエータ、エネルギーユニット、次世代電子部品）の開発に注力するとともに、日

本、北米、欧州、中国の４極に開発拠点を設置し、各地域の最先端企業や研究開発機関との連携によるFirst to Market

製品の開発を展開しています。特に、センサはＩｏＴには欠かせない重要なデバイスであり、その実現に必要な技術資産

を有する企業との協業も視野にいれながらセンサ技術とソフトウェアを組み合わせたセンサフュージョンにより、革新的

な次世代製品創出、新しいプラットフォームの提供を目指してまいります。

当社グループの研究開発活動において、優秀な人材の確保と人材育成、及び最先端技術の導入、そして当社グループが

保有していない技術については内外の公的機関、大学、研究機関との産官学アライアンスを積極的に進めております。特

に、東京工業大学とは、磁性・磁石技術をベースとした先端的な共同研究を含む組織的連携協定を締結し、独自性の高い

開発成果を得ることを目標に共同開発を進めております。

なお、当連結会計年度の研究開発費は、前連結会計年度比7.5％増の91,254百万円（売上高比7.7％）であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、平成29年３月31日現在において判断したものであります。

（１）重要な会計方針

重要な会計方針とは、その適用にあたり不確実な事象について見積もりを要し、経営者の主体的、複雑かつ高度な判断

が要求される会計方針であります。

以下は、会計方針を網羅的に記載したものではありません。主要な会計方針については、連結財務諸表の注記（注１）

に詳しく開示しております。多くの場合、特定取引の会計処理方法は米国において一般に公正妥当と認められる会計原則

で規定され、経営者の判断は必要とされません。また、経営者の判断の余地があっても、その選択の結果で大きな違いは

生じません。

当社グループは、重要な会計方針として長期性資産の減損、たな卸資産の評価、企業結合の会計、のれん及びその他の

無形固定資産、年金費用、並びに繰延税金資産の評価を認識しております。

長期性資産の減損 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、当社グループの有形固定資産及び償却無形固定資産の総額はそれぞれ

526,400百万円及び513,166百万円であり、総資産のそれぞれ36.3％及び30.8％に相当します。当社グループは、その回収

可能性が経営成績に及ぼす影響の大きさを考慮し、長期性資産の減損は当社の連結財務諸表にとって重要であると認識し

ております。

当社グループは、有形固定資産及び特定の認識可能で償却期間の定めのある無形固定資産につき、資産の簿価が回収で

きないという兆候が生じた場合に減損の有無を検討しております。この検討は見積もり将来キャッシュ・フローを使用し

て行われます。資産が減損したと認められた場合、当該資産の簿価が公正価値を上回る金額が減損額として認識されま

す。経営者は、キャッシュ・フロー及び公正価値は合理的に見積もられていると判断しておりますが、事業遂行上予測不

能の変化に起因して将来キャッシュ・フロー及び公正価値が当初の見積もりを下回った場合、長期性資産の評価に不利な

影響が、また、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響が生じる可能性があります。当社グループは、製品の

将来の収益性や回収可能性を十分考慮した上で投資を行っております。

たな卸資産の評価 

たな卸資産は、低価法により評価しております。予想される陳腐化について、将来の需要予測に基づき、取得価格と見

積もり市場価格の差額がたな卸資産の簿価から減額されます。当社グループは、過去の需要や将来の予測に基づき、たな

卸資産の過剰及び陳腐化の可能性を考慮し簿価の見直しを行っております。さらに、既存及び予想される技術革新の要求

は、たな卸資産の評価に影響を与えます。見積もり（たな卸資産陳腐化による簿価調整の基礎となるもの）の変動が当社

グループの経営成績に影響を与えるため、たな卸資産の評価は重要な会計方針とみなされます。実際の需要が予想された

ものより著しく低い場合は、たな卸資産の過剰及び陳腐化に関するたな卸資産の評価について追加的な調整が必要とな

り、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に著しく不利な影響を及ぼす可能性があります。

過去の見積もりの妥当性について、当社グループは複数のシナリオを立てる方法ではなく、四半期毎に見積もりと実績

を比較し再評価する方法をとっております。例えば、記録デバイス事業のように技術革新がめまぐるしい事業運営におい

ては、顧客が求める高性能製品へのタイムリーな対応が求められており、たな卸資産の陳腐化評価を行い四半期毎に見直

しております。

企業結合の会計 

当社グループは、取得法を用いて企業結合の会計処理を行っております。取得法では、被結合会社の資産及び負債を取

得日のそれぞれの公正価値で計上する必要があります。取得したそれぞれの資産に割り当てられた見積公正価値及び資産

償却年数の決定に関する判断は償却費用を通じ、また、その資産が減損している場合には減損費用の計上により、取得後

の期間の利益に重大な影響を及ぼします。

当社グループは、無形固定資産の見積公正価値の決定において収益予測を通常利用しています。これに際しては、キャ

ッシュ・フローの動向によるリスクファクターに照らし、最適な割引率を用いた予測将来キャッシュ・フローの割引を採

用しています。

無形固定資産の耐用年数の決定に当たっては、区分の異なる無形固定資産はそれぞれの耐用年数を有し、耐用年数が特

定できない資産は償却対象外とする必要があります。耐用年数が特定できない無形固定資産は、米国財務会計基準審議会

会計基準編纂書 350 に規定された要因に止まらず、当社グループの資産運用状況、有効期間ないしは実負担なしの更新

や延長に影響を与える法律ないし契約上の条件、及び需要や競合、その他経済要因に基づいて定期的に再評価されます。
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のれん及びその他の無形固定資産 

のれん及び明確な耐用年数を有しないその他の無形固定資産は償却することなく、年に一度、もしくは公正価値が簿価

を下回る兆候が現れたり状況の変化が生じた都度、減損テストが実施されます。これら資産の公正価値は、承認された事

業計画に基づく割引キャッシュ・フローを用いて決定されます。経営者は、将来キャッシュ・フロー及び公正価値の見積

もりは合理的であると判断しておりますが、事業遂行上予測不能の変化に起因して将来キャッシュ・フロー及び公正価値

が当初の見積もりを下回った場合、当該資産の評価に不利な影響が生じる可能性があります。

年金費用 

従業員の年金費用及び給付債務は、保険数理人がそれらの数値を計算する際に使用する基礎率に基づいております。基

礎率には、割引率、退職率、死亡率、昇給率、長期期待収益率等が含まれます。使用した基礎率と実際の結果が異なる場

合は、その差異が累積され将来期間にわたって償却されます。すなわち、通常、将来期間における費用認識及び帳簿上の

債務に影響を与えます。当社グループはこれらの基礎率が適切であると考えておりますが、実際の結果及び基礎率の変更

による差異は将来における年金費用及び給付債務に影響を及ぼす可能性があります。

当連結会計年度の連結財務諸表の作成において、当社グループは割引率を国内の制度及び海外の制度においてそれぞれ

0.8％及び2.5％、また、長期期待収益率を国内の制度及び海外の制度においてそれぞれ2.3％及び6.4％に設定しておりま

す。割引率を設定するにあたっては、現在発行され、かつ予想される年金受給期日に流通している安全性の高い企業発行

の債券利回りを参考にしております。当社グループは、投資対象の様々な資産カテゴリーの長期期待運用収益見込みに基

づき、長期期待収益率を設定しております。その設定にあたっては、資産カテゴリー別に将来収益に対する予測や過去の

運用実績を考慮しております。

割引率の減少は、年金給付債務を増加させ、数理計算上の差異の償却により年金費用の増加をもたらす可能性がありま

す。

長期期待収益率の増加は、期待運用収益の増加により年金費用の減少をもたらす可能性があります。また、期待運用収

益と実際運用収益に差異が発生した場合は、次年度以降の利益を増減させる可能性があります。

繰延税金資産の評価 

当社グループは、実現可能性の評価に基づいて多額の繰延税金資産を有しております。繰延税金資産の実現可能性を評

価するに当たって、当社グループは、繰延税金資産の一部、あるいはすべてが実現しない見込が、実現する見込より大き

いかどうかを考慮します。最終的な繰延税金資産の実現は、一時差異が減算できる期間の将来の課税所得の発生に依存し

ます。当社グループは、実現可能性の評価に当たって繰延税金負債の解消の予定、将来の課税所得の見通し及び税計画戦

略を考慮しております。過去の課税所得の水準及び繰延税金資産が減算できる期間における将来の課税所得の見通しを考

えますと、当社グループは、評価性引当金控除後の繰延税金資産は、実現する見込が実現しない見込より大きいと考えて

おります。しかしながら、将来の利益計画が実現できない、もしくは達成できない場合、または当社グループがその他の

要因に基づき繰延税金資産の実現可能性評価を変更した場合、繰延税金資産が実現しないと判断され、繰延税金資産に対

する評価性引当金の積み増しが必要となります。

（２）経営成績の分析

連結業績の概要 

当連結会計年度の業績は、連結売上高が前連結会計年度比2.3％増の1,178,257百万円、営業利益が同比123.4％増の

208,660百万円となりました。当社株主に帰属する当期純利益が同比123.8％増の145,099百万円となりました。 

当社の連結業績に影響を与えるエレクトロニクス市場を概観しますと、その生産水準はセット製品（最終財）により異

なります。当社の売上高の６割弱を占めるＩＣＴ市場のスマートフォンの生産は市場全体の成長が鈍化する中で、最大市

場である中国市場の需要が拡大したことにより、前連結会計年度の水準を上回りました。自動車の生産は、米国や欧州で

の堅調な販売に支えられ、前連結会計年度に比べ若干増加しました。一方、ＨＤＤの生産も、パソコンの需要減やパソコ

ン内部のＨＤＤからＳＳＤへの置換えが進んだ影響を受け、前連結会計年度に比べ下回って推移しました。 

このような環境下、ＨＤＤ用ヘッドとＨＤＤ用サスペンションの売上高は市場が低調な中で増加しております。スマー

トフォンを中心とした、ＩＣＴ市場向けや自動車市場向けでの受注は増加、米ドルやユーロに対する円高影響のなか増収

となりました。一方、産業機器・エネルギー市場分野では、世界景気回復遅れたインフラ投資低迷を受け減収となってお

ります。 
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為替変動の影響 

当連結会計年度の海外売上高は、1.0ポイント減少し連結売上高の91.1％となり、当連結会計年度決算の平均為替レー

トは、前連結会計年度に比べ対米ドルが9.7％の円高、対ユーロは10.4％の円高となりました。当連結会計年度の為替レ

ートの変動による影響は、約1,291億円の減収、営業利益で約267億円の減益と試算しております。 

また、地域別売上高における為替影響額は、日本国内が約167億円、日本を除くアジア・オセアニア地域が約1,136億

円、米州地域が約104億円、欧州地区が約393億円のそれぞれ減収となっており、セグメント間取引消去における影響額を

除いた連結売上高に対する為替影響額は、約1,291億円の減収となっております。 

当社と一部の海外子会社は、為替変動リスクを軽減するため、先物為替予約及び通貨スワップ等の契約をしておりま

す。営業活動により生じる為替リスクについては、先物為替予約によりヘッジしており、原則として、向こう６ヶ月の範

囲で発生すると見込まれる外貨建て売上債権の上限50％を基準にヘッジする方針としております。更に、当連結会計年度

より一部の純投資にヘッジ会計を適用をしております。なお、事業のグローバル化により、為替の変動が連結業績に重大

な影響を及ぼす可能性があることを経営者は認識しております。 

費用及び当期純利益 

当連結会計年度の売上原価は売上高増加により、前連結会計年度の831,123百万円から3.0％増の855,948百万円となり

ました。売上原価率は前連結会計年度の72.1％から72.6％となり0.5ポイント上昇しました。これは製品に対する強い売

価値引き圧力、対米ドルやユーロの円高影響が大きく、売上数量増加、生産性の改善や材料値下げの実施、構造改革効果

による原価引き下げを上回り、売上原価率の上昇となりました。しかし、売上増加の効果により、売上総利益は前連結会

計年度比1,177百万円（0.4％）増加し、売上高比で27.4％となりました。 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度の227,185百万円より12,261百万円増加し239,446百万円と

なりました。また、売上高に対する比率は19.7％から20.3％に0.6ポイント上昇しました。当連結会計年度の販売費及び

一般管理費に占める研究開発費は、前連結会計年度の84,920百万円から7.5％増の91,254百万円となりました。 

販売費及び一般管理費の円高に伴う為替換算による費用減少約221億円を除くと、実質的には約344億円の費用増加とな

り、販売管理費では、主要事業における販売活動費用の増加やMicronas Semiconductor Holding AG（以下、

Micronas）、Hutchinson Technology Incorporated（以下、ＨＴＩ）など買収会社の連結決算への取り込み等で約216億

円、開発費ではモノづくり改革や新事業開発に関わる費用の増加、Micronas、ＨＴＩなど買収会社開発費の連結決算への

取り込み等により約128億円の増加となっております。 

当連結会計年度のその他の営業費用（△収益）の△125,797百万円の内訳はQualcomm Incorporatedとの合併会社設立に

伴う事業譲渡益△145,208百万円と長期性資産及びのれんの減損損失19,411百万円になります。 

当連結会計年度の営業外損益は、前連結会計年度より4,632百万円の改善となりました。前年連結会計年度は人民元の

切り下げによる為替差損が中国現地法人で大きく、為替差損が前連結会計年度対比で2,762百万円の改善、加えて前連結

会計年度の有価証券及び投資有価証券売却損1,839百万円、投資有価証券評価損1,417百万円がそれぞれ減少しました。 

当連結会計年度の非支配持分帰属利益は、前連結会計年度の1,795百万円より1,334百万円減少し461百万円となりまし

た。当連結会計年度における子会社の支配持分比率の変更等によるものです。 

当連結会計年度の当社株主に帰属する当期純利益は145,099百万円となり、その結果、希薄化後１株当たり当社株主に

帰属する当期純利益は1,147.57円となりました。株主資本利益率（ＲＯＥ）は、9.2％から19.8％に改善しました。 

当連結会計年度中に支払われた配当金は１株当たり120円となりました。この配当金は、平成28年６月に支払われた期

末配当金１株当たり60円と、平成29年12月に支払われた中間配当金１株当たり60円の合計です。平成29年３月末時点で株

主名簿に登録されている株主に対し、平成29年６月30日に１株当たり60円の期末配当金の支払を実施します。 

（３）財政状態 

平成29年３月31日現在の資産合計は、前連結会計年度末比213,769百万円増加し1,450,564百万円から1,664,333百万円

となりました。 

手元流動性は、現金及び現金同等物が44,920百万円、短期投資が34,167百万円それぞれ増加し、79,086百万円の増加と

なりました。また、有形固定資産が22,972百万円減少した一方、売上債権が28,691百万円増加しました。 

負債合計は、前連結会計年度末比96,284百万円増加し765,931百万円から862,215百万円となりました。 

短期借入債務が81,003百万円減少した一方、長期借入債務が73,109百万円、仕入債務が63,980百万円それぞれ増加しま

した。 

純資産のうち株主資本合計は、前連結会計年度末比118,253百万円増加し675,361百万円から793,614百万円となりまし

た。その他の利益剰余金が126,376百万円増加しました。 
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（４）流動性及び資金の源泉

運転資金需要 

当社グループの運転資金は、主に製品の製造に使用する原材料や部品の調達に費やされ、製造費用として計上されてお

ります。また、人件費の支払や販売活動に伴う広告宣伝費及び物流関連費用等の販売費及び一般管理費についても、運転

資金からの重要な支出と捉えております。また、研究開発費における人件費は、重要な割合を占めております。これらの

支出に必要となる資金は、主に営業活動により生み出された資金により賄っております。

設備投資 

設備投資については、「第３ 設備の状況 １ 設備投資等の概要」をご参照ください。

資金調達 

当社グループは現預金等（現金、預金、短期投資、有価証券）を流動性資金としており、月次連結売上高の2.0ヶ月以

上の流動性を維持することを長期間にわたり努めております。平成29年３月31日現在の流動性資金の残高は円換算で

386,519百万円であり、年間平均売上高の3.9ヶ月相当となっており流動性は十分に確保しております。 

当社グループの当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、71,111百万円の支出となりました。当

社グループにおいて、平成28年３月31日現在、普通社債及びリース債務を除く長期借入債務を152,298百万円、普通社債

を13,000百万円、及び短期借入債務を158,683百万円有しておりましたが、当連結会計年度において短期借入債務が

81,003百万円減少した一方、普通社債及びリース債務を除く長期借入債務が借入等により85,685百万円増加しておりま

す。当社グループの借入の詳細については、連結財務諸表 注記（注５）短期借入債務及び長期借入債務の項をご参照く

ださい。

資金管理 

運転資金や設備投資資金は、日常の業務活動によって生み出される資金で賄うことを原則としております。資金効率向

上のため、日本、米国、欧州及び中国でＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入し、資金はできる限り本

社機能で集中管理しております。運転資金や設備投資資金を自己資金で賄えない子会社については、できる限りグループ

内の資金を活用することにしております。また、手元資金については安全性や流動性を重視することを基本に運用してお

ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、当社が属するエレクトロニクス市場における急速な技術革新や販売競争の激化に的確に対応

するため、当連結会計年度において、167,631百万円の設備投資を実施しました。

そのうち、受動部品部門においては、68,605百万円の設備投資を実施しました。これらは事業基盤の強化及びイ

ンダクティブデバイス製品の増産を主たる目的としております。

磁気応用製品部門においては、14,954百万円の設備投資を実施しました。主に、ＨＤＤ用高密度次世代ヘッドの

開発と生産のための設備投資です。

フィルム応用製品部門においては、55,834百万円の設備投資を実施しました。主に、リチウムポリマー電池増産

のための設備投資です。

その他部門においては、7,246百万円の設備投資を実施しました。

本社・開発機能においては、20,992百万円の設備投資を実施しました。主として、工場新設、社内ＩＴインフラ構

築及び基礎研究開発のための投資です。
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２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）受動部品

① 提出会社

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物
及び
構築物

機械装置

及び 
運搬具他 

土地
(面積千㎡) 

リース
資産

建設
仮勘定

合計

にかほ工場

（秋田県にかほ市）

他秋田県内３工場

受動部品製造 34,262 27,986
2,700

(464)
－ 2,110 67,059 610 

（注） 帳簿価額「機械装置及び運搬具他」には工具器具及び備品を含めております。

 

② 国内子会社 

会社名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数

（人） 建物 
機械装置及び 

器具備品 

土地 

(面積千㎡) 
建設仮勘定 合計 

ＴＤＫ庄内㈱

（山形県鶴岡市他）
受動部品製造 2,243 109

1,063 

(83) 
1,975 5,390 999

ＴＤＫ－ＭＣＣ㈱

（秋田県にかほ市

他）

受動部品製造 2,427 35
514 

(96) 
31 3,007 1,608

 

③ 在外子会社

会社名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数

（人） 建物 
機械装置及び 

器具備品 

土地 

(面積千㎡) 
建設仮勘定 合計 

EPCOS OHG 

（オーストリア） 
受動部品製造 5,251 10,339

541

(123)
343 16,474 840

TDK Xiamen Co., Ltd.

（中国）
受動部品製造 4,079 10,653 － 1,031 15,763 7,769

EPCOS Electronic 

Parts Ltd. 

（ハンガリー） 

受動部品製造 2,889 4,917
324 

(32) 
1,801 9,931 2,153

TDK Dalian 

Corporation（中国）
受動部品製造 1,961 7,798 － 159 9,918 1,513

EPCOS (Zhuhai FTZ) 

Co., Ltd.（中国）
受動部品製造 1,510 5,005 － 294 6,809 3,253

EPCOS (Zhuhai) 

Co., Ltd.（中国）
受動部品製造 363 4,800 － 996 6,159 5,540

EPCOS India Private 

Ltd.（インド） 
受動部品製造 1,217 2,876

136

(57)
1,111 5,340 1,726

 

- 23 -

2017/06/27 15:53:44／16229779_ＴＤＫ株式会社_有価証券報告書（通常方式）



(2）磁気応用製品

① 提出会社

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物
及び
構築物

機械装置

及び 
運搬具他 

土地
(面積千㎡) 

リース
資産

建設
仮勘定

合計

成田工場

（千葉県成田市）

他静岡県内１工場

磁気応用製品

製造
1,689 905

3,289

(248)
－ 48 5,933 492

浅間テクノ工場

（長野県佐久市）

磁気応用製品

製造
470 662

268

(95)
－ 115 1,516 527

（注） 帳簿価額「機械装置及び運搬具他」には工具器具及び備品を含めております。

② 国内子会社

会社名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数

（人） 建物 
機械装置及び 

器具備品 

土地 

(面積千㎡) 
建設仮勘定 合計 

ＴＤＫラムダ㈱

（東京都港区他）

磁気応用製品

製造 
981 378

363 

(64) 
99 1,821 571

 

③ 在外子会社

会社名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数

（人） 建物 
機械装置及び 

器具備品 

土地 

(面積千㎡) 
建設仮勘定 合計 

TDK-Micronas GmbH 

（ドイツ） 

磁気応用製品

製造 
3,619 8,166

987

(51)
711 13,483 715

SAE Magnetics (H.K.) 

Ltd.（中国（香港）） 

磁気応用製品

製造 
1,024 9,037 － 747 10,808 519

Magnecomp Precision 

Technology Public 

Co., Ltd.（タイ） 

磁気応用製品

製造 
2,264 5,834

596

(136)
630 9,324 5,746

Hutchinson 

Technology 

Incorporated（米国） 

磁気応用製品

製造 
3,902 1,569

312

(137)
1,568 7,351 1,060
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(3）フィルム応用製品

① 在外子会社 

会社名（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数

（人） 建物 
機械装置及び 

器具備品 

土地 

(面積千㎡) 
建設仮勘定 合計 

Ningde Amperex 

Technology Ltd. 

（中国） 

フィルム応用

製品製造 
44,510 46,203 － 34,476 125,189 16,956

Dongguan Amperex 

Technology Ltd. 

（中国） 

フィルム応用

製品製造 
3,879 8,746 － 1,571 14,196 7,303

 

(4）全社（共通）及びその他

① 提出会社

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物
及び
構築物

機械装置

及び 
運搬具他 

土地
(面積千㎡) 

リース
資産

建設
仮勘定

合計

テクニカルセンター

（千葉県市川市）

他山梨県内１工場

大分県内１工場

全社(共通)

及びその他
11,106 8,629

3,004

(273)
208 4,103 27,052 2,107

（注）１．帳簿価額「機械装置及び運搬具他」には工具器具及び備品を含めております。

２．テクニカルセンターは主に全社（共通）の拠点でありますが、一部その他に分類される事業部門も含まれて

おります。

しかし、これを区分することが困難であるため、全社（共通）及びその他として表示しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、平成29年３月31日現在においてはその設備の新設・拡

充の計画を個々のプロジェクトごとに決定しておりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示

する方法によっております。当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は160,000百万円であり、事

業の種類別セグメントごとの内訳は次のとおりであります。

事業の種類別 

セグメントの名称 

平成29年３月末 

計画金額 

（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

受動部品 50,000 
セラミックコンデンサ、インダクティブデバイス、

圧電材料部品の増産・合理化 
－ 

センサ応用製品 8,000 各種センサ製品の増産 － 

磁気応用製品 32,000 
ＨＤＤ用高密度次世代ヘッドの開発・製造設備及び

マグネットの増産 
－ 

フィルム応用製品 50,000 リチウムポリマー電池の増産及び合理化設備 － 

その他 8,000 － － 

本社・開発機能 12,000 社内ＩＴシステム構築及び基礎研究開発 － 

合計 160,000 － 
自己資金 

及び借入 

(注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．経常的な設備の更新のための除却及び売却を除き、重要な設備の除却及び売却の計画はありません。

３．当社グループの事業の種類別セグメントは平成29年４月１日以降、「受動部品」、「センサ応用製品」、

「磁気応用製品」、「フィルム応用製品」の４つのセグメント区分とそれらに属さない「その他」に分類

され、設備投資計画は、現時点の事業の種類別セグメントに基づき計画し、記載しております。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 480,000,000

計 480,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数㈱
(平成29年３月31日)

提出日現在発行数㈱
(平成29年６月29日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 129,590,659 129,590,659 東京証券取引所（市場第一部）
単元株式数

100株

計 129,590,659 129,590,659 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年６月１日から本有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

   平成17年６月29日定時株主総会決議（株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 26 26

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,600 2,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年７月１日

至 平成37年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格      1

資本組入額     1
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成17年７
月１日から平成20年６月30
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成20年７月１日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成20
年６月30日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位も喪失した場合
 当該喪失日の翌日から３
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日から15日間

③ 平成20年７月１日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
も喪失した場合、新株予約
権の行使可能期間を超えな
い範囲で、当該喪失日の翌
日から３年間に限り新株予
約権を行使することができ
る。

④ 各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

① 平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく平成20年５月28日取締役会決議（対取締役、株式報酬型） 

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 17 17

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,700 1,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成20年７月６日

至 平成40年７月５日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    5,968

資本組入額   2,984
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成20年７
月６日から平成23年７月５
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成23年７月６日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成23
年７月５日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。 
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から３
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成23年７月６日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から３年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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② 平成21年５月27日取締役会決議 

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 144 144

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 14,400 14,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成21年７月５日

至 平成41年７月４日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,022

資本組入額   2,011
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成21年７
月５日から平成24年７月４
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成24年７月５日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成24
年７月４日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成24年７月５日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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③ 平成22年５月26日取締役会決議 

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 160 160

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,000 16,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成22年７月４日

至 平成42年７月３日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,214

資本組入額   2,107
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成22年７
月４日から平成25年７月３
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成25年７月４日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成25
年７月３日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。 
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成25年７月４日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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④ 平成23年５月25日取締役会決議 

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 282 282

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 28,200 28,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成23年７月３日

至 平成43年７月２日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    3,926

資本組入額   1,963
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成23年７
月３日から平成26年７月２
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成26年７月３日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成26
年７月２日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成26年７月３日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑤ 平成23年７月28日取締役会決議（第10回新株予約権）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 264 249

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 26,400 24,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,567 同左

新株予約権の行使期間
自 平成25年８月１日

至 平成29年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    5,223

資本組入額   2,612
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑥ 平成24年６月21日取締役会決議

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 307 305

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,700 30,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成24年７月８日

至 平成44年７月７日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    2,771

資本組入額   1,386
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成24年７
月８日から平成27年７月７
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成27年７月８日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成27
年７月７日までに、以下
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤相談
役・常勤顧問・常勤嘱託を
含み、非常勤相談役・非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成27年７月８日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑦ 平成24年７月31日取締役会決議（第11回新株予約権）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 378 368

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,800 36,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,550 同左

新株予約権の行使期間
自 平成26年８月１日

至 平成30年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,470

資本組入額   2,235
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑧ 平成25年６月19日取締役会決議

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 291 291

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,100 29,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成25年７月７日

至 平成45年７月６日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    3,113

資本組入額   1,557
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成25年７
月７日から平成28年７月６
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成28年７月７日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成28
年７月６日までに、以下 
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤相談
役・常勤顧問・常勤嘱託を
含み、非常勤相談役・非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成28年７月７日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑨ 平成25年７月31日取締役会決議（第12回新株予約権）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 556 543

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 55,600 54,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,836 同左

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月１日

至 平成31年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,676

資本組入額   2,338
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑩ 平成26年６月18日取締役会決議

（対取締役は平成18年６月29日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 334 334

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 33,400 33,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成26年７月６日

至 平成46年７月５日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,137

資本組入額   2,069
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成26年７
月６日から平成29年７月５
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成29年７月６日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、平成29
年７月５日までに、以下 
(イ）(ロ）に定める事由が
生じた場合には、それぞれ
に定める期間内に限り新株
予約権を行使できる。
(イ）新株予約権者が、当社
の役員及び使用人(常勤相談
役・常勤顧問・常勤嘱託を
含み、非常勤相談役・非常
勤顧問・非常勤嘱託を除
く。以下、同じ。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該喪失日の翌日から７
年間
(ロ）当社が消滅会社となる
合併契約書、当社が完全子
会社となる株式交換契約書
の議案または株式移転の議
案につき当社株主総会で承
認された場合
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 平成29年７月６日以降、
新株予約権者が当社の役員
及び使用人のいずれの地位
をも喪失した場合、新株予
約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、当該喪失日の
翌日から７年間に限り新株
予約権を行使することがで
きる。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、新
株予約権を行使することが
できないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑪ 平成27年７月31日取締役会決議

（対取締役は平成27年６月26日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 937 937

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
93,700

（注）１

93,700

同左 

新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月23日

至 平成47年８月22日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    6,807

資本組入額   3,404
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成27年８
月23日から平成30年８月22
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成30年８月23日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、上記
「新株予約権の行使期間」
の期間内において、以下の
(ア）または(イ）に定める
場合（ただし、（イ）につ
いては、下記（注）２．に
従って新株予約権者に再編
対象会社の新株予約権が交
付される旨が合併契約、株
式交換契約もしくは株式移
転計画において定められて
いる場合を除く。）には、
それぞれに定める期間内に
限り新株予約権を行使でき
る。

（ア）新株予約権者が、当社
の役員（取締役・監査役・
執行役員をいう。）及び使
用人(常勤相談役・常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤相談役・非常勤顧問・非
常勤嘱託を除く。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該地位喪失日の翌日か
ら７年間

（イ）当社が、消滅会社とな
る合併契約承認の議案また
は当社が完全子会社となる
株式交換契約もしくは株式
移転計画承認の議案につき
株主総会で承認された場合
（株主総会決議が不要な場
合は、取締役会決議がなさ
れた場合）
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 上記①及び②（ア）は、
新株予約権を相続により承
継した者については適用し
ない。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、当
該新株予約権を行使するこ
とができない。

同左
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事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の行使の条件

⑤ 割り当てられた新株予約
権の一部について、業績達
成条件を付するものとす
る。 
当該条件を満たした場合、
条件が付された新株予約権
をすべて行使することがで
き、当該条件を満たさなか
った場合、その程度に応
じ、条件が付された新株予
約権の一部またはすべてを
行使することができない。
具体的には、中期経営計画
における連結営業利益及び
連結ＲＯＥの業績目標を達
成した場合は100％権利行使
可能とし、未達の場合は未
達分に応じて権利行使可能
数を減少させ、あらかじめ
設定した最低目標を下回る
場合には権利行使可能数を
ゼロとする。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左

（注）１．各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約

権を割り当てる日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整する。 

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再

編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額

に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

以下に準じて決定する。 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めないものとする。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。
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⑫ 平成28年６月17日取締役会決議 

（対取締役は平成27年６月26日定時株主総会承認に基づく、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）

 
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の数（個） 475 475

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
47,500

（注）１

47,500

同左 

新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成28年７月10日

至 平成48年７月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    4,274

資本組入額   2,137
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記②
の場合を除き、平成28年７
月10日から平成31年７月９
日までの期間は新株予約権
を行使できないものとし、
平成31年７月10日以降行使
することができる。

② 新株予約権者は、上記
「新株予約権の行使期間」
の期間内において、以下の
(ア）または(イ）に定める
場合（ただし、（イ）につ
いては、下記（注）２．に
従って新株予約権者に再編
対象会社の新株予約権が交
付される旨が合併契約、株
式交換契約もしくは株式移
転計画において定められて
いる場合を除く。）には、
それぞれに定める期間内に
限り新株予約権を行使でき
る。

（ア）新株予約権者が、当社
の役員（取締役・監査役・
執行役員をいう。）及び使
用人(常勤相談役・常勤顧
問・常勤嘱託を含み、非常
勤相談役・非常勤顧問・非
常勤嘱託を除く。）のいず
れの地位をも喪失した場合
 当該地位喪失日の翌日か
ら７年間

（イ）当社が、消滅会社とな
る合併契約承認の議案また
は当社が完全子会社となる
株式交換契約もしくは株式
移転計画承認の議案につき
株主総会で承認された場合
（株主総会決議が不要な場
合は、取締役会決議がなさ
れた場合）
 当該承認日の翌日から15
日間

③ 上記①及び②（ア）は、
新株予約権を相続により承
継した者については適用し
ない。

④ 新株予約権者が新株予約
権を放棄した場合には、当
該新株予約権を行使するこ
とができない。

同左
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事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成29年５月31日）

新株予約権の行使の条件

⑤ 割り当てられた新株予約
権の一部について、業績達
成条件を付するものとす
る。 
当該条件を満たした場合、
条件が付された新株予約権
をすべて行使することがで
き、当該条件を満たさなか
った場合、その程度に応
じ、条件が付された新株予
約権の一部またはすべてを
行使することができない。
具体的には、中期経営計画
における連結営業利益及び
連結ＲＯＥの業績目標を達
成した場合は100％権利行使
可能とし、未達の場合は未
達分に応じて権利行使可能
数を減少させ、あらかじめ
設定した最低目標を下回る
場合には権利行使可能数を
ゼロとする。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左

（注）１、２については、⑪ 平成27年７月31日取締役会決議（対取締役は平成27年６月26日定時株主総会承認に基づ

く、対執行役員は当該決議に基づく、株式報酬型）の（注）１、２に同じ。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成19年８月10日

（注）
△3,599,000 129,590,659 － 32,641 － 59,256

（注）自己株式の消却による減少であります。

（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 112 70 262 650 35 23,737 24,866 － 

所有株式数

（単元） 
－ 583,758 85,471 12,048 472,155 122 141,866 1,295,420 48,659 

所有株式数の

割合（％） 
－ 45.06 6.60 0.93 36.45 0.01 10.95 100.00 － 

（注）１．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。

２．自己株式3,390,844株は、「個人その他」に33,908単元及び「単元未満株式の状況」に44株を含めて記載し

ております。
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（７）【大株主の状況】

    平成29年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２-11-３ 20,669 15.95 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１-８-11 12,880 9.94 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海１-８-12 3,939 3.04 

ジェーピー モルガン チェース バン

ク 380055 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行） 

米国 ニューヨーク 

（東京都港区港南２-15-１） 
2,938 2.27 

ＢＮＰパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内１-９-１ 2,126 1.64 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海１-８-11 2,070 1.60 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 東京都港区六本木６-10-１ 1,914 1.48 

ステート ストリート バンク ウェス

ト クライアント トリーティー 

505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行） 

米国 マサチューセッツ 

（東京都港区港南２-15-１） 
1,858 1.43 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口７） 
東京都中央区晴海１-８-11 1,693 1.31 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１-６-６ 1,640 1.27 

計 ― 51,727 39.92 

（注）１．上記のほか、自己株式が3,391千株あります。
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２．ブラックロック・ジャパン株式会社及びその共同保有者７社から、平成26年９月19日付の大量保有報告書の

写しの送付があり、平成26年９月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株式

会社
東京都千代田区丸の内１-８-３ 1,735,600 1.34

ブラックロック・インベストメ

ント・マネジメント・エルエル

シー

米国 ニュージャージー 144,243 0.11

ブラックロック・ライフ・リミ

テッド
英国 ロンドン 352,404 0.27

ブラックロック・アセット・マ

ネジメント・アイルランド・リ

ミテッド

アイルランド ダブリン 618,231 0.48

ブラックロック・アドバイザー

ズ (UK) リミテッド
英国 ロンドン 213,046 0.16

ブラックロック・ファンド・ア

ドバイザーズ
米国 サンフランシスコ 1,293,900 1.00

ブラックロック・インターナシ

ョナル・リミテッド
英国 ロンドン 471,100 0.36

ブラックロック・インスティテ

ューショナル・トラスト・カン

パニー，エヌ．エイ．

米国 サンフランシスコ 1,654,871 1.28

計 － 6,483,395 5.00

 

３．平成27年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及

びその共同保有者３社が平成27年11月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されて

おりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 540,372 0.42

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-５ 2,904,100 2.24

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町１-12-１ 2,501,800 1.93

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

ー証券株式会社
東京都千代田区丸の内２-５-２ 565,547 0.44

計 － 6,511,819 5.02
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４．平成28年７月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有

者２社が平成28年７月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、当

社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１ 259,565 0.20

NOMURA INTERNATIONAL PLC 英国 ロンドン 218,760 0.17

野村アセットマネジメント株式

会社
東京都中央区日本橋１-12-１ 12,085,900 9.33

計 － 12,564,225 9.70

 

５．平成29年２月６日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、三井住友信託銀行株式会社及びその

共同保有者２社が平成29年１月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりま

すが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-１ 4,236,100 3.27

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社
東京都港区芝３-33-１ 417,000 0.32

日興アセットマネジメント株式

会社
東京都港区赤坂９-７-１ 6,482,000 5.00

計 － 11,135,100 8.59

 

６．平成29年２月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、アセットマネジメントOne株式会社及

びその共同保有者２社が平成29年１月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されて

おりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

アセットマネジメントOne株式

会社
東京都千代田区丸の内１-８-２ 8,583,666 6.62

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１-５-１ 160,400 0.12

アセットマネジメントOneイン

ターナショナル
英国 ロンドン 180,600 0.14

計 － 8,924,666 6.89
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,390,800 ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

       126,151,200
1,261,512 ―

単元未満株式 普通株式    48,659 ― ―

発行済株式総数        129,590,659 ― ―

総株主の議決権 ― 1,261,512 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＴＤＫ株式会社 東京都港区芝浦３-９-１ 3,390,800 － 3,390,800 2.62

計 － 3,390,800 － 3,390,800 2.62
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法および会社法に基づき新株予約権

を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

＜平成17年６月29日決議分＞

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションの実施を目的として、当社取締

役及び執行役員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日の定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役７名及び執行役員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 24,600株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

＜平成20年５月28日決議分＞ 

当社取締役の報酬の一部として、取締役に対するストックオプション報酬額及び内容について、平成20年５月28日の

取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成20年５月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 13,900株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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＜平成21年５月27日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成21年５月27日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成21年５月27日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員13名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 37,500株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

＜平成22年５月26日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成22年５月26日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成22年５月26日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員11名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 33,300株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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＜平成23年５月25日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成23年５月25日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成23年５月25日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 41,700株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

＜平成23年７月28日決議分＞ 

会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、ストックオプションとして当社の幹部社員及び当社子会社の役

員、幹部社員に対して新株予約権を発行することを、平成23年７月28日の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成23年７月28日

付与対象者の区分及び人数
当社の幹部社員104名及び当社子会社の役員、幹部社員

70名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 91,900株

新株予約権の行使時の払込金額
「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）行使価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株当りの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平

均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の前日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

なお、割当日以降、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
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また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う

場合（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とする。 

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記の算式に使用する、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行なう場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとする。

 

＜平成24年６月21日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成24年６月21日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成24年６月21日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 39,400株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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＜平成24年７月31日決議分＞ 

会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、ストックオプションとして当社の幹部社員及び当社子会社の幹

部社員に対して新株予約権を発行することを、平成24年７月31日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成24年７月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の幹部社員135名及び当社子会社の幹部社員79名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 120,400株

新株予約権の行使時の払込金額
「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）行使価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株当りの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平

均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の前日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

なお、割当日以降、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

 
また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う

場合（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とする。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 
なお、上記の算式に使用する、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行なう場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとする。
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＜平成25年６月19日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成25年６月19日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成25年６月19日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 38,200株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

＜平成25年７月31日決議分＞ 

会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、ストックオプションとして当社の幹部社員及び当社子会社の役

員、幹部社員に対して新株予約権を発行することを、平成25年７月31日の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成25年７月31日

付与対象者の区分及び人数
当社の幹部社員170名及び当社子会社の役員、幹部社員

45名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 120,900株

新株予約権の行使時の払込金額
「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）行使価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株当りの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平

均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の前日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

なお、割当日以降、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
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また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う

場合（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とする。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記の算式に使用する、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行なう場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとする。

 

＜平成26年６月18日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成26年６月18日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成26年６月18日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 36,400株

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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＜平成27年７月31日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成27年７月31日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成27年７月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数
104,100株 

（注） 

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約権を

割り当てる日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じ

る１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

で付与株式数を調整する。 

 

＜平成28年６月17日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成28年６月17日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成28年６月17日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び執行役員14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数
47,500株

（注）

新株予約権の行使時の払込金額(行使価額） 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約権を

割り当てる日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じ

る１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

で付与株式数を調整する。 
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＜平成29年６月16日決議分＞ 

当社の取締役、執行役員の報酬の一部として、取締役及び執行役員に対するストックオプション報酬額及び内容につ

いて、平成29年６月16日の取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成29年６月16日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数
137,200株

（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(行使価額） １円

新株予約権の行使期間 平成29年７月９日から平成49年７月８日 

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、下記②の場合を除き、平成29年７
月９日から平成32年７月８日までの期間は新株予約
権を行使できないものとし、平成32年７月９日以降
行使することができる。

②新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の
期間内において、以下の(ア）または(イ）に定める
場合（ただし、（イ）については、下記（注）２．
に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権
が交付される旨が合併契約、株式交換契約もしくは
株式移転計画において定められている場合を除
く。）には、それぞれに定める期間内に限り新株予
約権を行使できる。
（ア）新株予約権者が、当社の役員（取締役・監査

役・執行役員をいう。）及び使用人(常勤相談
役・常勤顧問・常勤嘱託を含み、非常勤相談
役・非常勤顧問・非常勤嘱託を除く。）のいず
れの地位をも喪失した場合

当該地位喪失日の翌日から７年間
（イ）当社が、消滅会社となる合併契約承認の議案ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約もし
くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で
承認された場合（株主総会決議が不要な場合
は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間
③上記①及び②（ア）は、新株予約権を相続により承
継した者については適用しない。

④新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当
該新株予約権を行使することができない。

⑤割り当てられた新株予約権の一部について、業績達
成条件を付するものとする。 
当該条件を満たした場合、条件が付された新株予約
権をすべて行使することができ、当該条件を満たさ
なかった場合、その程度に応じ、条件が付された新
株予約権の一部またはすべてを行使することができ
ない。
具体的には、中期経営計画における連結営業利益及
び連結ＲＯＥの業績目標を達成した場合は100％権利
行使可能とし、未達の場合は未達分に応じて権利行
使可能数を減少させ、あらかじめ設定した最低目標
を下回る場合には権利行使可能数をゼロとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

（注）１．各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約

権を割り当てる日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率 
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また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整する。 

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再

編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額

に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

以下に準じて決定する。 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めないものとする。 

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 356 2,597,810

当期間における取得自己株式 102 707,340

（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含んでおりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
― ― ― ―

その他 （注１） 77,357 397,225,537 3,500 17,972,946

保有自己株式数 3,390,844 ― 3,387,446 ―

（注）１．当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数 77,200株、処分価額の総額 396,419,362円）及び単

元未満株式の売渡請求による売渡し（株式数 157株、処分価額の総額 806,175円）であります。また、当

期間は、新株予約権の権利行使によるものであります。

２．当期間における処理自己株式には、平成29年６月１日から本有価証券報告書提出日までに処理した株式は含

んでおりません。

３．当期間における保有自己株式には、平成29年６月１日から本有価証券報告書提出日までに取得または処理し

た株式は含んでおりません。
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３【配当政策】

当社は、中長期的な企業価値の向上を実現することが株主価値の拡大に繋がるとの認識のもと、１株当たり利益の成長

を通じて、配当の安定的な増加に努めることを基本方針としております。そのために、エレクトロニクス市場における急

速な技術革新に的確に対応すべく、重点分野の新製品や新技術を中心に、成長へ向けた積極的な投資を行うことで、中長

期的な企業価値の向上を目指してまいります。したがいまして、当社は実現した利益を事業活動へ積極的に再投資したう

えで、連結ベースの株主資本利益率（ＲＯＥ）や株主資本配当率（ＤＯＥ）の水準、事業環境の変化等を総合的に勘案

し、配当を行うことといたします。

当社は、期末及び中間の年２回、剰余金の配当を行うことを基本方針としており、それぞれの配当の決定機関は、期末

については定時株主総会、中間については取締役会であります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めて

おります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成28年10月31日

取締役会決議
7,570 60

平成29年６月29日

株主総会決議
7,572 60

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 4,840 5,360 9,260 10,450 8,470

最低（円） 2,719 3,095 4,045 5,230 5,170

（注）上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 7,360 7,840 8,470 8,290 8,390 7,750

最低（円） 6,710 6,460 7,730 7,680 7,430 6,980

（注）上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

男性 12名 女性 －名 （役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

代表取締役 会長 上釜 健宏 昭和33年１月12日生 

 
昭和56年４月 当社入社 

平成13年４月 当社記録デバイス事業本部技

術戦略部長 
平成13年10月 当社ヘッドビジネスグループ 

ゼネラルマネージャー 
平成14年６月 当社執行役員 

平成15年６月 当社常務執行役員 

平成16年６月 当社取締役専務執行役員 

平成18年６月 当社代表取締役社長 

平成24年６月 当社電子部品営業グループ ゼ

ネラルマネージャー 
平成25年４月 当社加湿器対策本部長 

平成26年10月 当社技術本部長 

平成28年６月 当社代表取締役会長（現任） 

平成29年６月 オムロン株式会社社外取締役

（現任） 
 

(注)３ 100 

代表取締役 
社長（兼）加湿

器対策本部長 
石黒 成直 昭和32年10月30日生 

 
昭和57年１月 当社入社 

平成14年４月 当社レコーディングメディア

＆ソリューションズビジネス

グループ 欧州営業部 経営企

画担当部長 
平成16年７月 当社ヘッドビジネスグループ 

ＨＤＤヘッドビジネスディビ

ジョン 日本オペレーション企

画グループ リーダー 
平成19年４月 当社ヘッドビジネスグループ 

ＨＤＤヘッドビジネスディビ

ジョン 日本オペレーション 

リーダー 
平成23年４月 当社ヘッドビジネスグループ 

デピュティゼネラルマネージ

ャー 
平成24年６月 当社ヘッドビジネスグループ 

ゼネラルマネージャー 
平成26年６月 当社執行役員 

平成27年４月 当社磁気ヘッド＆センサビジ

ネスカンパニー ＣＥＯ 
平成27年６月 当社常務執行役員 

平成28年４月 当社磁気ヘッド＆センサビジ

ネスカンパニー 磁気センサビ

ジネスグループ ゼネラルマネ

ージャー 
平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）

（兼）当社生産本部長（兼）

当社加湿器対策本部長（現

任） 
 

(注)３ 18 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
経理・財務本部

長 
山西 哲司 昭和35年５月29日生 

 
昭和58年４月 当社入社 

平成17年１月 当社アドミニストレーション

グループ 経理部 計数管理担

当部長 
平成20年７月 当社アドミニストレーション

グループ 経理部 計数管理グ

ループ 部長 
平成25年６月 当社経理部長 

平成27年４月 当社経理グループ ゼネラルマ

ネージャー 
平成27年６月 当社執行役員 

平成28年６月 当社取締役（現任） 

平成29年４月 当社経理・財務本部長（現

任） 
平成29年６月 当社常務執行役員（現任） 
 

(注)３ 15 

取締役 
戦略本部長 
（兼）人事担当 

逢坂 清治 昭和33年10月28日生 

 
昭和57年４月 当社入社 

平成15年４月 当社経営企画部 担当部長 

平成21年６月 当社執行役員 
当社コーポレートストラテジ

ーグループ 経営企画部長 
平成23年５月 当社経営企画グループ ゼネラ

ルマネージャー（兼）経営企

画グループ経営企画部長 
平成24年６月 当社常務執行役員 

TDK-EPC Senior Executive 

Vice President & ＣＯＯ 
平成27年４月 当社電子部品営業本部長 

（兼）当社電子部品営業本部

ICTグループ ゼネラルマネー

ジャー 
平成29年４月 当社戦略本部長（現任） 

（兼）人事担当（現任） 
平成29年６月 当社取締役専務執行役員（現

任） 
田淵電機株式会社社外取締役

（現任） 
 

(注)３ 10 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役   澄田 誠 昭和29年１月６日生 

 
昭和55年４月 株式会社野村総合研究所入社 

平成８年６月 イノテック株式会社取締役 

平成17年４月 同社代表取締役専務 
平成17年６月 アイティアクセス株式会社取

締役 
平成19年４月 イノテック株式会社代表取締

役社長 
平成23年６月 当社社外監査役 

平成25年４月 イノテック株式会社代表取締

役会長（現任） 
平成25年６月 当社社外監査役辞任 

当社社外取締役（現任） 
平成27年２月 INNOTECH FRONTIER, Inc.代表

取締役会長（現任） 
 

(注)３ - 

取締役   吉田 和正 昭和33年８月20日生 

 
昭和59年10月 Intel Corporation入社 

平成11年10月 同社エンタープライズ・サー

ビス事業本部 技術／ＯＥＭア

ライアンス事業戦略部長 
平成12年３月 インテル株式会社通信製品事

業本部長 
平成14年５月 同社インテル・アーキテクチ

ャ営業統括本部長 
平成15年６月 同社代表取締役社長 

平成16年12月 Intel Corporationセールス＆

マーケティング統括本部 副社

長 
平成24年６月 オンキヨー株式会社社外取締

役（現任） 
平成25年２月 Gibson Brands,Inc.社外取締

役（現任） 
平成25年６月 ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ株式会社

社外取締役（現任） 
平成25年10月 インテル株式会社顧問 

平成26年６月 当社社外取締役（現任） 

平成27年６月 株式会社豆蔵ホールディング

ス社外取締役（現任） 
平成28年７月 フリービット株式会社社外取

締役（現任） 
 

(注)３ - 

取締役   石村 和彦 昭和29年９月18日生 

 
昭和54年４月 旭硝子株式会社入社 

平成18年１月 同社執行役員 

平成19年１月 同社上席執行役員エレクトロ

ニクス＆エネルギー事業本部

長 
平成20年３月 
 

同社代表取締役兼社長執行役

員ＣＯＯ 
平成22年１月 同社代表取締役兼社長執行役

員ＣＥＯ 
平成27年１月 同社代表取締役会長（現任） 

平成27年６月 当社社外取締役（現任） 

平成29年６月 株式会社ＩＨＩ社外取締役

（現任） 
  

(注)３ - 

 

- 63 -

2017/06/27 15:53:44／16229779_ＴＤＫ株式会社_有価証券報告書（通常方式）



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

常勤監査役   米山 淳二 昭和30年３月16日生 

 
昭和59年３月 当社入社 

平成14年１月 TDK Philippines Corporation 
President & ＣＥＯ 

平成15年７月 当社アドミニストレーション

グループ 市川テクニカルセン

ター総務部長 
平成17年４月 TDK Taiwan Corporation 総経

理 
平成18年10月 当社アドミニストレーション

グループ 人事教育部長 
平成20年６月 当社執行役員 

平成22年６月 当社取締役 

  当社アドミニストレーション

グループ ゼネラルマネージャ

ー 
平成25年４月 当社管理本部長 

平成25年６月 当社常務執行役員 

平成26年６月 当社機構改革、人事教育、総

務、法務、ＣＳＲ推進担当 
平成27年４月 当社機構改革担当 

平成27年６月 当社常勤監査役（現任） 
 

(注)４ 20 

常勤監査役   四居 治 昭和31年１月28日生 

 
昭和54年４月 当社入社 

平成３年５月 TDK Recording Media Europe 
S.A. Accounting Manager 

平成11年７月 当社経理部計数管理課 課長 

平成20年４月 当社経営監査部長 

平成23年６月 当社常勤監査役（現任） 
 

(注)４ 30 

監査役   八木 和則 昭和24年４月１日生 

 
昭和47年４月 株式会社横河電機製作所（現 

横河電機株式会社）入社 
平成11年10月 同社執行役員経営企画部長、

マーケティング部担当 
平成13年４月 同社常務執行役員経営企画部

長 
平成13年６月 同社取締役常務執行役員経営

企画部長 
平成14年７月 同社取締役専務執行役員経営

企画部長 
平成17年７月 同社取締役専務執行役員経営

管理本部長 
平成23年６月 同社顧問 

  株式会社横河ブリッジホール

ディングス社外監査役（現

任） 
平成24年６月 ＪＳＲ株式会社社外取締役 

平成25年６月 当社社外監査役（現任） 

平成26年３月 応用地質株式会社社外取締役

（現任） 
平成29年６月 双日株式会社社外監査役（現

任） 
 

(注)４ - 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

監査役   石黒 徹 昭和29年６月19日生 

 
昭和55年４月 弁護士登録 

濱田松本法律事務所所属 
昭和59年４月 米国ニューヨーク州弁護士登

録 
昭和60年１月 濱田松本法律事務所パートナ

ー 
昭和62年９月 同事務所ロンドン駐在パート

ナー 
平成12年６月 マネックス証券株式会社社外

監査役 
平成14年12月 森・濱田松本法律事務所パー

トナー（現任） 
平成27年６月 当社社外監査役（現任） 

平成27年７月 大和証券投資信託委託株式会

社社外取締役（現任） 
平成28年７月 日本投資者保護基金理事（現

任） 
平成29年６月 日本取引所自主規制法人理事

（現任） 
 

(注)４ - 

監査役   藤村 潔 昭和24年11月３日生 

 
昭和47年４月 三菱商事株式会社入社 
平成14年２月 三菱商事フィナンシャルサー

ビス株式会社取締役社長 
平成15年６月 三菱商事株式会社監査役（常

勤） 
平成19年６月 同社執行役員コーポレート担

当役員（ＣＩＯ、ＣＩＳ

Ｏ）、業務改革・内部統制担

当補佐 
平成20年４月 同社常務執行役員コーポレー

ト担当役員（ＣＩＯ、業務改

革・内部統制） 
平成20年６月 同社取締役常務執行役員コー

ポレート担当役員（ＣＩＯ、

業務改革・内部統制） 
平成21年４月 同社取締役常務執行役員コー

ポレート担当役員（業務改

革・内部統制）、ＩＴサービ

ス事業開発管掌（ＣＩＯ） 
平成22年４月 同社取締役常務執行役員監

査・内部統制担当役員 
平成24年６月 同社顧問 

味の素株式会社社外監査役 
平成27年６月 当社社外監査役（現任） 
 

(注)４ - 

        計   193

 

（注）１．取締役澄田誠、吉田和正及び石村和彦の３氏は、社外取締役であります。

２．監査役八木和則、石黒徹及び藤村潔の３氏は、社外監査役であります。

３．平成29年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社では、業務執行機能の強化及び経営効率の向上を目指し、執行役員制度を導入しております。な

お、執行役員は18名であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社グループのコーポレート・ガバナンス体制は、次のとおりであります。

１ 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、世界初の磁性材料フェライトの工業化を目的として昭和10年に設立され、『創造によって文化、産業

に貢献する』（社是）という創業の精神に基づき、独創性をたゆまず追求し、新たな価値を創造した製品・サー

ビスを提供することを通じて、企業価値を高めてまいりました。また、当社グループは、今後もすべてのステー

クホルダー（株主、顧客、取引先、従業員、地域社会等）の満足と信頼、支持を獲得するとともに、社会的課題

を解決して社会に役立つ存在であり続け、持続可能な社会の発展に貢献してまいります。このため、国の内外に

おいて、人権を尊重し、関係法令・国際ルール及びその精神を遵守し、高い倫理観をもって社会的責任を果たし

ていくことを「企業行動憲章」として明確に宣言し、「企業倫理綱領」に定められた行動基準に従って、当社グ

ループ全構成員は厳格に行動してまいります。

さらに、当社は、社是の実践により、モノづくりを通じて経営目標の達成及び企業価値のさらなる向上を目指

すとともに、社会の一員としての自覚を常に意識した、健全な企業風土の醸成に努め、真摯に企業活動を行って

まいります。同時に、ステークホルダーに対し網羅性・的確性・適時性・公平性をもって情報開示を行うことに

より、説明責任を果たしてまいります。

このように、当社は経営理念を誠実かつひたむきに追求していくとともに、経営の健全性・遵法性・透明性を

継続して確保していくため、次の効率的かつ規律ある企業統治体制（コーポレート・ガバナンス）を構築してま

いります。

① 監査役制度の採用と監視機能の強化

当社は、監査役制度を採用するとともに、利害関係のない独立した社外監査役を招聘し、経営の監視機能を

強化します。

② 取締役会機能の強化及び責務の厳格化

取締役会を少人数構成とすることにより、迅速な経営の意思決定を図るとともに、利害関係のない独立した

社外取締役を招聘し、経営の監督機能を強化します。また、取締役の３分の１以上を独立した社外取締役とす

ることを基本方針とします。さらに、取締役に対する株主の信任機会を事業年度毎に確保するため、取締役の

任期を１年とします。

③ 執行役員制度の採用による迅速な業務執行

当社は、執行役員制度を採用し、取締役会における経営の意思決定及び取締役の業務監督機能と業務執行機

能を分離します。これにより、権限委譲に基づく意思決定の迅速化と、業務執行の責任と権限の明確化を図り

ます。執行役員は業務執行機能を担い、取締役会の決定した事項を実行することにより、経営の意思決定に基

づく業務執行を迅速に行います。

④ 取締役会諮問機関の設置（企業倫理・ＣＳＲ委員会、情報開示諮問委員会、報酬諮問委員会、指名諮問委員

会）

企業倫理・ＣＳＲ委員会は、取締役・監査役・執行役員他グループ全構成員に対し、社是・社訓をはじめと

する当社グループの経営理念や、関係法令・国際ルール及びその精神を含む社会的規範を遵守するための、具

体的な行動指針を定めた「企業倫理綱領」を周知徹底し、社是の実践と企業倫理の徹底並びに社会的責任に対

する意識の浸透を図ります。

情報開示諮問委員会は、証券取引に関する諸法令及び当社が株式上場する証券取引所規則に基づき、網羅

性・的確性・適時性・公平性をもって適切な情報開示が行われるよう、株主及び投資家の投資判断に係る当社

の重要な会社情報・開示書類を審議し精査します。

報酬諮問委員会は、社外取締役を委員長として、取締役及び執行役員並びに主要子会社の社長及びそれに準

ずる役員の報酬の仕組みと水準を審議し、報酬決定プロセスの透明性並びに会社業績、個人業績及び世間水準

等から見た報酬の妥当性を検証します。

指名諮問委員会は、社外取締役を委員長として、取締役及び監査役並びに執行役員の指名に関し、期待され

る要件を審議の上、候補者を推薦することで、取締役及び監査役並びに執行役員の選任の妥当性及び決定プロ

セスの透明性の確保に寄与します。

こうした体制の下、経営の監視機能を果たす監査役は、監査役会規程、監査役監査基準及び内部統制監査実施

基準に基づきその職務を執行し、取締役による職務執行の法令及び定款に対する適合性及び妥当性を監査するこ

とにより、経営の健全性・遵法性・透明性を確保します。

また、経営の意思決定及び業務執行の監督を責務とする取締役は、法令及び定款の主旨に沿って制定された取

締役執務規程及び取締役会規程に基づき、また、業務執行を責務とする執行役員は、執行役員執務規程に基づき

その職務を執行することにより、健全性・遵法性・透明性を確保します。
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さらに、当社は、当社に適用される各国の証券取引法及びその他の同種の法令並びに当社が上場する証券取引

所の規則等（以下「証券規制」と総称する）を遵守するため、次の体制を確立します。

① 証券規制により開示が義務付けられているすべての情報を収集し、記録し、分析し、処理し、要約し、及び

報告し、証券規制所定の期間内に適時に開示することを保証するための統制その他の手続を確立します。

② 適用ある会計基準に従った財務諸表の作成が可能となるよう、会社の行う取引が適切に授権されているこ

と、会社の資産が無権限の使用または不適切な使用から保護されていること及び会社の行う取引が適切に記録

されかつ報告されていることについて、合理的な確信を得られるように設計された手続を会社が有することを

保証するための体制を確立します。

③ 上記経営体制がコーポレート・ガバナンスに関する体制についての証券規制の要請を遵守するものとなるこ

とを確保します。

２ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社の業務執行の責任者である社長は、当社グループに適用される文書管理規程を制定し、情報の保存及び管

理方法に関する原則を定めます。

３ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、当社グループのリスク管理体制を強化するため、経営会議直属の３つの委員会（委員長は社長が任命

した執行役員）を設置します。

① ＥＲＭ*委員会

事業目標の達成及び事業運営を阻害する要因への全社的対応を目的として、ＥＲＭ委員会を設置し、全社的

リスクマネジメントの推進を図ります。なお、法務、財務、ＩＴ等の個別のリスクに対しては、全社規程・細

則・要領及び部門毎に定める部門要領で運用ルールを定め、その領域毎の業務執行責任者が対応します。

② 危機管理委員会 

自然災害等、不測の事態に備え、危機管理委員会を設置し、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、

そうした事態が現実化した場合は、迅速な状況把握と対策を講じます。

③ 情報セキュリティ委員会

顧客預り情報を含む重要情報資産の適正な管理のため、情報セキュリティ基本方針を定めるとともに、情報

セキュリティ委員会を設置し、リスクに応じたセキュリティ対策を適切に講じます。

当社は、これらの活動状況について、監査役及び内部監査部門の定期的な確認により、業務執行を効果的に運

営するための助言を受ける仕組みを確保するほか、顧問弁護士等の専門家からも、当社グループを取り巻く新た

な阻害要因等について、助言を随時受けます。 ＊ＥＲＭ（Enterprise Risk Management)

４ 当社の取締役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制並びに子会社の

取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社は、取締役会を少人数構成とすること、執行役員制度を採用することにより、取締役による経営の意思決

定を効率的かつ迅速に行います。

また、社長が指名した執行役員及び機能責任者から構成される経営会議において、当社グループの開発・製

造・販売・財務状況等の業務執行に関する方針及び政策を審議し、全執行役員が決定事項に従ってその職務を速

やかに行います。その執行状況については、取締役会への付議及び執行役員による経営会議への定期的な報告に

より、経営が効率的に行われることを確保します。

さらに、グループ全構成員が共有する中期的な経営目標の設定とその浸透を図るとともに、各部門の目標及び

実行計画とその進捗状況について、経営状況の把握を行う体制を確立します。子会社における経営管理について

は、各子会社が四半期毎に報告書の提出を行うことで、経営状況を把握する体制を確立します。

５ 当社の使用人並びに子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

当社グループは、取締役、監査役、執行役員及び従業員に対し、当社グループの経営理念、「企業倫理綱領」

及び「企業行動憲章」を周知徹底します。これにより、経営の健全性・遵法性・透明性を高め、職務執行が法令

及び定款に適合することを確保します。

また、企業倫理・ＣＳＲ委員会を軸に国内外の子会社も含めた企業倫理管理体制を構築し、企業倫理遵守状況

を定期的に監視するとともに、相談窓口（ヘルプライン）を設置し、当社グループ内の企業倫理等に係る情報や

意見を直接汲み上げる体制をとります。

さらに、コンプライアンス体制を強化するため、社長直轄の組織としてコンプライアンス推進部門を設置する

とともに、Chief Compliance Officer（チーフ・コンプライアンス・オフィサー）を任命します。 
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６ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社及び当社グループの業務の健全性・遵法性・透明性を確保し経営目標を達成するため、各取締役・執行役

員・業務執行責任者は、「企業倫理綱領」並びに当社グループを対象とした職務決定権限規程及び当該全社諸規

程を遵守し意思決定を行うことで、業務の適正を確保します。

また、監査役は当社及び当社グループの各部門に対し、部門監査・重要書類閲覧・重要会議出席を通じ、業務

執行状況を定期的に監査します。さらに、内部監査部門は、当社及び当社グループの各部門に対し、業務執行と

経営方針との整合性、経営効率の妥当性、関連法令の遵法性の面から監査及び支援を行います。

７ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

業務執行機能から独立した専属の使用人で構成される監査役室を設置し、監査役の職務における補助機能を果

たします。

８ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する

事項 

監査役室での職務に従事する使用人に対する人事考課は監査役が直接評価し、異動・懲戒については、監査役

の同意を得た上で当社運用ルールに従って決定します。

また、監査役から監査業務に関する指示及び命令を受けた使用人は、その指示及び命令については取締役から

は指揮命令を受けないものとします。

９ 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制 

当社グループ全構成員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められた場合は、速やかに適切

な報告を行います。当社グループの経営方針や執行役員の業務執行状況については、経営会議や事業計画検討会

等の重要会議へ監査役が出席することで適時に情報提供が行われ、その議事録についても速やかに監査役に提出

されます。さらに必要に応じて執行役員等が監査役に直接説明を行います。業務執行を行う当社の各部門及びグ

ループ会社が作成する報告書についても監査役が閲覧でき、当社及び当社グループの執行状況を監査役が確認で

きる体制をとります。

加えて法令等の違反行為等、当社又は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実について、当社グ

ループ全構成員は、企業倫理・ＣＳＲ委員会により構築された当社及び当社グループを網羅した相談窓口（ヘル

プライン）又は各地区倫理協議会及び企業倫理・ＣＳＲ委員会に対し報告を行うことができます。なお、企業倫

理・ＣＳＲ委員会及び各地区倫理協議会は、法令等の違反行為等、当社又は当社グループに著しい損害を及ぼす

おそれのある事実について知り得た場合は、当該事実を直ちに監査役又は監査役会に対し報告します。

また、ＥＲＭ委員会等の活動情報についても、監査役に適宜提供され、監査役が企業活動全般について状況を

確認できる体制をとります。

10 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

当社は、相談窓口（ヘルプライン）に通報した当社グループ構成員に対し、当該報告を行ったことを理由に不

利な取扱いを行うことを禁止するとともに、その旨を「企業倫理綱領」に明記し、グループ全構成員に対し周知

徹底します。

11 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の請求を行ったときは、

担当部門において審議し、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した

場合を除き、速やかに当該費用又は債務の処理を行います。

12 その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役及び監査役会は代表取締役と定期的会合を持ち、経営方針を確かめるとともに、当社グループが対処す

べき課題、当社グループを取り巻くリスク、監査役監査上の重要課題等について意見交換を行い、代表取締役と

の相互認識を深めます。

監査役及び内部監査部門は定期的会合を持つとともに、会計監査人から定期的に監査の報告を受け、当初の監

査計画と結果について情報共有を図ることで、監査役監査が実効的に行われることを確保します。また、監査役

会は、業務執行部門から独立している弁護士と顧問契約を締結し、監査役又は監査役会の観点から検討、確認等

が必要な事項について助言を受けられる体制をとります。
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13 現在の体制の概要及び現在の体制を採用している理由 

当社は監査役会設置会社であります。当社は、これまでにコーポレート・ガバナンスの強化のための様々な施

策を行ってまいりました。平成14年にはガバナンス改革として、経営の監督と執行を明確に分離する目的で、執

行役員制度を導入し、同時に取締役の人数を大きく減らしました。加えて、株主の信任に応える体制を強化する

目的で、取締役の任期を２年から１年に短縮するとともに、社外取締役を積極的に招聘してまいりました。

また、当社は、取締役会の諮問機関として４つの委員会（平成14年発足：企業倫理・ＣＳＲ委員会、報酬諮問

委員会、平成17年発足：情報開示諮問委員会、平成20年発足：指名諮問委員会）を設置し、経営の監督機能を強

化するとともに、企業倫理の徹底や社会的責任に対する意識の浸透を図り、また、株主・投資家に対する説明責

任を果たすための仕組みを強化しております。

以上、当社は従来からの監査役制度をベースに、新たなコーポレート・ガバナンス強化の仕組みを導入してい

くことで、経営の健全性・遵法性・透明性を継続して確保する体制を実現していくことができると考えておりま

す。

14 社外取締役及び社外監査役に関する事項 

■社外役員の招聘

当社は、経営の監督機能強化、株主を含めた様々なステークホルダーを意識した経営、効率的かつ規律あるコ

ーポレート・ガバナンスの構築を目的とし、社外取締役の招聘を積極的に推進してまいりました。その結果、平

成29年３月末日及び本有価証券報告書提出日現在、取締役７名のうち社外取締役は３名、監査役５名のうち社外

監査役は３名となっており、社外役員は全役員の50％を占めております。

なお、社外取締役は、上記方針（６．(1) ３項・６項・12項、以下同じ。）において顕在化した重要な課題等

について、取締役会における執行役員等からの報告等を通じて確認し、適宜意見を述べることで、監督機能を果

たしております。また、社外監査役は、上記方針の内容について、監査役会での常勤監査役からの報告や、会計

監査人からの報告等を通じて確認し、内容を審議することで、監査機能を果たしております。

■社外役員の独立性に関する基準

当社は、当社が招聘する社外取締役及び社外監査役の独立性を確保するため、株式会社東京証券取引所が定め

る「独立役員の確保（有価証券上場規程第436条の２）」及び「上場管理等に関するガイドラインⅢ５.(３)の

２」等を参考に、当社の［独立性検証項目］を設定しております。その概要は、次のとおりであります。

（１）当該役員の所属が取引先の場合

現在及び過去５年間において、下記①の取引先またはその業務執行者に該当する場合もしくは下記②に該

当する場合は、社外役員の独立性がないものと判断する。

①当該取引により、当社グループまたは当該取引先の存続発展に必要ないし多大な影響を及ぼす地位を有す

ると客観的・合理的に認められる場合（依存度が高い場合、連結売上の２％以上である場合、当社グルー

プから役員報酬以外に金銭その他の財産を受けている場合）

②当該取引先との取引において、当社グループ内で当該社外役員の関与が認められる場合

（２）当該役員がコンサルタント、会計専門家または法律専門家の場合

現在及び過去５年間において、以下のいずれかのケースに該当する場合は、社外役員の独立性がないもの

と判断する。

①役員報酬以外に、金銭その他の財産を当社グループから得ることにより、当該社外役員（候補者の場合を

含む、以下同じ）が独立役員としての職務を果たせないと客観的・合理的に認められる場合（依存度が高

い場合）

②当該社外役員の属する団体（以下、「当該団体」という。）が、当社グループから役員報酬以外に、金銭

その他の財産を得ることにより、当該社外役員が独立役員としての職務を果たせないと客観的・合理的に

認められる場合（年間総報酬の収入の２％以上である場合）

③専門家または当該団体から受けるサービス等が当社グループの企業経営に不可欠ないし他に同等なサービ

ス等の提供先が容易に見つからないなど、当社グループの依存性が高い場合

④当該団体から受けるサービス等において、当社グループ内で当該社外役員の関与が認められる場合

（３）当該役員の近親者の場合

現在及び過去５年間において、当該役員の近親者が以下のいずれかのケースに該当する場合は、社外役員

の独立性がないものと判断する。

①上記（１）または（２）に掲げる者（重要でない者を除く。）

②当社または当社子会社の業務執行者（重要でない者を除く。）

なお、当社は、取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とし、半数以上の委員を社外取締役で構成す

る指名諮問委員会を設置しております。同委員会は、上記に定める［独立性検証項目］に従い、社外役員候補者

（現任の任期中における独立性の状況変化の場合を含む）の独立性を調査・審議し、その内容を総合的に判断し

た上で、取締役会へ審議結果を報告しております。
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上記を踏まえ、当社は、社外取締役の澄田誠、吉田和正及び石村和彦の３氏並びに社外監査役の八木和則及び

藤村潔の両氏を、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同取引所

に届け出ております。

■当事業年度における活動状況

当事業年度における取締役会等への出席状況は、次のとおりであります。

・澄田誠氏（社外取締役）    取締役会：14回中14回 

                指名諮問委員会：６回中６回 

・吉田和正氏（社外取締役）   取締役会：14回中14回 

                指名諮問委員会：５回中５回（平成28年６月委員就任） 

                報酬諮問委員会：３回中３回 

・石村和彦氏（社外取締役）   取締役会：14回中14回 

                指名諮問委員会：６回中６回 

                報酬諮問委員会：３回中３回 

・八木和則氏（社外監査役）   監査役会：15回中14回 

                取締役会：14回中12回 

・石黒徹氏（社外監査役）    監査役会：15回中15回 

                取締役会：14回中14回 

・藤村潔氏（社外監査役）    監査役会：15回中15回 

                取締役会：14回中14回 

なお、社外取締役は、取締役会の諮問機関である指名諮問委員会及び報酬諮問委員会において、委員長・委員

として参画することにより、人事・報酬決定プロセスの透明性及び選任・報酬の妥当性確保にも寄与しておりま

す。 

15 財務・会計に関する知見を有する監査役の選任状況 

・常勤監査役四居治氏は、当社の経理・財務に関する業務を通算22年経験しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

・社外監査役八木和則氏は、横河電機株式会社の経理・経営企画に関する業務に長年にわたり従事した経験が

あり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・社外監査役藤村潔氏は、三菱商事株式会社の経理に関する業務に長年にわたり従事した経験があり、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。

16 社外取締役及び監査役との責任限定契約 

当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金

額以上で当該契約にもって定める金額としております。 

17 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

■当社と社外役員との特別な利害関係

当社と、現任のすべての社外役員（社外取締役３名及び社外監査役３名）との間には、特別な利害関係はあり

ません。

■社外役員が他の会社等の役員等である場合における当社との取引関係 

当社と、社外役員が他の会社の役員である場合における他の会社との間で、取引関係のあるものは、次のとお

りであります。

・社外取締役澄田誠氏が代表取締役を務めるイノテック株式会社と当社との間では、フラッシュメモリに関す

る取引関係及びシステム保守、製造設備検査等に関する取引関係がありますが、両者にとって取引金額は僅

少（当社グループの連結売上高に占めるイノテックグループに対する売上比率と、イノテックグループの連

結売上高に占める当社グループに対する売上比率はともに１％未満、平成29年３月期実績）であり、重要な

取引関係ではありません。 

・社外取締役石村和彦氏が代表取締役を務める旭硝子株式会社と当社との間では、ＥＭＣ（電磁両立性）測定

等に関する取引関係及びガラス、化学品等に関する取引関係がありますが、両者にとって取引金額は僅少

（当社グループの連結売上高に占める旭硝子グループに対する売上比率と、旭硝子グループの連結売上高に

占める当社グループに対する売上比率はともに１％未満、平成29年３月期実績）であり、重要な取引関係で

はありません。 

18 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。
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19 取締役の選任及び解任の決議要件 

当社は、取締役の選任及び解任の株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

20 取締役会で決議できる株主総会決議事項 

（１）自己の株式の取得 

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議

によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

（２）中間配当 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に 

よって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

21 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

22 役員報酬の内容 

取締役及び監査役に対する当事業年度に係る報酬等は以下のとおりであります。

役 員 区 分 報酬等の総額 報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数

 
（百万円） 

基本報酬 業績連動賞与 
株式報酬型 
ストック 

オプション 

（人） 

取締役

（社外取締役を除く）
377 191 46 140 6

社外取締役 45 45

   

3

監査役

（社外監査役を除く）
58 58 2

社外監査役 27 27 3

 

当事業年度末現在において、取締役（社外取締役を除く）は４名、社外取締役は３名、監査役（社外監査役

は除く）は２名及び社外監査役は３名でありますが、上記の対象となる役員の員数、報酬等の総額及びその種

類別の基本報酬には、平成28年６月29日開催の第120回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名に対

する報酬等の額を含んでおります。

報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額の内訳は、次のとおりであります。

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（百万円） 
報酬等の総額

（百万円） 
基本報酬 業績連動賞与 

株式報酬型 
ストック 

オプション 

上釜 健宏 代表取締役会長 提出会社 72 － 58 130

石黒 成直 代表取締役社長 提出会社 54 26 30 110

23 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

１） 報酬の方針の内容

(1) 報酬制度の目的

取締役会の諮問機関である報酬諮問委員会（下記２）「報酬決定のプロセス」に詳細を記載）における審

議・検証を通じ、以下を目的として報酬制度を設計しております。

短期及び中長期の業績との連動性を重視し、また、多様で優秀な人材を確保するために競争力のある報酬

体系を絶えず追求することによって、役員の企業業績及び株価向上へ向けた行動を最大限に促進し、グルー

プ全体の持続的な企業価値の向上を図ります。
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(2) 報酬水準

同業種他社及び他業種同規模他社に比べ報酬としての競争力を維持できるような水準を目指しております。

水準の妥当性については、定期的に実施する第三者による企業経営者の報酬に関する調査等に基づき、報酬諮

問委員会にて検証しております。

(3) 報酬の構成

① 執行役員を兼ねる取締役の報酬

基本報酬、業績連動賞与及び株式報酬型ストックオプションで構成しております。

② 執行役員を兼ねない取締役の報酬

基本報酬及び株式報酬型ストックオプションで構成しております。

③ 社外取締役の報酬

基本報酬のみです。

④ 監査役の報酬

基本報酬のみです。

(4) 業績連動の仕組み 

① 短期業績連動の仕組み（業績連動賞与）

当該事業年度の連結業績（営業利益、ＲＯＥ）に加え、担当部門毎に設定した指標を使用し、目標値に

対する達成度に応じて、標準支給額に対し０％から200％の範囲で変動する仕組みとしております。

② 中長期業績連動の仕組み（株式報酬型ストックオプション） 

当社株式の株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主と共有する仕組みで

あり、この仕組みを導入することにより、当該役員の業績向上及び株価上昇に対する意欲や士気を一層高

めることを目的としております。また、役員の報酬と中長期の業績及び企業価値との連動性をさらに高め

ることを目的として、株式報酬型ストックオプションの一部について、その行使に業績達成条件を付して

おります。業績達成条件は、中期経営計画における連結業績（営業利益、ＲＯＥ）を指標とし、目標値に

対する達成度に応じて、付与個数に対し０％から100％の範囲で権利行使可能数が変動する仕組みとして

おります。

なお、当社は「自社株保有ガイドライン」を定め、役位別に定められた一定数以上の当社株式（株式報

酬型ストックオプションを含む）を当該役員が保有するよう、努めております。

２） 報酬決定のプロセス（報酬諮問委員会の設立と運営）

前記報酬制度の目的を達成するため、取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とし、半数以上の委

員を社外取締役で構成する報酬諮問委員会を設置しております。

同委員会は、取締役及び執行役員の報酬の仕組みと水準を審議し、取締役会に答申することで、報酬決定プ

ロセスの透明性並びに会社業績、個人業績及び世間水準等から見た個別報酬の妥当性の確保に寄与しておりま

す。 

24 株式の保有状況 

１） 投資株式のうち、保有目的が純投資以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

18銘柄 9,881百万円

 

２） 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式 

銘  柄 株式数（株）
貸借対照表

計上額（百万円）
保 有 目 的

田淵電機㈱ 8,000,000 4,216 事業展開上の戦略的保有

マブチモーター㈱ 600,000 3,144 事業展開上の戦略的保有

㈱アルプス物流 2,804,400 1,567 事業展開上の戦略的保有

シークス㈱ 33,746 116 事業展開上の戦略的保有

フィデアホールディン

グス㈱
32,541 5 取引関係の維持・強化

 

- 72 -

2017/06/27 15:53:44／16229779_ＴＤＫ株式会社_有価証券報告書（通常方式）



みなし保有株式 

銘  柄 株式数（株）
貸借対照表

計上額（百万円）
保 有 目 的

フクダ電子㈱ 269,100 1,587 退職給付信託拠出株式

フォスター電機㈱ 587,000 1,393 退職給付信託拠出株式

オムロン㈱ 364,000 1,219 退職給付信託拠出株式

京セラ㈱ 210,000 1,040 退職給付信託拠出株式

戸田工業㈱ 1,994,000 634 退職給付信託拠出株式

東京海上ホールディン

グス㈱
129,500 492 退職給付信託拠出株式

新光商事㈱ 349,000 378 退職給付信託拠出株式

ニッコー㈱ 2,500,000 267 退職給付信託拠出株式

スミダコーポレーショ

ン㈱
329,500 242 退職給付信託拠出株式

㈱三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ
260,000 135 退職給付信託拠出株式

㈱リコー 108,000 123 退職給付信託拠出株式

電響社㈱ 111,000 71 退職給付信託拠出株式

㈱アドバンテスト 63,000 65 退職給付信託拠出株式

三井住友トラスト・ホ

ールディングス㈱
103,000 33 退職給付信託拠出株式

ミツミ電機㈱ 52,000 27 退職給付信託拠出株式

㈱りそなホールディン

グス
61,300 24 退職給付信託拠出株式

沖電気工業㈱ 50,000 7 退職給付信託拠出株式

日本無線㈱ 6,000 1 退職給付信託拠出株式

ユニデンホールディン

グス㈱
10,000 1 退職給付信託拠出株式

（注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

当事業年度 

特定投資株式 

銘  柄 株式数（株）
貸借対照表

計上額（百万円）
保 有 目 的

マブチモーター㈱ 600,000 3,762 事業展開上の戦略的保有

田淵電機㈱ 8,000,000 2,696 事業展開上の戦略的保有

㈱アルプス物流 2,804,400 2,181 事業展開上の戦略的保有

シークス㈱ 35,052 157 事業展開上の戦略的保有

フィデアホールディン

グス㈱
32,541 6 取引関係の維持・強化
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みなし保有株式 

銘  柄 株式数（株）
貸借対照表

計上額（百万円）
保 有 目 的

オムロン㈱ 364,000 1,778 退職給付信託拠出株式

フクダ電子㈱ 269,100 1,714 退職給付信託拠出株式

京セラ㈱ 210,000 1,302 退職給付信託拠出株式

東京海上ホールディン

グス㈱
129,500 608 退職給付信託拠出株式

フォスター電機㈱ 300,000 572 退職給付信託拠出株式

戸田工業㈱ 1,994,000 544 退職給付信託拠出株式

スミダコーポレーショ

ン㈱
310,000 514 退職給付信託拠出株式

新光商事㈱ 349,000 424 退職給付信託拠出株式

ニッコー㈱ 2,500,000 285 退職給付信託拠出株式

㈱三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ
260,000 181 退職給付信託拠出株式

㈱リコー 108,000 98 退職給付信託拠出株式

電響社㈱ 55,500 71 退職給付信託拠出株式

三井住友トラスト・ホ

ールディングス㈱
10,300 39 退職給付信託拠出株式

㈱りそなホールディン

グス
61,300 36 退職給付信託拠出株式

（注) 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

25 会計監査の状況 

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、有限責任 あずさ監査法人に所属し、指定有限責任社員・業務執

行社員である小尾淳一及び山根洋人の２名であります。継続監査年数はいずれも７年以内であります。

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、公認会計士試験合格者11名、その他24名でありま

す。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 347 － 377 7

連結子会社 65 － 62 －

計 412 － 439 7

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社の海外における主要な連結子会社は、当社の監査公認会計

士等である有限責任 あずさ監査法人が属するＫＰＭＧメンバーファームに対し、監査証明業務に基づく報酬を

支払っております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当連結会計年度において、当社が、当社の監査公認会計士である有限責任 あずさ監査法人会計監査人に対し

て報酬を支払う非監査業務の内容としましては、新会計基準適用及び特定の会計方針適用に関する指導及び助言

を行う業務であります。

④【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等の独立性に留意し、取締役会の決議をもって監査報酬を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）の規定（平成14年内閣府令第11号附則第３項（平成23年内閣府令第44

号により改正））により、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について

有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、 

(1）会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備する

ため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構が実施している研修に参加しております。 

(2）米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づいた適正な連結財務諸表等を作成するため、社内規

程及びマニュアル類の整備を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

   
平成28年度 

（平成28年３月31日） 

平成29年度 

（平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（資産の部）          

流動資産          

現金及び現金同等物   285,468   330,388  

短期投資   21,964   56,131  

売上債権          

受取手形   14,465   40,867  

売掛金   213,508   215,783  

貸倒引当金   △ 1,755   △ 1,741  

差引計   226,218   254,909  

たな卸資産 注４ 157,129   154,499  

未収税金   4,660   6,153  

前払費用及びその他の流動資産   45,555   64,056  

流動資産合計   740,994 51.1 866,136 52.0

関連会社投資 
注２ 

及び３ 
22,213 1.5 149,057 8.9

その他の投資 注２ 13,122 0.9 12,768 0.8

有形固定資産 注17        

土地   24,422   23,714  

建物   266,721   299,196  

機械装置及び器具備品   858,126   762,788  

建設仮勘定   86,183   64,118  

計   1,235,452   1,149,816  

減価償却累計額   △ 747,813   △ 685,149  

差引計   487,639 33.6 464,667 27.9

のれん 注18 73,012 5.0 61,031 3.7

無形固定資産 注18 45,824 3.2 51,821 3.1

繰延税金資産 注６ 37,776 2.6 29,546 1.8

その他の資産 注20 29,984 2.1 29,307 1.8

資産合計   1,450,564 100.0 1,664,333 100.0
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平成28年度 

（平成28年３月31日） 

平成29年度 

（平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（負債及び純資産の部）          

流動負債          

短期借入債務 注５ 158,683   77,680  

一年以内返済予定の長期借入債務 注５ 36,228   42,517  

仕入債務          

支払手形   40,805   87,157  

買掛金   71,859   89,487  

未払給与賃金   50,115   57,551  

未払費用等 注７ 73,777   91,058  

未払税金 注６ 5,267   16,650  

その他の流動負債   14,500   15,494  

流動負債合計   451,234 31.1 477,594 28.7

固定負債          

長期借入債務 

（一年以内返済予定分を除く） 

注１ 

及び５ 
140,826   213,935  

未払退職年金費用 注７ 147,136   125,202  

繰延税金負債 注６ 9,562   29,786  

その他の固定負債 注６ 17,173   15,698  

固定負債合計   314,697 21.7 384,621 23.1

負債合計   765,931 52.8 862,215 51.8
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平成28年度 

（平成28年３月31日） 

平成29年度 

（平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

株主資本          

資本金   32,641   32,641  

（授権株式数）   (480,000,000)   (480,000,000)  

（発行済株式総数）   (129,590,659)   (129,590,659)  

（発行済株式数）   (126,122,814)   (126,199,815)  

           

資本剰余金 注10 21,083   15,349  

利益準備金 注８ 34,221   37,727  

その他の利益剰余金 注８ 707,508   833,884  

その他の包括利益（△損失）累計額 注11 △ 102,285   △ 108,575  

自己株式   △ 17,807   △ 17,412  

（自己株式数）   (3,467,845)   (3,390,844)  

株主資本合計   675,361 46.6 793,614 47.7

非支配持分   9,272 0.6 8,504 0.5

純資産合計   684,633 47.2 802,118 48.2

負債及び純資産合計   1,450,564 100.0 1,664,333 100.0
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

   

平成28年度 

（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

平成29年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％） 

売上高   1,152,255 100.0 1,178,257 100.0

売上原価   831,123 72.1 855,948 72.6

売上総利益   321,132 27.9 322,309 27.4

販売費及び一般管理費   227,185 19.7 239,446 20.3

その他の営業費用（△収益） 注１ 533 0.1 △ 125,797 △ 10.6

営業利益   93,414 8.1 208,660 17.7

営業外損益          

受取利息及び受取配当金   4,496   4,152  

支払利息   △ 3,116   △ 3,428  

有価証券関連損益（純額） 注２ △ 3,145   80  

関連会社利益持分 注３ 1,462   1,396  

為替差（△損）益   △ 2,394   368  

その他   1,122   489  

営業外損益合計   △ 1,575 △ 0.1 3,057 0.3

税引前当期純利益   91,839 8.0 211,717 18.0

法人税等 注６        

当期分   23,215   35,434  

繰延分   2,001   30,723  

法人税等合計   25,216 2.2 66,157 5.6

当期純利益   66,623 5.8 145,560 12.4

非支配持分帰属利益   1,795 0.2 461 0.1

当社株主に帰属する当期純利益   64,828 5.6 145,099 12.3
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平成28年度 

（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

平成29年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（円） 金額（円） 

１株当たり指標          

当社株主に帰属する当期純利益： 注19        

基本   514.23   1,150.16  

希薄化後   504.66   1,147.57  

現金配当金 注８ 110.00   120.00  

 

【連結包括利益計算書】

   

平成28年度 

（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

平成29年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

当期純利益   66,623   145,560  

その他の包括利益（△損失） 

－税効果調整後： 
         

外貨換算調整額   △ 61,172   △ 18,866  

年金債務調整額   △ 31,555   13,465  

有価証券未実現利益（△損失）   △ 6,994   △ 274  

その他の包括利益（△損失）合計 注11 △ 99,721   △ 5,675  

包括利益（△損失）   △ 33,098   139,885  

非支配持分帰属包括利益   1,371   933  

当社株主に帰属する包括利益    

（△損失） 
  △ 34,469   138,952  
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③【連結資本勘定計算書】

平成28年度 

 

(自 平成27年４月１日 

 至 平成28年３月31日) 

 

資本金 

 

 

(百万円) 

 

資本剰余金 

 

 

(百万円) 

 

利益準備金 

 

 

(百万円) 

 

その他の 

利益剰余金 

 

(百万円) 

 

その他の包括 

利益(△損失)

累計額 

(百万円) 

注記番号   注10 注８ 注８ 注11

期首残高 32,641 39,755 29,685 661,159 △ 5,882

連結子会社による資本取引及び 

その他 
  △ 18,961     2,894

現金配当金       △ 13,864  

利益準備金への振替額     4,536 △ 4,536  

包括利益          

当期純利益       64,828  

その他の包括利益（△損失）         △ 99,297

包括利益（△損失） 計          

自己株式の取得          

自己株式の売却          

ストックオプションの費用認識   439      

ストックオプションの権利行使   △ 150   △ 79  

期末残高 32,641 21,083 34,221 707,508 △ 102,285

 

平成28年度 

 

(自 平成27年４月１日 

 至 平成28年３月31日) 

 

自己株式 

 

 

(百万円) 

 

株主資本

合計

 

(百万円)

 

非支配持分

 

 

(百万円)

 

純資産

合計

 

(百万円)

注記番号     注10  

期首残高 △ 18,497 738,861 19,146 758,007

連結子会社による資本取引及び 

その他 
  △ 16,067 △ 11,079 △ 27,146

現金配当金   △ 13,864 △ 177 △ 14,041

利益準備金への振替額   －   －

包括利益        

当期純利益   64,828 1,795 66,623

その他の包括利益（△損失）   △ 99,297 △ 424 △ 99,721

包括利益（△損失） 計   △ 34,469 1,371 △ 33,098

自己株式の取得 △ 12 △ 12   △ 12

自己株式の売却   －   －

ストックオプションの費用認識   439 11 450

ストックオプションの権利行使 702 473   473

期末残高 △ 17,807 675,361 9,272 684,633
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平成29年度 

 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日) 

 

資本金 

 

 

(百万円) 

 

資本剰余金 

 

 

(百万円) 

 

利益準備金 

 

 

(百万円) 

 

その他の 

利益剰余金 

 

(百万円) 

 

その他の包括 

利益(△損失)

累計額 

(百万円) 

注記番号   注10 注８ 注８ 注11

期首残高 32,641 21,083 34,221 707,508 △ 102,285

連結子会社による資本取引及び 

その他 
  △ 5,931     △ 143

現金配当金       △ 15,137  

利益準備金への振替額     3,506 △ 3,506  

包括利益          

当期純利益       145,099  

その他の包括利益（△損失）         △ 6,147

包括利益 計          

自己株式の取得          

自己株式の売却          

ストックオプションの費用認識   310      

ストックオプションの権利行使   △ 113   △ 80  

期末残高 32,641 15,349 37,727 833,884 △ 108,575

 

平成29年度 

 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日) 

 

自己株式 

 

 

(百万円) 

 

株主資本

合計

 

(百万円)

 

非支配持分

 

 

(百万円)

 

純資産

合計

 

(百万円)

注記番号     注10  

期首残高 △ 17,807 675,361 9,272 684,633

連結子会社による資本取引及び 

その他 
  △ 6,074 △ 1,625 △ 7,699

現金配当金   △ 15,137 △ 76 △ 15,213

利益準備金への振替額   －   －

包括利益        

当期純利益   145,099 461 145,560

その他の包括利益（△損失）   △ 6,147 472 △ 5,675

包括利益 計   138,952 933 139,885

自己株式の取得 △ 3 △ 3   △ 3

自己株式の売却 1 1   1

ストックオプションの費用認識   310   310

ストックオプションの権利行使 397 204   204

期末残高 △ 17,412 793,614 8,504 802,118
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

   

平成28年度 

（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

平成29年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

当期純利益   66,623 145,560

営業活動による純現金収入との調整      

減価償却費   83,224 87,491

繰延税金   2,001 30,723

固定資産処分損益（純額）   1,105 601

長期性資産の減損   533 16,811

のれんの減損   － 2,600

事業の譲渡益   － △ 149,538

有価証券関連損益（純額）   3,145 △ 80

関連会社利益持分－受取配当金控除後   △ 1,417 △ 1,280

資産負債の増減      

売上債権の減少（△増加）   △ 7,262 △ 59,152

たな卸資産の減少（△増加）   △ 10,591 △ 21,709

その他の流動資産の減少（△増加）   3,016 6,152

仕入債務の増加（△減少）   16,460 67,913

未払費用等の増加（△減少）   △ 509 12,467

未払税金の増減（純額）   △ 1,293 11,097

その他の流動負債の増加（△減少）   2,318 1,046

未払退職年金費用の増減（純額）   △ 3,966 1,646

その他   △ 1,824 7,788

営業活動による純現金収入   151,563 160,136

投資活動によるキャッシュ・フロー      

固定資産の取得   △ 160,674 △ 167,631

固定資産の売却等   3,918 21,085

短期投資の売却及び償還   30,348 38,697

短期投資の取得   △ 27,352 △ 73,632

有価証券の売却及び償還   4,833 523

有価証券の取得   △ 1,112 △ 837

事業の譲渡－保有現金控除後   1,668 128,210

子会社の取得－取得現金控除後   △ 15,165 △ 16,819

貸付金の回収による収入   21,605 603

その他   1,346 △ 1,310

投資活動による純現金支出   △ 140,585 △ 71,111
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平成28年度 

（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

平成29年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

長期借入債務による調達額   22,700 119,275

長期借入債務の返済額   △ 1,289 △ 52,246

短期借入債務の増減（純額）   50,213 △ 81,063

配当金支払   △ 13,864 △ 15,132

非支配持分の取得   △ 28,504 △ 8,914

その他   49 327

財務活動による純現金収入（△支出）   29,305 △ 37,753

為替変動による現金及び現金同等物への 

影響額 
  △ 19,919 △ 6,352

現金及び現金同等物の増加   20,364 44,920

現金及び現金同等物の期首残高   265,104 285,468

現金及び現金同等物の期末残高   285,468 330,388
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注記事項

（注１）事業及び主要な会計方針の概要

(1）事業の内容

当社は、世界初の磁性材料フェライトの工業化を目的として昭和10（1935）年に東京で設立され、コア技術を

追求することで、これまでにフェライトコア、インダクティブデバイス、セラミックコンデンサ、磁気ヘッド、

マグネット等、独創的かつ多様な製品の開発、製造、販売をグローバルで展開しております。

当社グループの基本的な３つの報告セグメント区分は受動部品、磁気応用製品及びフィルム応用製品であり、

それらに属さないその他を含めた平成29年度の売上高における構成比は、それぞれ46.6％、29.7％、21.0％及び

2.7％であります。

セグメント区分とそれを構成する主な事業は、次のとおりであります。

(イ）受動部品

セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、インダクティブデバイス（コイ

ル、フェライトコア、トランス）、高周波部品、圧電材料部品・回路保護部品、センサ

(ロ）磁気応用製品

ＨＤＤ用ヘッド、ＨＤＤ用サスペンション、磁気センサ、電源、マグネット

(ハ）フィルム応用製品

エナジーデバイス（二次電池）

(ニ）その他

メカトロニクス（製造設備） 等

(2）連結方針

当社の連結財務諸表は、連結財務諸表規則の規定により、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則

に基づいて作成しており、すべての子会社及び当社が主たる受益者となる変動持分事業体を含んでおります。す

べての重要な連結会社間債権債務及び取引は、連結上相殺消去されております。

当社が被投資会社の経営及び財務状況に重要な影響を及ぼすと判断した投資は、持分法により評価しておりま

す。すべての重要な持分法適用会社からの未実現利益は、連結上消去されております。

当社は、昭和49年７月に米国預託証券を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員

会に登録しました。昭和51年７月ナスダックに株式を登録し、昭和57年６月からはニューヨーク証券取引所に米

国預託証券を上場しておりましたが、平成21年４月７日に同証券取引所に対し上場廃止の申請を行い、同月27日

に上場廃止となりました。その後、米国証券取引委員会に対し登録廃止を申請し、平成21年７月に登録廃止とな

っております。

なお、当社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、我が国の連結財務諸表原則及び連

結財務諸表規則に準拠した場合と異なるもので主要なものは次のとおりであり、そのうち金額的に重要性のある

項目については、我が国の基準に基づいた場合の連結税引前当期純利益に対する影響額を併せて開示しておりま

す。

(イ）退職給付及び年金制度について、年金数理計算上の純損益は、コリドーアプローチ（回廊方式）により従

業員の平均残存勤務期間にわたって償却しております。

(ロ）のれんについては償却を行わず、少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候があった場合はより頻繁に、

減損テストを行っております。 

無形固定資産について、耐用年数が確定できない無形固定資産の償却は行わず、耐用年数が明らかになる

まで少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候があった場合はより頻繁に、減損テストを行っております。

(ハ）子会社持分の支配の喪失を伴う保有持分の一部売却について、売却された持分に関連する実現損益及び継

続して保有する持分の公正価値の再測定による損益が認識されます。 

(3）現金同等物及び短期投資 

現金同等物には、取得日から３ヶ月以内に満期となる流動性の高い投資が含まれております。

現金同等物とみなさないその他すべての流動性の高い投資は、短期投資に分類しております。当社グループ

は、投資の取得時点にそれらを適切に分類しております。

(4）貸倒引当金 

貸倒引当金は、当社グループの有する売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒れ実績に基づき

計上しております。顧客の破産申請、経営成績及び財政状態の著しい悪化等、顧客の支払能力に疑義が生じた場

合は、個別の債権に対して追加的な引当金が計上されます。顧客の状況が変化した場合、債権の回収可能性の見

積もりは修正されます。
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(5）投資 

当社グループは、特定の負債証券及び持分証券を、満期保有目的有価証券、トレーディング有価証券、売却可

能有価証券の３つに分類しております。トレーディング有価証券は、短期保有、売却を前提に購入され、満期保

有目的有価証券は、満期まで保有することが可能であり、その意思に基づいて購入されます。トレーディング有

価証券、満期保有目的有価証券に分類されないすべての証券が、売却可能有価証券に分類されます。

トレーディング有価証券、売却可能有価証券は公正価値で計上され、満期保有目的有価証券は額面を超過し、

またはそれに満たない部分を償却または加算した償却原価で計上されます。トレーディング有価証券の未実現利

益及び損失は損益計算書に含まれ、売却可能有価証券の税効果控除後の未実現利益及び損失は損益計算書に含ま

れず、当該損益が実現するまでその他の包括利益（△損失）累計額に含まれております。平成28年３月31日及び

平成29年３月31日現在、当社グループは、トレーディング有価証券及び満期保有目的有価証券を保有しておりま

せん。１年内に償還または売却される予定の売却可能有価証券は、有価証券に分類されております。

売却可能有価証券である持分証券の公正価値が取得原価を下回り、一時的でない下落と判断された場合や、売

却可能有価証券であるが売却予定のない負債証券の公正価値が償却原価を下回り、信用損失による一時的でない

下落と判断された場合、及び売却可能有価証券である負債証券の公正価値が償却原価を下回り、回復する以前に

売却されることが見込まれる場合には、当該減損額は損益計算書に含まれ、公正価値が新たな取得価額として設

定されます。一時的ではない下落かどうかを判断するために、当社グループは、その発行者の財政状態及び経営

状況、発行者が事業展開している業種の市況、公正価値下落の程度や期間、及びその他の関連要因を考慮して、

減損の対象となりうる売却可能有価証券の公正価値を定期的に見直しております。

時価のない有価証券は取得原価で計上されております。当社グループは、投資の公正価値に著しく不利な影響

を及ぼすと考えられる事象や状況の変化を定期的に評価しております。減損の兆候の有無の判断にあたっては、

発行者の財政状態及び経営状況、発行者が事業展開する業種の市況、及びその他の関連要因を考慮します。減損

の兆候が現れた場合には、当社グループは時価のない有価証券の公正価値を見積もります。公正価値が取得原価

を下回り、一時的でない下落と判断された場合、時価のない有価証券は公正価値まで評価減され、当該減損額は

損益計算書に含まれます。

(6）たな卸資産

たな卸資産の評価は低価法により、また取得原価は主として平均法により計算しております。

製品及び仕掛品の原価には、主要材料費、購入半製品費等の直接材料費、給与、賞与、法定福利費等の直接労

務費、外注加工費等の直接経費、及び材料費、労務費、その他の経費等の製造間接費が含まれます。

(7）有形固定資産

有形固定資産の減価償却費の計算は、定額法により計算しております。

なお、見積耐用年数は次のとおりであります。

建物                ：２年から60年

機械装置及び器具備品：２年から17年

(8）税金 

繰延税金資産及び負債は、会計上の資産及び負債と税務上の資産及び負債との差額並びに税務上の繰越欠損金

及び繰越税額控除に係る将来の税効果額に基づいて認識しています。

この繰延税金資産及び負債は、それらの一時差異が解消されると見込まれる年度の課税所得に対して適用され

る法定税率を基に測定されます。税率の変更による繰延税金資産及び負債への影響は、その税率変更に関する法

律の制定日を含む期間の期間損益として認識されることとなります。当社グループは、税率変更に伴いその他の

包括利益（△損失）累計額に含まれる残存税効果額については、個別に取崩しを行っております。 

また、税務ポジションが税務当局による調査において50％超の可能性をもって認められる場合に、その財務諸

表への影響を認識しております。税務ポジションに関連するベネフィットは、税務当局との解決により、50％超

の可能性で実現が期待される最大金額で測定されます。

(9）ストックオプション制度 

当社及び子会社は、従業員の労働の対価としての株式による報酬費用を付与日の公正価値に基づき測定し、権

利確定までの期間にわたり定額法で計上しております。また、当社及び子会社は、ストックオプションの予想残

存期間の推定には簡便法を適用しており、過去の情報から想定される行使期間の推定を合理的に行うことが可能

となるまで、今後も簡便法による推定を継続します。
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(10）その他の営業費用（△収益） 

平成28年度及び平成29年度のその他営業費用（△収益）の内訳は次のとおりであります。

        （単位 百万円）

    平成28年度   平成29年度

事業譲渡益（注22）   －   △ 145,208

長期性資産の減損（注17）   533   16,811

のれんの減損（注18）   －   2,600

合計   533   △ 125,797

 

(11）研究開発費

研究開発費は発生時に費用処理しております。

(12）広告宣伝費

広告宣伝費は発生時に費用処理しております。

(13）発送費及び取扱手数料

発送費及び取扱手数料は、平成28年度及び平成29年度において、それぞれ16,156百万円及び15,552百万円であ

り、連結損益計算書上、販売費及び一般管理費に含まれております。

(14）外貨換算

外貨表示の財務諸表について、海外子会社の資産及び負債は決算日の為替レートにより、損益項目は期中平均

レートにより換算されております。海外子会社の財務諸表の換算から生じる為替差損益は、連結損益計算書から

除外し、その他の包括利益（△損失）として計上され、その他の外貨建取引から生じる為替差損益は、営業外損

益の為替差（△損）益に含まれております。

(15）見積もりの使用

当社は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づく連結財務諸表を作成するために、種々の

見積もりと仮定を用いております。それらの見積もりと仮定は、資産、負債、収益及び費用の報告並びに偶発事

象の開示情報に影響を及ぼします。見積もりや仮定には、のれん及びその他の無形固定資産、長期性資産、売上

債権、たな卸資産、投資及び繰延税金資産の評価、並びに年金数理計算による従業員年金債務の見積もりに関係

する仮定といった重要性のある項目を含んでおります。実績値が、これらの見積もりと異なることもあり得ま

す。

(16）長期性資産の減損

当社グループは、有形固定資産及び特定の認識可能で償却期間の定めのある無形固定資産につき、資産の帳簿

価額が回収できないという兆候が現れたり、その状況に変化が生じた場合は評価の見直しを行っております。当

社グループが保有及び使用している資産の回収可能性は、当該資産の帳簿価額と当該資産から生じると予想され

る利息を考慮しない割引前の将来キャッシュ・フローとの比較によって判定されることになります。もし、その

ような資産が減損していると認められた場合、認識すべき減損額は当該資産の帳簿価額が公正価値を上回る金額

に基づいて測定されます。売却による処分予定の資産は、帳簿価額または売却に要する費用を控除後の公正価値

のうちいずれか低い価額で評価されます。

(17）のれん及びその他の無形固定資産 

当社グループは、のれんの償却は行わず、レポーティングユニットの公正価値が帳簿価額に満たない可能性が

50％を超えないと判断される場合を除き、少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候があった場合はより頻繁

に、減損テストを行っております。

当社グループは、償却期間の定めのある無形固定資産を、それぞれの見積耐用年数にわたって償却しておりま

す。耐用年数が確定できないその他の無形固定資産については、耐用年数が明らかになるまで償却を行わず、公

正価値が帳簿価額に満たない可能性が50％を超えないと判断される場合を除き、少なくとも年に一度、あるいは

減損の兆候があった場合はより頻繁に、減損テストを行っております。
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(18）デリバティブ金融商品 

当社グループは米国財務会計基準審議会（“ＦＡＳＢ”）会計基準編纂書（“ＡＳＣ”）815「デリバティブ

金融商品とヘッジ取引」を適用し、保有する全てのデリバティブ金融商品は、公正価値で連結貸借対照表に計上

しています。計上後の公正価値変動の会計処理は、デリバティブの保有目的と、ヘッジ会計の要件を満たしてい

るかどうかによって異なります。ヘッジ以外の目的で保有されるデリバティブの公正価値の変動は、連結損益計

算書に計上しています。ヘッジ目的で保有されるデリバティブについては、さらにそのヘッジの活動の種類に応

じて、連結財務諸表上、その他の包括利益（△損失）に計上しています。

デリバティブが海外子会社等の純投資のヘッジとして利用された場合、その公正価値の変動は、ヘッジが有効

である範囲において、その他の包括利益（△損失）に含まれている外貨換算調整額に計上しています。

なお、ＡＳＣ 815に基づく開示については、連結財務諸表注記（注14）に記載しております。

（追加情報） 

当社グループは、平成29年度より連結子会社等への純投資の為替変動リスクをヘッジする目的とした為替予約

を行っており、ヘッジ会計を適用しております。なお平成29年度の連結財務諸表への影響は軽微です。 

(19）１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 

基本１株当たり当社株主に帰属する当期純利益は、各連結会計年度の当社株主に帰属する当期純利益を加重平

均発行済普通株式数により除することによって計算されております。希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当

期純利益は、普通株式の発行を生ずる有価証券またはその他の契約の実行、普通株式への転換、もしくはその他

結果として当社グループの普通株式の発行を生じるといった、潜在的希薄化を反映するものであります。

(20）収益の認識

当社グループは、製品を個別契約に基づいて顧客に販売することを主な収益源としております。当社グループ

は、取引を裏付ける説得力のある証拠が存在すること、引渡しが行われ所有権及び所有によるリスク負担が顧客

に移転されたこと、販売価格が固定もしくは確定可能であること、回収可能性が確実であることのすべての条件

を満たした場合に収益を認識しております。

当社グループ製品の収益は、原則として着荷地渡し条件により顧客が製品を受け入れた時点で認識されます。

製品の販売について、当社グループは欠陥品以外の返品は受け入れない方針をとっております。返品について

は、売上計上時点で過去の実績に基づいて予想返品額を見積もり、売上高より控除しております。検収条件は、

契約書や事前の合意文書で定められており、予め決められた仕様に適合しない場合は収益として認識されませ

ん。

当社グループ製品への保証に重要性はありません。

(21）条件付き対価の取得 

条件付き対価を取得する場合は、実現または実現可能になった時点で利益として認識しております。 

(22）新会計基準の適用 

債券発行コストの表示の簡素化 

平成27年４月にＦＡＳＢは会計基準アップデート（“ＡＳＵ”） 2015-03「債券発行コストの表示の簡素化」

を発行しました。

ＡＳＵ 2015-03は、債券発行コストを貸借対照表において負債の帳簿価額から控除して表示することを要求し

ています。当社グループは、平成29年度よりＡＳＵ 2015-03を適用しており、過年度の連結財務諸表において

も、その他の資産に含めていた社債発行費を、長期借入債務から控除して表示しております。

なお、ＡＳＵ 2015-03の適用による当社グループの経営成績及び財政状態への重要な影響はありません。 

測定期間中の修正に関する会計処理の簡素化 

平成27年９月にＦＡＳＢはＡＳＵ 2015-16「測定期間中の修正に関する会計処理の簡素化」を発行しました。

ＡＳＵ 2015-16は、買収企業に対して、測定期間中に認識された暫定的な金額についての修正を、修正金額が

決定される報告期間に認識することを要求しています。当社グループは、平成27年12月15日より後に開始する連

結会計年度及びその期中期間に発生した測定期間中の修正について、ＡＳＵ 2015-16を適用しており、将来に向

かって適用しております。

なお、ＡＳＵ 2015-16の適用による当社グループの経営成績及び財政状態への重要な影響はありません。 

(23）後発事象 

当社グループは、後発事象の評価を連結財務諸表の公表が可能になった平成29年６月29日まで実施しておりま

す。 

(24）組替 

平成29年度における表示にあわせるため、過年度の連結財務諸表の組替を行っております。 
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（注２）投資 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在の投資は、次のとおりであります。

     （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

関連会社投資（注３） 22,213   149,057 

その他の投資:      

投資有価証券 10,649   10,118

時価のない有価証券 2,473   2,650

小計 13,122   12,768

合計 35,335   161,825

 

その他の投資には、売却可能有価証券が含まれております。当該有価証券に関する平成28年３月31日及び平成

29年３月31日現在の情報は、次のとおりであります。

    （単位 百万円） 

    平成28年度  

  取得原価   総未実現利益   総未実現損失   公正価値 

投資（負債証券）：              

コマーシャルペーパー 6   108   －   114

公共事業債 2   －   －   2

投資（持分証券）：              

製造業 2,701   5,045   47   7,699

その他 1,171   448   －   1,619

投資（投資信託） 1,055   160   0   1,215

合計 4,935   5,761   47   10,649

 

    （単位 百万円） 

    平成29年度  

  取得原価   総未実現利益   総未実現損失   公正価値 

投資（負債証券）：              

コマーシャルペーパー 25   91   －   116

公共事業債 2   －   －   2

投資（持分証券）：              

製造業 2,717   4,179   112   6,784

その他 1,147   1,042   －   2,189

投資（投資信託） 936   96   5   1,027

合計 4,827   5,408   117   10,118
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平成28年度及び平成29年度における売却可能有価証券及び時価のない有価証券の売却及び償還による収入はそ

れぞれ4,833百万円及び523百万円であります。平成28年度及び平成29年度における売却可能有価証券及び時価の

ない有価証券の売却益及び清算分配益は、それぞれ261百万円及び80百万円であります。平成28年度における売

却可能有価証券及び時価のない有価証券の売却損及び清算分配損は、1,839百万円であります。平成28年度にお

ける売却可能有価証券の退職給付信託設定益及び退職給付信託設定損は、連結損益計算書の営業外損益その他に

含めており、それぞれ1,213百万円及び18百万円であります。売却可能有価証券及び時価のない有価証券の売却

に伴う実現損益は、平均原価法で算定し、損益に反映しております。平成28年度において、一部の売却可能有価

証券を公正価値まで減損し、1,567百万円の減損損失を計上しました。 

平成29年３月31日現在、売却可能有価証券に関する未実現損失が継続的に生じている期間は12ヶ月未満であり

ます。 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、原価法で評価した時価のない有価証券をそれぞれ合計2,473百

万円及び2,650百万円保有しております。 

（注３）関連会社に対する投資

持分法による関連会社投資には、平成29年３月31日現在、高周波事業を運営する会社を傘下にもつ持株会社で

あるRF360 Holdings Singapore PTE.Ltd.（以下、RF360 Holdings）への出資が49.0%、研究開発型企業である株

式会社半導体エネルギー研究所の普通株式への出資が31.7％、磁気製品製造企業である株式会社トッパンＴＤＫ

レーベルの普通株式への出資が34.0％及びその他6社への出資があります。RF360 Holdingsについては、事業譲

渡実行日から30ヶ月後に1,150百万米ドルで売却するオプションが付与されており、配当等の利益分配を受ける

権利を有していないことから、RF360 Holdingsの要約財務諸表を開示する重要性は乏しいと判断し、開示を省略

しております。同関連会社投資を含め、持分法による関連会社投資の当社の財務諸表に与える影響は平成28年３

月31日及び平成29年３月31日現在において全体として重要ではありません。平成28年３月31日及び平成29年３月

31日現在、当社グループの持分法投資の帳簿価額と関連会社純資産における当社グループ持分との差額は主とし

て持分法によるのれんの残高であり、それぞれ980百万円及び44,180百万円であります。RF360 Holdingsに関す

る事業譲渡の詳細については（注22）をご参照ください。

（注４）たな卸資産

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在のたな卸資産は、次のとおりであります。

    （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

製品  68,731    62,278

仕掛品  39,943    38,582

原材料  48,455    53,639

合計  157,129    154,499
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（注５）短期借入債務及び長期借入債務

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在の短期借入債務及び加重平均利率は、次のとおりであります。

            （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  短期借入債務   加重平均利率   短期借入債務   加重平均利率

無担保銀行借入金 158,683   0.21％   77,680   0.20%

 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在の長期借入債務及びその年度別返済額は、次のとおりでありま

す。 

    （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

無担保銀行借入金（加重平均利率：平成28年度 

0.83％、平成29年度 0.53％） 
152,298   237,983

平成31年満期2.038％無担保普通社債 
13,000   13,000

社債発行費用 △ 21   △ 14

リース債務（加重平均利率：平成28年度 7.19％、平成

29年度 11.99％）
11,777   5,483

合計 177,054   256,452

一年以内返済予定額 36,228   42,517

差引計 140,826   213,935

 

      （単位 百万円）
  

      平成29年度

年度別返済額： 平成30年度   41,882

  平成31年度   64,142

  平成32年度   24,134

  平成33年度   66,664

  平成34年度   54,074

  平成35年度以降   87

  合計   250,983

 

年度別返済額はリース債務を含んでおりません。年度別最低賃借料支払予定額は、（注12）に記載しておりま

す。

短期及び長期の銀行借入債務については、銀行からの要求があれば、現在及び将来の借り入れに対する担保ま

たは保証人の設定を行うこととしております。また、返済期日の到来や返済不履行の場合に、銀行が借入債務と

銀行預金を相殺する権利を有する約定を取り交わしております。

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在において、リース債務の担保としてそれぞれ1,969百万円及び292

百万円（ともに帳簿価額）の有形固定資産を供しております。 

当社グループの借入契約において、債務返済条項（debt covenants）や相互デフォルト条項（cross-

default）はありません。さらに、同契約の下で当社子会社の配当制限条項といったものもありません。
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（注６）税金 

当社及び国内子会社は、平成28年度において、24.952％の国税、3.1％から3.9％の住民税、6.7％から7.1％の

事業税が課せられており、合算された法定税率は33.1％であります。平成29年度において、24.43％の国税、

3.0％から3.8％の住民税、4.8％から5.2％の事業税が課せられており、合算された法定税率は31.3％でありま

す。

日本において、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正

する等の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制

の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成

28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、平成29年度の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用した法定税率は、平成28年度のものから変更はありませんが、国税と地方税の間で税率の組替が

発生しております。 

平成28年度及び平成29年度における実効税率と国内法定税率との差異は、次のとおりであります。 

  平成28年度   平成29年度

税引前当期純利益に対する国内法定税率 33.1％   31.3％

海外子会社の税率差 △ 16.0   △ 9.6

損金に算入されない項目 1.9   5.4

益金に算入されない項目 △ 0.7   △ 12.1

評価性引当金の増減 14.3   4.1

投資所得控除 △ 2.6   △ 1.4

試験研究費税額控除 △ 0.3   △ 0.2

過年度税金 △ 3.1   △ 0.2

日本の法人税率変更による影響 △ 0.2   0.0

関係会社未分配利益 △ 0.4   12.0

関係会社未実現損益 1.5   0.5

その他 0.0   1.4

法人税等の実効税率 27.5％   31.2％

 

平成28年度及び平成29年度における法人税等総額は、以下の項目に配分されております。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

当社株主に帰属する当期純利益 25,216   66,157

資本－その他の包括利益(△損失)累計額：      

外貨換算調整額 △ 220   435

年金債務調整額 937   432

有価証券未実現利益（△損失） △ 3,252   △ 108

法人税等総額 22,681   66,916
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繰延税金資産及び負債の主な内訳は、平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在において次のとおりであり

ます。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

繰延税金資産      

たな卸資産 1,926   2,248

未払費用 9,023   10,226

未払退職年金費用 41,904   36,213

税務上の繰越欠損金 88,789   79,581

繰越税額控除 6,162   5,319

有形固定資産及び無形固定資産 5,791   10,029

その他 3,129   2,766

繰延税金資産（総額） 156,724   146,382

評価性引当金 △ 115,821   △ 103,998

繰延税金資産（純額） 40,903   42,384

繰延税金負債      

有価証券及び投資の調整 2,266   2,095

海外子会社及び関連会社の未分配利益 5,091   30,675

買収により取得した固定資産 3,762   8,110

その他 1,570   1,744

繰延税金負債 12,689   42,624

繰延税金資産（純額） 28,214   △ 240

 
繰延税金資産に対する評価性引当金は、平成28年度において32,728百万円増加し、平成29年度において11,823

百万円減少しました。評価性引当金は、繰越欠損金により生じた繰延税金資産に対する評価性引当金が主なもの

であります。

海外子会社及び関連会社の未分配利益の主な増加要因は、当社グループ子会社からの配当見込額に対して繰延

税金負債を追加計上したことによるものであります。

繰延税金資産の実現可能性を判断するにあたり、当社グループは繰延税金資産の一部、あるいはすべてが実現

しない見込みが、実現する見込みより大きいかどうかを考慮します。最終的な繰延税金資産の実現可能性は、一

時差異及び税務上の繰越欠損金が減算または使用できる期間の将来の課税所得の発生に依存します。当社グルー

プは、実現可能性の評価にあたって繰延税金負債の戻入れの予定、将来の課税所得の見通し及びタックスプラン

ニングを考慮しております。これまでの課税所得の水準及び繰延税金資産が減算できる期間における将来の課税

所得の見通しに基づき、当社グループは平成29年３月31日現在の評価性引当金控除後の減算可能な一時差異及び

税務上の繰越欠損金は、実現する見込みが実現しない見込みより大きいと考えております。 

当社及び連結子会社は、平成29年３月31日現在、合計で282,494百万円の繰越欠損金を有しております。

将来の課税所得から控除することが可能な繰越可能期間は、国または地域の法律によって異なりますが、繰越

可能期間の内訳は次のとおりであります。

  （単位 百万円）

１年以内 15,557

１年超５年以内 55,596

５年超20年以内 123,933

無期限 87,408

  282,494

 

当社及び連結子会社は、合計で5,319百万円の繰越税額控除を有しており、このうち2,527百万円は平成48年度

までに繰越期限が到来し、残りの金額には期限がありません。
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平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在の繰延税金は、連結貸借対照表上、次の科目に計上されておりま

す。

    （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

繰延税金資産（固定資産） 37,776   29,546

繰延税金負債（固定負債） △ 9,562   △ 29,786

合計 28,214   △ 240

 

海外子会社の未分配利益の一部について当社グループは、それらが予測できる将来に取り崩され、課税対象に

なるとは現状考えていないため、これらに対する繰延税金負債を認識しておりません。平成28年３月31日及び平

成29年３月31日現在、当該未認識繰延税金負債は、それぞれ16,172百万円及び4,297百万円であります。これら

の未分配利益については、配当金の受領または株式の売却によってそれらの未分配利益が回収されると見込まれ

た時点で、繰延税金負債が認識されることになります。平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、これら子

会社の未分配利益はそれぞれ489,467百万円及び193,710百万円であります。

平成28年度及び平成29年度における未認識税務ベネフィットの期首残高と期末残高との調整は、次のとおりで

あります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

期首残高 4,342   4,285

当期の税務ポジションに関連する増加 347   2,988

過年度の税務ポジションに関連する増加 219   512

過年度の税務ポジションに関連する減少 △ 114   △ 198

解決 －   －

その他 △ 509   △ 381

期末残高 4,285   7,206

 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における未認識税務ベネフィットのうち、認識された場合、実効

税率を減少させる額はそれぞれ3,834百万円及び3,742百万円であります。 

当社グループは、未認識税務ベネフィットの見積り及びその前提について妥当であると考えておりますが、税

務調査や関連訴訟の最終結果に関する不確実性は、将来の実効税率に影響を与える可能性があります。平成29年

３月31日現在において、今後12ヶ月以内の未認識税務ベネフィットの重要な変動は予想しておりません。

未認識税務ベネフィットに関連する利息及び課徴金については、連結損益計算書の支払利息及び営業外損益そ

の他に含めております。

平成29年３月31日現在における、連結貸借対照表上のその他の固定負債、並びに連結損益計算書上の営業外損

益に含まれる利息及び課徴金の金額には重要性がありません。

当社グループは、日本及び様々な海外地域の税務当局に法人税の申告をしております。日本国内においては、

当社グループは平成27年３月31日に終了する事業年度までは税務当局による通常の税務調査が終了しておりま

す。現時点では、近い将来に移転価格税制に関する税務調査を当社グループが受けるという明確な兆候はありま

せんが、平成19年３月31日に終了する事業年度以降について税務当局は移転価格税制に関する税務調査を実施す

る権限を有しております。また、米国や香港を含むその他の主要な海外地域においては、いくつかの例外を除

き、平成22年３月31日に終了する事業年度までの税務調査は終了しております。当社グループは、現在主要な海

外地域において、平成23年３月31日に終了する事業年度以降の税務申告について税務当局による税務調査を受け

ております。
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（注７）未払退職年金費用

１．確定給付年金制度

当社と一部の子会社は、ほぼすべての従業員に対する退職年金制度を有しております。この制度における退職

一時金または年金給付額は、勤続年数、給与等に基づき算定されます。この退職給付制度については、ＡＳＣ 

715「報酬－退職給付」に基づいて処理しております。

予測給付債務及び年金資産の公正価値について、期首残高と期末残高との調整表は次のとおりであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

予測給付債務の変動：          

予測給付債務期首残高 196,284 82,680   222,517 97,400

勤務費用 5,270 2,689   6,112 2,537

利息費用 2,445 1,893   1,497 2,148

従業員拠出 － －   － △ 2

数理計算上の（△利益）損失 21,662 △ 1,970   △ 3,435 1,028

給付額 △ 7,697 △ 2,488   △ 7,441 △ 2,787

制度の変更 4,537 46   － △ 500

制度の縮小及び清算 － △ 43   － △ 93 

子会社の買収 16 17,646   － 120 

事業の譲渡 － －   － △ 8,596 

外貨換算調整額 － △ 3,053   － △ 4,306

予測給付債務期末残高 222,517 97,400   219,250 86,949

年金資産の変動：          

年金資産の公正価値期首残高 151,468 19,634   150,309 19,358

資産の実際収益 △ 4,578 △ 365   6,814 1,821

事業主拠出 11,116 4,023   6,933 2,444

給付額 △ 7,697 △ 2,488   △ 7,441 △ 2,787

制度の縮小及び清算 － －   － △ 89

外貨換算調整額 － △ 1,446   － 90

年金資産の公正価値期末残高 150,309 19,358   156,615 20,837

           

積立状況 △ 72,208 △ 78,042   △ 62,635 △ 66,112

 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における連結貸借対照表の認識額は、次のとおりであります。 

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

その他の資産 － 239   － 318

未払費用等 △ 1,648 △ 2,970   △ 1,806 △ 2,994

未払退職年金費用 △ 70,560 △ 75,311   △ 60,829 △ 63,436

  △ 72,208 △ 78,042   △ 62,635 △ 66,112

 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在におけるその他の包括利益（△損失）累計額 (税効果調整前) に

おける認識額は、次のとおりであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

年金数理上の純損失 81,296 28,193   69,516 22,998

過去勤務費用 △ 763 △ 2,670   914 △ 1,359

  80,533 25,523   70,430 21,639
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確定給付制度の累積給付債務は、次のとおりであります。

     （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

累積給付債務 214,503 90,732   212,012 87,320

 

退職年金制度において、予測給付債務が年金資産を上回る予測給付債務及び年金資産の公正価値、また累積給

付債務が年金資産を上回る累積給付債務及び年金資産の公正価値は、次のとおりであります。

     （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

予測給付債務が年金資産を上回る制度：         

予測給付債務 222,517 96,844   219,250 86,949

年金資産の公正価値 150,309 18,563   156,615 20,837

累積給付債務が年金資産を上回る制度：         

累積給付債務 211,566 90,181   212,012 87,320

年金資産の公正価値 147,369 18,563   156,615 20,837

 

平成28年度及び平成29年度における期間純年金費用は、以下の項目から構成されております。なお、過去勤務

費用の償却は、在籍する従業員の平均残存勤務期間にわたって定額法で行っております。 

     （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

勤務費用－年間稼得給付 5,270 2,689   6,112 2,537

予測給付債務の利息費用 2,445 1,893   1,497 2,148

年金資産の期待運用収益 △ 3,217 △ 1,300   △ 3,174 △ 1,178

数理差異の償却 2,637 2,640   4,704 1,960

過去勤務費用の償却 △ 2,028 △ 297   △ 1,676 △ 297

制度の縮小及び清算による利益 － 13   － 2,102

年金費用純額 5,107 5,638   7,463 7,272

 

平成28年度及び平成29年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額 (税効果調整前) における年金資産と

予測給付債務のその他の変動等は、以下のとおりであります。

     （単位 百万円） 
 

  平成28年度   平成29年度 

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度 

年金数理上の純（△利益）損失 29,457 △ 305   △ 7,075 385 

制度の変更 4,537 46   － △ 500

数理差異の償却 △ 2,637 △ 2,640   △ 4,704 △ 1,960

過去勤務費用の償却 2,028 297   1,676 297

制度の縮小及び清算による（△利益）損失 － △ 26   － △ 2,106

その他の包括利益（△損失）累計額計上額 33,385 △ 2,628   △ 10,103 △ 3,884

年金費用純額及びその他の包括利益 

（△損失）累計額計上額の合計 

38,492 3,010   △ 2,640 3,388
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期間純年金費用としてその他の包括利益（△損失）累計額から償却される過去勤務費用及び数理差異それぞれ

の今後１年間における見積額は、以下のとおりであります。

 
 

国内制度
 

（単位 百万円）

海外制度

数理差異の償却 3,919   1,755

過去勤務費用の償却 △ 1,340   △ 72

 

前提条件

保険数理上の前提条件 平成28年度   平成29年度

－退職給付債務 国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

割引率 0.7％ 2.5％   0.8％ 2.5％

給与水準の予想上昇率 3.0％ 2.7％   3.0％ 2.7％

 

保険数理上の前提条件 平成28年度   平成29年度

－期間純年金費用 国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

割引率 1.3％ 2.3％   0.7％ 2.5％

給与水準の予想上昇率 3.1％ 2.9％   3.0％ 2.7％

年金資産の長期期待収益率 2.3％ 6.6％   2.3％ 6.4％

 

当社グループは、投資対象の様々な資産カテゴリーの長期期待運用収益に基づき、長期期待収益率を設定して

おります。その設定にあたっては、資産カテゴリー別に将来収益に対する予測や過去の運用実績を考慮しており

ます。

年金資産

当社グループの投資運用方針は、受給権者に対する将来の年金給付に対応できる十分な年金資産を確保すべく

策定されております。また当社グループは、年金資産の長期期待収益率を考慮した上で、持分証券及び負債証券

の最適な組み合わせから成る基本ポートフォリオを策定しております。年金資産は、中長期的に期待されるリタ

ーンを生み出すべく、基本ポートフォリオの指針に基づいて、個別の持分証券及び負債証券等に投資されます。

当社グループは、この基本ポートフォリオを修正する必要があるかどうかを判断するため、年金資産の長期期待

運用収益と実際の運用収益との乖離を毎年検証しております。当社グループは、年金資産の長期期待運用収益率

を達成するために、基本ポートフォリオの見直しが必要だと考えられる場合は、必要な範囲でポートフォリオを

見直します。

当社グループの国内制度の資産ポートフォリオは、大きく３つの資産区分に分類されます。平成29年３月31日

現在において、約29％を持分証券で運用し、約36％を負債証券で運用し、現金及び現金同等物等及びその他資産

で約35％を運用しております。当社グループの海外制度の資産ポートフォリオは、大きく３つの資産区分に分類

されます。約48％を持分証券で運用し、約40％を負債証券で運用し、現金及び現金同等物等及びその他資産で約

12％を運用しております。なお、平成29年３月31日現在において投資目標割合と実績との間に大きな乖離はあり

ません。

持分証券のうち国内株式については、主に証券取引所、店頭市場にて公開されている株式が含まれ、投資対象

企業の経営内容について十分な調査、分析を行った上で選択しており、業種、銘柄について適切な分散化を図っ

ております。負債証券のうち国内債券については、主に国債、公債、社債が含まれ、債券の格付け、クーポン、

償還日等の発行条件に関して十分な調査、分析を行った上で選択しており、発行体、残存期間の適切な分散化を

図っております。外国銘柄への投資については、政治、経済の安定性、決済システム及び税制等の市場特性を十

分調査した上で、投資対象国及び通貨を選定しております。また、その他資産には、生保一般勘定、合同運用信

託、不動産投資信託等が含まれ、一般経済情勢や投資対象資産に対する十分な調査、分析を行った上で分散投資

を行っております。生保一般勘定とは生命保険会社の商品で、個人保険や企業年金資産等を合同して一つの勘定

で運用するものであります。
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平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における当社グループ年金資産の種類別公正価値は、次のとおり

であります。

                         (単位 百万円) 

  平成28年度 

  国内制度   海外制度 

  レベル１   レベル２   レベル３   合 計   レベル１   レベル２   レベル３   合 計 

年金資産：                             

現金及び現金同等物：                            

現金及び現金同等物 3,137  －   －   3,137   2,459   －   －   2,459 

持分証券：                             

上場株式 7,839   －   －   7,839   2,382   －   －   2,382 

投資信託 －   28,777   －   28,777   2,420   961   －   3,381 

合同運用信託 －   5,937   －   5,937   17   2,615   －   2,632 

負債証券：                             

国債、公債、社債 7,321   －   －   7,321   610   2,479   －   3,089 

投資信託 －   17,065   －   17,065   1,090   2,867   －   3,957 

合同運用信託 －   33,746   －   33,746   －   186   －   186 

その他資産：                             

生保一般勘定 －   15,175   －   15,175   －   167   －   167 

投資信託 －   19,586   －   19,586   239   －   －   239 

合同運用信託 －   3,750   －   3,750   －   －   －   － 

その他 －   58   7,918   7,976   －   866   －   866 

年金資産 合計 18,297   124,094   7,918   150,309   9,217   10,141   －   19,358 

 

                         (単位 百万円) 

  平成29年度 

  国内制度   海外制度 

  レベル１   レベル２   レベル３   合 計   レベル１   レベル２   レベル３   合 計 

年金資産：                             

現金及び現金同等物：                            

現金及び現金同等物 6,812  －   －   6,812   1,448   －   －   1,448 

持分証券：                             

上場株式 8,250   －   －   8,250   1,896   －   －   1,896 

投資信託 －   31,715   －   31,715   3,546   1,105   －   4,651 

合同運用信託 －   6,000   －   6,000   3,206   154   －   3,360 

負債証券：                             

国債、公債、社債 7,131   －   －   7,131   3,146   2,919   －   6,065 

投資信託 －   12,982   －   12,982   1,378   667   －   2,045 

合同運用信託 －   36,274   －   36,274   －   220   －   220 

その他資産：                             

生保一般勘定 －   15,611   －   15,611   －   170   －   170 

投資信託 －   16,510   －   16,510   －   －   －   － 

合同運用信託 －   6,282   －   6,282   －   －   －   － 

その他 －   221   8,827   9,048   －   982   －   982 

年金資産 合計 22,193   125,595   8,827   156,615   14,620   6,217   －   20,837 
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レベル１に該当する資産は主に持分証券や負債証券で、十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における

調整不要な市場価格で評価しております。レベル２に該当する資産は主に持分証券や負債証券に投資をしている

投資信託及び合同運用信託で、運用機関より入手した運用資産の相場価格に基づき評価され、観察可能な市場イ

ンプットに基づき検証しております。レベル３に該当する資産は保険商品で、その資産または負債に関連する観

察不能なインプットによって評価しております。

 

平成28年度及び平成29年度におけるレベル３に該当する当社グループ年金資産の変動は、次のとおりでありま

す。

 
（単位 百万円）

保険商品

  平成28年度   平成29年度

期首残高 6,627   7,918

購入、売却等による純増減 1,000   500

期末時点で保有する資産に係る運用損益 291   409

期末残高 7,918   8,827

 

拠出

当社グループは平成30年度において、国内の確定給付年金制度に対して8,592百万円、海外の確定給付年金制

度に対して1,220百万円の拠出をそれぞれ見込んでおります。

予想給付額

予想給付額は、次のとおりであります。

 
 

国内制度
 

（単位 百万円）

海外制度

平成30年度 7,524   3,526

平成31年度 8,274   3,111

平成32年度 8,105   3,364

平成33年度 8,281   3,658 

平成34年度 8,413   3,714

平成35年度－平成39年度 計 45,706   21,418

 

２．繰延報酬制度

一部の子会社は、繰延報酬制度を有しております。この制度において、従業員は報酬の一部を年金に置き換

え、利息を含めた拠出額を退職時に受け取ることができます。退職者に対する予想給付支払額は、年金数理計算

に基づいて算定されます。当該制度に係る負債は、制度資産の時価または予測給付支払額の現在価値のいずれか

大きい方で計上されております。平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における連結貸借対照表の認識額

は、未払退職年金費用としてそれぞれ1,265百万円及び937百万円を計上しております。 

平成28年度及び平成29年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額（税効果調整前）における制度資産と

予測給付債務の変動等は、以下のとおりであります。 

 
 

平成28年度
 

（単位 百万円）

平成29年度

  国内制度 海外制度   国内制度 海外制度

年金数理上の純（△利益）損失 － △ 141   － △ 194

制度の変更 － －   － △ 6

数理差異の償却 － △ 24   － 1

過去勤務費用の償却 － 26   － 168

制度の縮小及び清算による損失（△利益） － －   － 121

その他の包括利益（△損失）累計額計上額 － △ 139   － 90

 

３．確定拠出年金制度

平成28年度及び平成29年度において、当社と一部の子会社が計上した確定拠出年金制度の費用はそれぞれ

2,127百万円及び2,000百万円であります。 
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（注８）利益準備金及び配当金

現金配当金及び利益準備金への繰入は、会社法に基づき当該年度に確定した金額によっております。

したがって、連結財務諸表には定時株主総会に付議された平成29年度に関する１株当たり60円、総額7,572百

万円の配当金は含まれておりません。

１株当たり現金配当金は、当該年度において支払われた配当金に基づき計算しております。

（注９）ストックオプション制度 

当社及び子会社は、ストックオプション制度に係る報酬費用を平成28年度及び平成29年度において、それぞれ

450百万円及び310百万円認識しております。

また、当該報酬費用に係る税金軽減額を、平成28年度及び平成29年度において、それぞれ77百万円及び96百万

円認識しております。ストックオプション権利行使により実現した税金軽減額は、平成28年度及び平成29年度に

おいて、それぞれ46百万円及び35百万円であります。

１．当社 ストックオプション制度

当社は、２種類のストックオプション制度を導入しております。２種類のストックオプション制度のうち、一

つは、通常型ストックオプションであり、当社幹部社員、当社関係会社の取締役及び幹部社員に対して、一つの

権利につき当社株式100株の購入が可能な新株予約権が付与され、付与日後２年間の継続的な勤務提供によって

権利確定となり、４年間の権利行使期間を有するものです。このストックオプションの行使価額は、付与日にお

ける当社の普通株式の市場価格と同等、またはそれ以上の金額であります。

もう一つは、以下の株式報酬型ストックオプションであり、②については業績達成条件を付しております。

①当社取締役及び執行役員に対して、一つの権利につき当社株式100株の購入が可能な新株予約権が付与さ

れ、付与日に完全に権利確定となり、20年間の権利行使期間を有するものであります。このストックオプション

の行使価額は、１円に設定しております。

②当社取締役及び執行役員に対して、一つの権利につき当社株式100株の購入が可能な新株予約権が付与さ

れ、中期経営計画達成度合に応じて権利確定となり、20年間の権利行使期間を有するものであります。このスト

ックオプションの行使価額は、１円に設定しております。

平成28年度及び平成29年度におけるストックオプションの状況は、次のとおりであります。

  平成28年度 

  株式数 
加重平均 

行使価額 

加重平均 

残存契約期間 

本源的 

価値総額 

  （株） （円） （年） （百万円） 

期首現在未行使 532,500 2,573    

付与 104,100 1    

行使 136,700 3,459    

喪失または行使期限切れ 12,400 4,952    

期末現在未行使 487,500 1,714 11.0 2,211

期末現在行使可能 401,100 2,083 9.2 1,671

期末日後権利確定予定 86,400 1 19.3 540

 

  平成29年度 

  株式数 
加重平均 

行使価額 

加重平均 

残存契約期間 

本源的 

価値総額 

  （株） （円） （年） （百万円） 

期首現在未行使 487,500 1,714    

付与 47,500 1    

行使 77,200 2,638    

喪失または行使期限切れ 40,700 4,024    

期末現在未行使 417,100 1,123 12.4 2,472

期末現在行使可能 327,700 1,429 10.7 1,842

期末日後権利確定予定 89,400 1 18.5 630
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平成29年３月31日現在において、すべての付与したストックオプションは権利が確定しているか、権利が確定

する予定であります。なお、平成28年度及び平成29年度に行使されたストックオプションの本源的価値総額は、

それぞれ616百万円及び336百万円であります。平成28年度及び平成29年度において、ストックオプションの行使

により受領した現金は、それぞれ473百万円及び204百万円であります。 

平成29年度における未行使ストックオプションの状況は、次のとおりであります。

  平成29年度 

行使価額の範囲 株式数 
加重平均 

残存契約期間 
加重平均行使価額 

（円） （株） （年） （円） 

1 297,300 16.8 1

3,550 37,800 1.3 3,550

3,836 55,600 2.3 3,836

4,567 26,400 0.3 4,567

1 ～ 4,567 417,100 12.4 1,123

 

平成28年度及び平成29年度における権利未確定のストックオプションの状況は、次のとおりであります。 

  平成28年度   平成29年度

  株式数
加重平均

公正価値
  株式数

加重平均

公正価値

  （株） （円）   （株） （円） 

期首現在権利未確定 118,800 840   86,400 6,806

付与 104,100 6,806   47,500 4,273

権利確定 136,500 1,614   36,700 4,508

喪失 － －   7,800 6,806

期末現在権利未確定 86,400 6,806   89,400 6,404

 

平成29年３月31日現在、当社における権利未確定のストックオプションに係る未認識の報酬費用は258百万円

であります。当該未認識の報酬費用は、1.3年の加重平均権利確定期間にわたって認識される予定です。平成28

年度及び平成29年度において権利確定したストックオプションの公正価値総額は、それぞれ220百万円及び142百

万円であります。 
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これらのストックオプションの付与日における公正価値は、次の前提条件のもとでブラック・ショールズ・オ

プション・プライシング・モデルを用いて見積もられました。

 

株式報酬型ストックオプション      

  平成28年度   平成29年度 

付与日公正価値 6,806円   4,273円 

予想残存期間 9.6年   9.1年 

無リスク利子率 0.33％   △0.33％

株価変動率 35.14％   38.51％

予想配当利回り 1.18％   2.29％

 

２．子会社 ストックオプション制度 

当社のある子会社は、同社及びその関係会社の取締役及び幹部社員に対して、１つの権利につき同社株式１株

の購入が可能な２種類のストックオプションを付与しております。１つ (種類Ａ) は付与日後５年間にわたり段

階的に権利確定となります。もう一方 (種類Ｂ) はある特定の業績条件を達成した際にその50％が権利確定し、

残りはその後３年間にわたり段階的に権利確定となります。

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在においては、種類Ｂに係る業績条件の達成可能性が確からしくな

いため、平成28年度及び平成29年度においてその報酬費用は認識しておらず、開示を省略しております。これら

ストックオプションは付与日後８年間の権利行使期間を有しており、ある特定の条件を達成した際、権利行使可

能となります。

これらストックオプションの権利行使があった場合は、新株を発行することとしております。 

また、同社は非上場であり、その公正価値は見積もりを用いた評価技法に基づいて決定されております。 
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平成28年度及び平成29年度における種類Ａのストックオプションの状況は、次のとおりであります。

  平成28年度 

  株式数 
加重平均 

行使価額 

加重平均 

残存契約期間 

本源的 

価値総額 

  （株） （米ドル） （年） （千米ドル） 

期首現在未行使 86,400,000 0.00128    

付与 － －    

行使 － －    

喪失または行使期限切れ － －    

条件変更 － －    

期末現在未行使 86,400,000 0.00128 2.8 113,937

期末現在行使可能 － － － －

期末現在権利確定済 86,400,000 0.00128 2.8 113,937

期末日後権利確定予定 － － － －

 

  平成29年度 

  株式数 
加重平均 

行使価額 

加重平均 

残存契約期間 

本源的 

価値総額 

  （株） （米ドル） （年） （千米ドル） 

期首現在未行使 86,400,000 0.00128    

付与 － －    

行使 － －    

喪失または行使期限切れ 86,400,000 0.00128    

条件変更 － －    

期末現在未行使 － － － －

期末現在行使可能 － － － －

期末現在権利確定済 － － － －

期末日後権利確定予定 － － － －

 

また、平成28年度及び平成29年度における権利未確定の種類Ａのストックオプションの状況は、次のとおりで

あります。 

  平成28年度   平成29年度 

  株式数
加重平均

公正価値

 

 
株式数

加重平均

公正価値

  (株) (米ドル)   (株) (米ドル)

期首現在権利未確定 28,800,000 0.06204   － －

付与 － －   － －

権利確定 28,800,000 0.06204   － －

喪失 － －   － －

期末現在権利未確定 － －   － －

 

平成28年度において権利確定した種類Ａのストックオプションの公正価値総額は、1,787千米ドルでありま

す。

種類Ａのストックオプションの付与日における公正価値は、次の前提条件のもとで二項モデルを用いて見積も

られました。 

  平成24年度 

付与日公正価値 0.06204米ドル 

予想残存期間 5.95年 

無リスク利子率 2.48％

株価変動率 50.00％
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（注10）純資産 

平成28年度及び平成29年度における当社株主に帰属する当期純利益及び非支配株主との取引は、次のとおりで

あります。

    (単位 百万円) 
 

  平成28年度   平成29年度 

  当社株主に帰属する当期純利益 64,828   145,099

Amperex Technology Ltd. の 

 普通株式取得に伴う資本剰余金の減少 
△ 18,959   △ 5,805

Micronas Semiconductor Holding AG の

 普通株式取得に伴う資本剰余金の減少
△ 2   △ 53

Tronics Microsystems SA の

 普通株式取得に伴う資本剰余金の減少
－   △ 73

Magnecomp Precision Technology Public Co.,Ltd. の 

 普通株式取得に伴う資本剰余金の減少 
△ 0   △ 0

  非支配株主との取引 (純額) △ 18,961   △ 5,931

  当社株主に帰属する当期純利益及び 

   非支配株主との取引による変動 
45,867   139,168

 

（注11）その他の包括利益（△損失） 

平成28年度及び平成29年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は、次のとおりであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度

  外貨換算調整額 年金債務調整額
有価証券未実現

利益（△損失）
  合計

平成27年３月31日現在 36,547 △ 53,332 10,903   △ 5,882

連結子会社による

資本取引及びその他
2,894 － －   2,894

組替修正前

その他の包括利益（△損失）
△ 61,496 △ 33,937 △ 7,533   △ 102,966

組替修正額 324 2,382 539   3,245

その他の包括利益（△損失） △ 61,172 △ 31,555 △ 6,994   △ 99,721

非支配持分帰属

その他の包括利益（△損失）
△ 422 △ 2 －   △ 424

平成28年３月31日現在 △ 21,309 △ 84,885 3,909   △ 102,285

 

      （単位 百万円）
 

  平成29年度

  外貨換算調整額 年金債務調整額
有価証券未実現

利益（△損失）
  合計

平成28年３月31日現在 △ 21,309 △ 84,885 3,909   △ 102,285

連結子会社による

資本取引及びその他
△ 143 － －   △ 143

組替修正前

その他の包括利益（△損失）
△ 18,155 7,943 △ 194   △ 10,406

組替修正額 △ 711 5,522 △ 80   4,731

その他の包括利益（△損失） △ 18,866 13,465 △ 274   △ 5,675

非支配持分帰属

その他の包括利益（△損失）
471 1 －   472

平成29年３月31日現在 △ 40,789 △ 71,421 3,635   △ 108,575
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平成28年度及び平成29年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額からの組替修正額の内訳は、次のとお

りであります。 

    （単位 百万円）
 

  組替修正額(1)  
影響を受ける

連結損益計算書の項目

  平成28年度   平成29年度    

外貨換算調整額：          

  △ 319   750   販売費及び一般管理費

  －   △ 39   その他営業費用（△収益）

  △ 5   －   関連会社利益持分

  －   －   税効果額

  △ 324   711   税効果調整後

年金債務調整額：          

  △ 2,976   △ 6,507   (2)

  594   985   税効果額

  △ 2,382   △ 5,522   税効果調整後

有価証券未実現利益（△損失）：          

  △ 402   80   有価証券関連損益（純額）

  △ 137   －   税効果額

  △ 539   80   税効果調整後

組替修正額合計－税効果調整後 △ 3,245   △ 4,731    

(1) 金額の増加（減少）は、連結損益計算書における利益の増加（減少）を示しております。

(2) 期間純年金費用に含めております。（注７）未払退職年金費用をご参照ください。
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平成28年度及び平成29年度におけるその他の包括利益（△損失）に含まれる税効果額及び組替修正額は、次の

とおりであります。

         （単位 百万円）

  平成28年度

  税効果調整前   税効果額   税効果調整後

外貨換算調整額：          

外貨換算調整額の総変動額 △ 61,716   220   △ 61,496

海外関係会社の清算等に伴い実現した

組替修正額
324

 
－

 
324

純変動額 △ 61,392   220   △ 61,172

年金債務調整額：          

年金債務調整額の発生額 △ 33,594   △ 343   △ 33,937

償却及び制度の縮小・清算等による

組替修正額
2,976   △ 594

 
2,382

純変動額 △ 30,618   △ 937   △ 31,555

有価証券未実現利益（△損失）：          

未実現利益（△損失）発生額 △ 10,648   3,115   △ 7,533

組替修正額 402   137   539

純変動額 △ 10,246   3,252   △ 6,994

その他の包括利益（△損失） △ 102,256   2,535   △ 99,721

 

         （単位 百万円）

  平成29年度

  税効果調整前   税効果額   税効果調整後

外貨換算調整額：          

外貨換算調整額の総変動額 △ 17,720   △ 435   △ 18,155

海外関係会社の清算等に伴い実現した

組替修正額
△ 711

 
－

 
△ 711

純変動額 △ 18,431   △ 435   △ 18,866

年金債務調整額：          

年金債務調整額の発生額 7,390   553   7,943

償却及び制度の縮小・清算等による

組替修正額
6,507   △ 985

 
5,522

純変動額 13,897   △ 432   13,465

有価証券未実現利益（△損失）：          

未実現利益（△損失）発生額 △ 302   108   △ 194

組替修正額 △ 80   －   △ 80

純変動額 △ 382   108   △ 274

その他の包括利益（△損失） △ 4,916   △ 759   △ 5,675

 

（注12）リース関係

当社及び一部の子会社は、事務所及びその他の施設を平成30年度から平成31年度にわたって期限の到来する

種々の解約可能リース契約により賃借しております。

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、連結貸借対照表上の有形固定資産に含まれているキャピタル・

リースの資産計上額及び減価償却累計額は、次のとおりであります。

      （単位 百万円） 
 

  平成28年度   平成29年度

建物－取得原価 5,307   3,988

機械装置及び器具備品－取得原価 7,812   3,380

減価償却累計額 △ 2,758   △ 3,406

リース資産－純額 10,361   3,962

 
キャピタル・リース資産の償却費は、連結損益計算書上の売上原価、販売費及び一般管理費に含まれておりま

す。
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平成28年度及び平成29年度におけるオペレーティング・リースに係る賃借料は、それぞれ8,962百万円及び

9,016百万円であります。

平成29年３月31日現在、キャピタル・リース及び一年を超えるリース期間の解約不能なオペレーティング・リ

ース契約に基づく年度別最低賃借料支払予定額は、次のとおりであります。

  （単位 百万円） 

    キャピタル・リース   オペレーティング・リース 

年度別支払予定額：        

平成30年度   1,218   5,624

平成31年度   964   4,216

平成32年度   817   3,161

平成33年度   752   2,070

平成34年度   737   1,708

平成35年度以降   9,834   10,314

最低賃借料支払予定額合計   14,322   27,093

利息相当額   8,839    

正味最低賃借料支払予定額の現在価値   5,483    

一年以内返済予定分   635    

長期リース債務 

（一年以内返済予定分を除く） 
  4,848    

 

（注13）契約及び偶発債務 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、有形固定資産の購入契約残高は次のとおりであります。

    （単位 百万円）

  平成28年度   平成29年度

有形固定資産の購入契約残高 64,357    53,878

 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、一部の海外子会社は生産活動に必要となる原材料及び電力等に

ついて供給業者と最低購入契約を締結しております。これらの契約に基づく購入契約残高は次のとおりでありま

す。平成29年度における購入契約残高の減少は、主に原材料の契約減によるものであります。

    （単位 百万円）

  平成28年度   平成29年度

原材料及び電力等の購入契約残高 73,679    28,010

 

また、当社グループは、従業員の借入金に対する債務保証を行っております。保証の対象は住宅購入のための

借入資金であり、仮に従業員が債務不履行に陥った場合は当社グループが代位弁済を求められることになりま

す。

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、債務不履行が発生した場合、当社グループが負担する割引前最

高支払額は、次のとおりであります。

    （単位 百万円）

  平成28年度   平成29年度

従業員の借入金に対する保証債務 1,213   956

 

平成29年３月31日現在、当社グループが行った債務保証に対して見積公正価値に基づき計上した負債額は重要

ではありません。

当社は、平成28年７月よりＨＤＤ用サスペンション事業に関する独占禁止法違反の疑いについて競争当局より

調査を受けています。現時点では調査の結果を合理的に予測することは困難です。

また、当社及び一部の子会社に対して係争中の案件があります。しかし顧問弁護士の意見も参考にして、当社

の経営者は、当社グループの連結財政状態及び経営成績に重要な影響を与える追加債務はないと考えておりま

す。 
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（注14）リスクマネジメント及びデリバティブ金融商品 

リスク管理方針 

当社及び子会社は国際的に事業を営んでおり、外国為替相場の変動リスクにさらされております。また、事業

に係る原材料調達の価格変動リスクにもさらされております。当社及び子会社は、外国為替相場及び原材料価格

の変動を継続的に注視すること及びヘッジ機会を検討することによって、これらのリスクを評価しております。

当社及び子会社は、それらのリスクを軽減するためデリバティブ金融商品を活用しております。当社及び子会社

は、デリバティブ金融商品をトレーディング目的として保有または発行しておりません。当社及び子会社は、こ

れらの金融商品の取引相手が契約を履行しない場合の信用関連リスクにさらされておりますが、これらの取引相

手の信用格付等を考慮しますと、当社及び子会社はいずれの取引相手もその義務を履行することができると考え

ております。これらの金融商品に係る信用リスクは、当該契約の公正価値で表されます。また、当該契約の公正

価値は、金融機関等より提示された相場を基に算定しております。なお、信用リスク関連の偶発特性を有する金

融派生商品は契約しておりません。

（１）海外子会社等への純投資ヘッジ 

当社及び子会社は、海外子会社等への純投資の為替変動リスクをヘッジする目的で、為替予約を利用していま

す。これらのヘッジ手段の評価損益は、その他の包括利益（△損失）の一部である外貨換算調整額に計上されて

おります。なお、ヘッジ手段に指定されたデリバティブの実現損益はありません。また、これらの純投資ヘッジ

に非有効部分及び有効性評価から除外された金額はありません。 

（２）ヘッジ手段の指定を行っていないデリバティブ 

当社及び子会社は、主に外貨建て資産及び負債並びに予定取引に係る為替リスクを管理するために、先物為替

予約契約、直物為替先渡取引契約、通貨スワップ契約及び通貨オプション契約を締結しております。また、当社

及び子会社は原材料価格の変動リスクを管理するために、商品先物取引契約を締結しております。これらの契約

はヘッジ会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしておりませんが、経済的な観点からはヘッジと

して有効と判断しております。ヘッジ指定していないこれらの契約の公正価値は、ただちに収益または費用とし

て認識されます。 

平成28年度及び平成29年度における金融派生商品の連結損益計算書及び連結包括利益計算書への影響（税効果

調整前）は、次のとおりであります。 

（１）純投資ヘッジにおける金融派生商品 

        （単位 百万円） 
 

   
その他の包括利益（△損失）に認識された

デリバティブ等の損益（有効部分） 

    平成28年度   平成29年度

先物為替予約   －   725

 

（２）ヘッジ手段の指定を行っていない金融派生商品 

          （単位 百万円） 
 

 
科目 

  デリバティブ(△損)益認識額

    平成28年度   平成29年度

先物為替予約 為替差（△損）益   629   518

直物為替先渡取引 為替差（△損）益   △ 253   △ 25

通貨スワップ 為替差（△損）益   △ 680   3,074

通貨オプション 為替差（△損）益   175   △ 52

商品先物取引 売上原価   △ 149   291

  合計   △ 278   3,806
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平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における金融派生商品の契約残高及び公正価値は、次のとおりで

あります。 

 
平成28年度 

ヘッジ手段の指定を行っていない金融派生商品： 

 
契約残高

（百万円）

デリバティブ資産 デリバティブ負債

 
公正価値

（百万円）
勘定科目

公正価値

（百万円）
勘定科目

先物為替予約 104,623 981
前払費用及び

その他の流動資産
517 その他の流動負債

直物為替先渡取引 4,345 － － 34 その他の流動負債

通貨スワップ 39,182

176
前払費用及び

その他の流動資産
889 その他の流動負債

273 その他の資産 10 その他の固定負債

通貨オプション 544 15
前払費用及び

その他の流動資産 － －

商品先物取引 1,173 18
前払費用及び

その他の流動資産
78 その他の流動負債

 

平成29年度 

ヘッジ目的でヘッジ手段指定された金融派生商品： 

 
契約残高

（百万円）

デリバティブ資産 デリバティブ負債

 
公正価値

（百万円）
勘定科目

公正価値

（百万円）
勘定科目

先物為替予約 133,201 752
前払費用及び

その他の流動資産 27 その他の流動負債

ヘッジ手段の指定を行っていない金融派生商品：

 
契約残高

（百万円）

デリバティブ資産 デリバティブ負債

 
公正価値

（百万円）
勘定科目

公正価値

（百万円）
勘定科目

先物為替予約 97,837 119
前払費用及び

その他の流動資産
670 その他の流動負債

直物為替先渡取引 5,181 － － 71 その他の流動負債

通貨スワップ 17,093

188
前払費用及び

その他の流動資産
－ －

1,351 その他の資産 11 その他の固定負債

商品先物取引 943 186
前払費用及び

その他の流動資産
－ －
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（注15）金融商品の公正価値 

公正価値の見積もりが可能な金融商品につき、その見積もりに用いられた方法及び仮定は次のとおりでありま

す。

(1) 現金及び現金同等物、短期投資、売上債権、未収税金、前払費用及びその他の流動資産、短期借入債務、

仕入債務、未払給与賃金、未払費用等、未払税金及びその他の流動負債

これらの金融商品（デリバティブ金融商品を除く）は期日が短く、帳簿価額がほぼ公正価値に等しくなっ

ております。

(2) 有価証券及び投資、その他の資産

有価証券及び投資の公正価値は、その取引相場を基に算定しております。その他の資産に含まれる長期貸

付金の公正価値は、それぞれの長期貸付金の将来のキャッシュ・フローを、同様の期日をもった類似の貸付

を決算日に行った場合の貸付利率で割引いた金額または、同一または類似債券の取引所の相場を基に見積も

っており、（注16）のレベル２に分類しております。 

(3) 長期借入債務

長期借入債務の公正価値は、それぞれの長期借入債務の将来のキャッシュ・フローを、同様の期日をもっ

た類似の借入を当社グループが決算日に行った場合の借入利率で割引いた金額または、同一または類似債券

の取引所の相場を基に見積もっており、（注16）のレベル２に分類しております。

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、金融商品の帳簿価額と公正価値の見積額は次のとおりでありま

す。

              （単位 百万円）
 

    平成28年度       平成29年度  

  帳簿価額   公正価値   帳簿価額   公正価値

資産：              

その他の投資及びその他の資産 23,547   23,547   24,156   24,156

負債：              

１年以内返済予定分を含む長期借入債務

(リース債務除く)
△ 165,277

 
△ 166,609

 
△ 250,969

 
△ 250,289

 

デリバティブ金融商品は、（注14）に記載しております。

公正価値の見積もりの限界

公正価値の見積もりは、関連するマーケット情報や金融商品に関する情報に基づき、特定の時点を基準に行わ

れております。こうした見積もりは、その性格上主観的であり、不確定要素や相当の判断が介入する余地を有し

ております。したがって、正確さを求めることはできません。仮定が変更されれば、見積額に重要な影響を与え

ることもあり得ます。
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（注16）公正価値の測定と開示

ＡＳＣ 820「公正価値の測定と開示」は、公正価値をその資産または負債に関する主要なまたは最も有利な市

場において測定日における市場参加者間の秩序ある取引により資産を売却して受け取るであろう価格、または負

債を移転するために支払うであろう価格と定義しております。ＡＳＣ 820 は、公正価値の測定に使用されるイ

ンプットの優先順位を付ける公正価値の階層を３つのレベルとし、次のとおり定めております。 

レベル１・・・当社グループが測定日に入手可能な、活発な市場における同一の資産または負債の調整不要な取

引価格

レベル２・・・“レベル１”に属する取引価格以外で、直接的あるいは間接的にその資産または負債に関連して

市場から入手可能なインプット 

レベル３・・・その資産または負債に関連する観察不能なインプット 

経常的に公正価値で測定される資産及び負債 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在における経常的に公正価値で測定される資産及び負債は、次のと

おりであります。 

（単位 百万円）

    平成28年度  

  レベル１ レベル２ レベル３ 合  計 

資 産：        

金融派生商品：        

先物為替予約 － 981 － 981

通貨スワップ － 449 － 449

通貨オプション － 15 － 15

商品先物取引 － 18 － 18

投資（負債証券）：        

コマーシャルペーパー － 114 － 114

公共事業債 2 － － 2

投資（持分証券）：        

製造業 7,699 － － 7,699

その他 1,619 － － 1,619

投資（投資信託） 1,215 － － 1,215

信託資金投資 6,858 － － 6,858

資産 合計 17,393 1,577 － 18,970

         

負 債：        

金融派生商品：        

先物為替予約 － 517 － 517

直物為替先渡取引 － 34 － 34

通貨スワップ － 899 － 899

商品先物取引 － 78 － 78

負債 合計 － 1,528 － 1,528
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（単位 百万円）

    平成29年度  

  レベル１ レベル２ レベル３ 合  計 

資 産：        

金融派生商品：        

先物為替予約 － 871 － 871

通貨スワップ － 1,539 － 1,539

商品先物取引 － 186 － 186

投資（負債証券）：        

コマーシャルペーパー － 116 － 116

公共事業債 2 － － 2

投資（持分証券）：        

製造業 6,784 － － 6,784

その他 2,189 － － 2,189

投資（投資信託） 1,027 － － 1,027

信託資金投資 6,850 － － 6,850

資産 合計 16,852 2,712 － 19,564

         

負 債：        

金融派生商品：        

先物為替予約 － 697 － 697

直物為替先渡取引 － 71 － 71

通貨スワップ － 11 － 11

負債 合計 － 779 － 779

 

レベル１の有価証券及び投資は、十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における調整不要な市場価格で

評価しております。信託資金投資はその他の資産に含まれ、従業員給与の一部を預かり、調整不要な市場価格を

有する金融商品で投資運用を行っている残高であります。 

レベル２の金融派生商品は先物為替予約、直物為替先渡取引、通貨スワップ、通貨オプション及び商品先物取

引によるものであり、取引相手方から入手した相場価格に基づき評価され、外国為替レート及び商品市況等の観

察可能な市場インプットに基づき検証しております。また、投資はコマーシャルペーパーであり、観察可能な市

場データによる第三者機関の評価に基づいた公正価値を認識しております。 
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非経常的に公正価値で測定される資産及び負債 

平成29年度おいて非経常的に公正価値で測定される資産及び負債は、次のとおりであります。なお、平成28年

度において非経常的に公正価値で測定される重要な資産及び負債はありません。 

（単位 百万円）
 

  平成29年度

  損益計上額 レベル１ レベル２ レベル３ 

資 産：        

関連会社投資 43,200 － － 123,250

長期性資産（有形固定資産） △ 16,505 － － 9,742

長期性資産（無形固定資産） △ 306 － － －

のれん △ 2,600 － － －

 

平成29年度において、ディスカウント・キャッシュ・フロー法に基づきRF360 Holdings Singapore PTE.Ltd.

の持分49％の簿価80,050百万円を公正価値123,250百万円で再評価し、43,200百万円の評価益を計上しておりま

す。資産の使用から見込まれるディスカウント・キャッシュ・フローまたは社外の不動産鑑定士による不動産鑑

定評価額等に基づき長期性資産（有形固定資産）の簿価26,247百万円を公正価値9,742百万円まで、同様に長期

性資産（無形固定資産）の簿価306百万円を全額減損しております。また、ディスカウント・キャッシュ・フロ

ー法に基づきのれんの簿価2,600百万円を全額減損しております。これらの公正価値は、観察不能なインプット

を使用して評価したため、レベル３に分類しております。 

この結果、平成29年度における一時的でない公正価値の下落により生じた減損は19,411百万円であり、損益に

含めております。 

（注17）長期性資産の減損 

平成28年度及び平成29年度において、長期性資産の減損損失をそれぞれ533百万円及び16,811百万円計上して

おり、販売の低迷等に伴う収益力の低下により回収が見込めない資産について、帳簿価額を公正価値まで減額し

ております。

なお、減損損失は連結損益計算書の、その他の営業費用（△収益）に含めております。

減損損失の内訳は、平成28年度において、受動部品533百万円であります。また平成29年度において、受動部

品6,488百万円、磁気応用製品10,278百万円、全社及び消去45百万円であります。
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（注18）のれん及びその他の無形固定資産 

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在におけるのれんを除く無形固定資産の状況は、次のとおりであり

ます。

        （単位 百万円） 
 

    平成28年度       平成29年度  

  取得価額 償却累計額 帳簿価額   取得価額 償却累計額 帳簿価額 

償却無形固定資産：           

特許権 31,946 20,808 11,138   17,016 7,069 9,947

顧客関係 23,376 19,173 4,203   21,510 17,307 4,203

ソフトウェア 31,957 16,789 15,168   31,832 14,642 17,190

特許以外の技術 24,517 22,182 2,335   25,170 17,853 7,317

その他 7,763 1,846 5,917   11,339 2,642 8,697

合計 119,559 80,798 38,761   106,867 59,513 47,354

非償却無形固定資産：              

商標権 6,820   6,820   3,087   3,087

その他 243   243   1,380   1,380

合計 7,063   7,063   4,467   4,467

 

償却対象の無形固定資産は、見積耐用年数にわたり残存簿価がゼロになるまで定額法で償却されます。特許権

は３年から19年、顧客関係は４年から17年、自社利用のソフトウェアは２年から10年、特許以外の技術は３年か

ら20年、その他の無形固定資産は２年から７年の耐用年数となっております。 

平成28年度及び平成29年度における償却費用は、それぞれ8,127百万円及び10,400百万円であります。今後５

年間の見積償却費用は、平成30年度7,730百万円、平成31年度7,378百万円、平成32年度7,078百万円、平成33年

度6,585百万円及び平成34年度5,889百万円となっております。 

平成28年度における、のれんを除く無形固定資産の重要な取得はありません。 

平成28年度におけるMicronas Semiconductor Holding AG及びその子会社の買収にかかる株式取得価額の配分

について、有価証券報告書提出日時点において入手可能な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、磁気

応用製品セグメントに配分されるのれんの金額を12,110百万円としておりました。 

平成29年度において取得価額の配分手続が完了した結果、のれんの金額を1,032百万円に修正しております。

また、当該配分手続において、償却無形固定資産の特許以外の技術へ4,558百万円を配分しております。 

平成29年度におけるHutchinson Technology Incorporated及びその子会社の買収にかかる株式取得価額の配分

について、第３四半期報告書提出日時点において入手可能な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、磁

気応用製品セグメントに配分されるのれんの金額を14,298百万円としておりました。 

平成29年度において取得価額の配分手続が完了した結果、のれんの金額を5,809百万円に修正しております。

また、当該配分手続において、償却無形固定資産の特許以外の技術へ1,409百万円、顧客関係へ357百万円、非償

却無形固定資産のその他へ1,041百万円を配分しております。 

平成29年度におけるTronics Microsystems SA及びその子会社の買収にかかる株式取得価額の配分について、

第３四半期報告書提出日時点において入手可能な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、受動部品セグ

メントに配分されるのれんの金額を2,258百万円としておりました。また、当該配分手続において、償却無形固

定資産の顧客関係へ1,062百万円、特許以外の技術へ1,350百万円、その他へ232百万円を配分しておりました。 

平成29年度において取得価額の配分手続が進捗した結果、のれんの金額を2,429百万円に修正しております。

また、当該配分手続において、償却無形固定資産の顧客関係へ778百万円、特許以外の技術へ1,285百万円、その

他へ150百万円を配分しております。本有価証券報告書提出日現在においても取得価額の配分が完了していない

ため、当該金額は暫定的に算定された金額であります。 

平成29年度におけるICsense NVの買収にかかる株式取得価額の配分について、平成29年度末時点において入手

可能な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、磁気応用製品セグメントに配分されるのれんの金額を

1,878百万円としております。本有価証券報告書提出日現在においても取得価額の配分が完了していないため、

当該金額は暫定的に算定された金額であります。 

以上の買収の詳細に関しては（注21）をご参照ください。 
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平成28年度及び平成29年度におけるのれんのセグメント別帳簿価額の変動は、次のとおりであります。 

        （単位 百万円） 

  受動部品 磁気応用製品 
フィルム応用 

製品 
その他 合計 

平成27年３月31日現在          

のれん額 28,855 28,481 10,450 883 68,669

累計減損額 △ 457 △ 4,208 － △ 774 △ 5,439

  28,398 24,273 10,450 109 63,230

取得 － 12,110 － － 12,110

減損 － － － － －

その他 － － － － －

外貨換算調整額 △ 578 △ 1,039 △ 711 － △ 2,328

平成28年３月31日現在          

のれん額 28,267 39,430 9,739 835 78,271

累計減損額 △ 447 △ 4,086 － △ 726 △ 5,259

  27,820 35,344 9,739 109 73,012

取得 2,429 7,687 － 1,216 11,332

減損 △ 2,600 － － － △ 2,600

その他 △ 8,085 △ 11,078 － － △ 19,163

外貨換算調整額 △ 1,515 82 △ 117 － △ 1,550

平成29年３月31日現在          

のれん額 21,046 36,113 9,622 2,046 68,827

累計減損額 △ 2,997 △ 4,078 － △ 721 △ 7,796

  18,049 32,035 9,622 1,325 61,031

 

平成28年度におけるのれんの取得は、磁気応用製品セグメントに属する自動車・産業機器向け磁気センサ事業

を主に営むMicronas Semiconductor Holding AG 及びその子会社を買収したことによるものです。 

平成29年度におけるのれんの取得は主に、磁気応用製品セグメントに属するＨＤＤ用サスペンション事業を主

に営むHutchinson Technology Incorporated及びその子会社を買収したことによるもの、受動部品セグメントに

属するＭＥＭＳセンサ事業を主に営むTronics Microsystems SA及びその子会社を買収したことによるもの、磁

気応用製品セグメントに属するＡＳＩＣ及びカスタムＩＣ事業を主に営むICsense NVを買収したことによるもの

です。 

また、Micronas Semiconductor Holding AGの取得価額の配分手続が完了したことにより、磁気応用製品セグ

メントののれんの金額が11,078百万円減少しております。 

なお、平成29年度において、事業の譲渡により受動部品セグメントののれんの金額が8,085百万円減少してお

ります。詳細に関しては（注22）をご参照ください。 

平成29年度において、アルミ電解コンデンサ事業における外部環境の変化に伴い、将来の期待収益を見直した

ことにより、のれんを2,600百万円減損しております。その公正価値はディスカウント・キャッシュ・フロー法

により算定しております。なお、減損損失は連結損益計算書のその他の営業費用（△収益）に含めております。 
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（注19）１株当たり当社株主に帰属する当期純利益

基本及び希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益の計算における分子及び分母の調整は、次のとお

りであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

  基本 希薄化後   基本 希薄化後

当社株主に帰属する当期純利益 64,828 63,784   145,099 145,099

           

      （単位 千株）

加重平均発行済普通株式数 126,068 126,068   126,156 126,156

ストックオプション行使による増加株式数 － 322   － 284

加重平均発行済普通株式数－合計 126,068 126,390   126,156 126,440

           

      （単位 円）

１株当たり当社株主に帰属する

当期純利益

 

514.23

 

504.66

   

1,150.16

 

1,147.57

 

平成28年度における当社株主に帰属する当期純利益に対する希薄化は、連結子会社が発行するストックオプショ

ンの行使を仮定した場合の利益の減少により生じております。 

平成28年度及び平成29年度において、当社の一部のストックオプションは、その影響が希薄化効果を有しないた

め、それぞれの希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益の算定に含めておりません。なお、ある特定の

業績条件を達成した際に権利確定となる連結子会社のストックオプションについても、平成28年３月31日時点にお

いては、その条件の達成可能性が確からしくないため、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益の算定

に含めておりません。 

（注20）関連当事者取引

平成28年３月31日及び平成29年３月31日現在、関連会社に対する債権・債務は次のとおりであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

債権 2,335   4,954

債務 358   1,824

 

なお、平成28年3月31日及び平成29年3月31日現在における債権にはそれぞれ、長期貸付金489百万円及び448百

万円を含めております。

 

平成28年度及び平成29年度における関連会社に対する仕入高、研究開発費及び特許料、広告宣伝費、受取利

息、受取賃貸料等並びに売上高は次のとおりであります。

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

総仕入高 3,969   4,502

有償支給分を除く △ 79   △ 50

純仕入高 3,890   4,452

研究開発費及び特許料 263   254

広告宣伝費 158   135

受取利息 221   23

受取賃貸料等 800   －

売上高 2,582   996
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（注21）買収 

（１）Micronas Semiconductor Holding AG（以下、Micronas） 

平成28年３月８日（以下、取得日）、当社グループは、平成27年12月17日に締結された株式取引基本契約に従

って実施された公開買付により、Micronasの自己株式控除後の発行済株式の93.33％に当たる26,154千株を取得

価額22,440百万円で現金取得し、Micronas及びその子会社は当社の連結子会社となりました。取得関連費用579

百万円は、販売費及び一般管理費に含めております。 

Micronasはスイスのチューリッヒに本社を置いており、その主な事業は自動車・産業機器向け磁気センサ、シ

ステムの設計、製造、販売であります。 

磁気抵抗素子を用いた磁気センサに強みをもつ当社グループの磁気センサ事業をさらに拡大させるため、磁界

検出に有効なホール素子に加えて、回路設計技術とパッケージング技術に強みを有するMicronasを子会社化し、

当社グループの磁気センサ事業とのシナジー効果を発揮することで、グローバル市場において、さらなる事業拡

大を図ってまいります。 

取得日における取得した資産及び引き受けた負債の金額は、以下のとおりであります。なお、本有価証券報告

書提出日現在、取得価額の配分は完了しております。 

  （単位 百万円）

  公正価値

流動資産 19,667

有形固定資産 16,257

無形固定資産 4,775

投資及びその他の資産 6,978

資産合計 47,677

流動負債 3,065

固定負債 21,687

負債合計 24,752

非支配持分 1,517

取得純資産 21,408

のれん 1,032

合計 22,440

 

その他の無形固定資産のうち主なものは、耐用年数10年の技術4,558百万円であります。のれん1,032百万円は

主として両社の経営資源の融合による超過収益力を見込んだことにより、取得原価が企業結合時の時価総額を上

回ったため計上されたものであります。当該のれんは税務上損金算入されません。 

取得日以降の株式取得により、Micronasの発行済株式3,604千株を取得価額1,485百万円で現金取得し、その結

果、当社によるMicronasの所有割合は100％となりました。 

当社グループはMicronas及びその子会社の取得日以降の経営成績を、当社の連結財務諸表に含めております

が、当該経営成績は重要ではありません。また、平成27年４月１日において当該買収が行われたと仮定した場合

の、前連結会計年度における、売上高及び当社株主に帰属する当期純利益への影響額も重要ではありません。 

（２）Hutchinson Technology Incorporated（以下、ＨＴＩ） 

平成28年10月５日（以下、取得日）、当社グループは、平成27年11月１日に締結された買収契約の条件に従

い、発行済株式の100％に当たる33,942千株を取得価額14,262百万円で現金取得し、ＨＴＩ及びその子会社は当

社の連結子会社となりました。取得関連費用1,347百万円は、販売費及び一般管理費に含めております。 

ＨＴＩは米国ミネソタ州に本社を置いており、その主な事業はＨＤＤサスペンション部品及びサスペンション

の設計、製造、販売であります。この買収により、当社グループのＨＤＤサスペンション事業及びＨＤＤヘッド

事業全体の強化を図ります。 
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取得日における取得した資産及び引き受けた負債の金額は、以下のとおりであります。なお、本有価証券報告

書提出日現在、取得価額の配分は完了しております。 

  （単位 百万円）

  公正価値

流動資産 8,502

有形固定資産 10,925

無形固定資産 2,807

投資及びその他の資産 4,247

資産合計 26,481

流動負債 17,520

固定負債 508

負債合計 18,028

取得純資産 8,453

のれん 5,809

合計 14,262

 

その他の無形固定資産のうち主なものは、耐用年数3年の技術1,409百万円であります。のれん5,809百万円は

主として両社の経営資源の融合による超過収益力を見込んだことにより、取得原価が企業結合時の時価総額を上

回ったため計上されたものであります。当該のれんは税務上損金算入されません。 

当社グループはＨＴＩ及びその子会社の取得日以降の経営成績を、当社の連結財務諸表に含めておりますが、

当該経営成績は重要ではありません。また、平成27年４月１日において当該買収が行われたと仮定した場合の、

前連結会計年度における、売上高及び当社株主に帰属する当期純利益への影響額も重要ではありません。 

（３）Tronics Microsystems SA（以下、Tronics） 

平成28年12月27日（以下、取得日）、当社グループは、平成28年８月１日に締結された株式の公開買付契約に

従って実施された公開買付により、Tronicsの発行済株式の72.78％に当たる2,546千株を取得価額4,107百万円で

現金取得し、Tronics及びその子会社は当社の連結子会社となりました。取得関連費用94百万円は、販売費及び

一般管理費に含めております。非支配持分は、取得日の普通株式の市場価格に基づき評価しております。本有価

証券報告書提出日現在、取得価額の配分は完了しておりません。 

Tronicsはフランスのクロルに本社を置いており、その主な事業はＭＥＭＳセンサの開発、製造、販売であり

ます。 

Tronicsの買収によって、当社グループは最先端のセンサ技術のポートフォリオを拡大し、センサ事業の戦略

的分野を加速的に成長させる基盤を強化することができます。 

取得日以降の株式取得による平成29年3月31日時点での当社グループの所有株式数は2,752千株（所有割合

74.7％）であり、取得価額の総額4,439百万円は現金で支払われました。 

当社グループは、Tronics及びその子会社の取得日以降の経営成績を、当社の連結財務諸表に含めております

が、当該経営成績は重要ではありません。また平成27年４月１日において当該買収が行われたと仮定した場合

の、前連結会計年度における、売上高及び当社株主に帰属する当期純利益への影響額も重要ではありません。 

（４）ICsense NV（以下、ICsense） 

平成29年３月22日（以下、取得日）、当社グループは株式取得に関する契約に従い、ICsenseの発行済株式の

100％に当たる17千株を取得価額2,396百万円で現金取得し、ICsenseは当社の連結子会社となりました。取得関

連費用25百万円は、販売費及び一般管理費に含めております。本有価証券報告書提出日現在、取得価額の配分は

完了しておりません。 

ICsenseはベルギーのルーヴェンに本社を置いており、その主な事業はＡＳＩＣの開発・供給、ならびにカス

タムＩＣの設計であります。

ICsenseの買収は、当社グループの最先端センサ技術のポートフォリオ、センサ事業の拡大が目的です。 

当社グループは、ICsenseの取得日以降の経営成績を、当社の連結財務諸表に含めておりますが、当該経営成

績は重要ではありません。また平成27年４月１日において当該買収が行われたと仮定した場合の、前連結会計年

度における、売上高及び当社株主に帰属する当期純利益への影響額も重要ではありません。 
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（注22）事業の譲渡 

平成29年２月３日、当社は平成28年1月13日に締結したQualcomm Incorporated（以下、Qualcomm）との合弁会

社の設立を伴う業務提携契約に基づき、当社グループの高周波部品事業の一部について事業移管を実行し、また

当社の100％子会社であるEPCOS AGが保有する、当該事業を運営する会社を傘下にもつ持株会社である、RF360 

Holdings Singapore PTE.Ltd.（以下、RF360 Holdings）の持分51％を、Qualcommの間接所有である100％子会社

Qualcomm Global Trading PTE.Ltd.（以下、QGT）へ譲渡いたしました。事業譲渡実行日から30ヶ月後に、RF360 

Holdingsの残りの持分49％を売却及び購入するオプションが、それぞれ当社グループ及びQGTに付与されており

ます。同取引の対価には複数年度にわたって認識される条件付き対価が含まれております。残存するRF360 

Holdingsの持分49％については、公正価値で再評価し、関連会社投資として連結貸借対照表に計上しておりま

す。 

平成29年度において、条件付き対価を含む持分売却に伴う利益102,008百万円及び継続保有する持分49％の公

正価値再測定に伴う評価益43,200百万円の合計145,208百万円を譲渡益として連結損益計算書上の、その他の営

業費用（△収益）に計上しております。なお、連結キャッシュ・フロー計算書上で営業活動による純現金収入と

の調整として表示している、事業の譲渡益149,538百万円との差は、事業の譲渡に伴い発生した費用でありま

す。 

（注23）重要な後発事象 

当社は、センサ事業のさらなる拡大を目的として、平成28年12月21日付で、慣性センサのグローバルカンパニ

ーであるInvenSense,Inc（以下、InvenSense）の株式を取得し、当社の完全子会社とすることについて、

InvenSenseと契約を締結いたしました。この契約に基づき、平成29年５月18日付でInvenSenseの全株式を総額約

13億米ドルで取得し、同社及びその子会社は当社の連結子会社となりました。 

（注24）補足情報 

    （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

(1)損益計算書      

研究開発費 84,920   91,254

賃借料 11,861   11,995

修繕費 28,967   30,295

広告宣伝費 4,286   4,493

       

(2)キャッシュ・フロー計算書      

年間支払額      

利息 3,100   3,429

法人税等 21,229   22,427

 

資金を伴わない活動

平成28年度及び平成29年度において、重要な資金を伴わない活動はありません。
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（注25）セグメント情報

事業の種類別セグメント情報 

当社グループにおける事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち独立した財務情報が入手可能で、マ

ネジメントが経営資源の配分決定や業績の評価を行う際、定常的に用いている区分であります。

事業の種類別セグメントは、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性により複数の事業セグメント

を「受動部品」、「磁気応用製品」及び「フィルム応用製品」の３つの報告セグメントに集約しております。ま

た、報告セグメントに該当しない事業セグメントを「その他」としております。

セグメント区分とそれを構成する主な事業は、次のとおりであります。 

区分 構成する主な事業

受動部品

セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、

インダクティブデバイス（コイル、フェライトコア、トランス）、

高周波部品、圧電材料部品・回路保護部品、センサ

磁気応用製品 ＨＤＤ用ヘッド、ＨＤＤ用サスペンション、磁気センサ、電源、マグネット

フィルム応用製品 エナジーデバイス（二次電池）

その他 メカトロニクス（製造設備） 等

 

事業の種類別セグメントにおけるセグメント間取引は、独立企業間価格に基づいております。

なお、平成29年度における組織変更により、従来「その他」に属していた一部の製品を「受動部品」セグメン

トに、並びに「フィルム応用製品」セグメントに属していた一部の製品を「その他」に、それぞれ区分変更する

とともに、平成28年度の数値についても変更後の区分に組替えております。
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平成28年度及び平成29年度における事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。

 

売上高 

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

受動部品：      

外部顧客に対する売上高 583,474   548,730

セグメント間取引 2,795   3,017

計 586,269   551,747

       

磁気応用製品：      

外部顧客に対する売上高 315,322   349,698

セグメント間取引 325   181

計 315,647   349,879

       

フィルム応用製品：      

外部顧客に対する売上高 219,893   247,693

セグメント間取引 －   －

計 219,893   247,693

       

その他：      

外部顧客に対する売上高 33,566   32,136

セグメント間取引 25,737   25,208

計 59,303   57,344

       

セグメント間取引消去 △ 28,857   △ 28,406

合計 1,152,255   1,178,257

 

セグメント利益

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

受動部品 66,404   204,681

磁気応用製品 13,194   △ 1,802

フィルム応用製品 37,038   41,217

その他 1,199   △ 6,655

小計 117,835   237,441

全社及び消去 △ 24,421   △ 28,781

営業利益 93,414   208,660

営業外損益（純額） △ 1,575   3,057

税引前当期純利益 91,839   211,717

 

セグメント利益は、純売上高から本社部門損益以外の売上原価と販売費及び一般管理費を差し引いたもので

あります。

全社に含まれる費用は主として、本社機能部門における全社の運営、管理目的の費用のうち、セグメントに

配賦していない費用であります。
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資産

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

受動部品 628,301   711,911

磁気応用製品 555,096   475,383

フィルム応用製品 285,275   368,057

その他 45,318   56,361

全社及び消去 △ 63,426   52,621

合計 1,450,564   1,664,333

 

全社に含まれる資産は主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物・有形固定資産、セグ

メントに配賦していない繰延税金資産、投資であります。

減価償却費（のれん以外の無形固定資産を含む） 

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

受動部品 35,770   34,902

磁気応用製品 23,925   24,188

フィルム応用製品 17,017   20,624

その他 1,841   2,666

全社及び消去 4,671   5,111

合計 83,224   87,491

 

資本的支出 

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

受動部品 75,877   68,605

磁気応用製品 16,131   14,954

フィルム応用製品 52,607   55,834

その他 2,510   7,246

全社及び消去 13,549   20,992

合計 160,674   167,631
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地域別セグメント情報 

平成28年度及び平成29年度における地域別セグメント情報は、次のとおりであります。

 

売上高 

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

日本 91,052    105,233

米州 101,974    104,910

欧州 145,336    146,201

中国 606,045    598,959

アジア他 207,848    222,954

合計 1,152,255    1,178,257

 

当売上高は、外部顧客の所在地に基づいております。

各区分に属する主な国または地域は、次のとおりであります。

(1）米州 ・・・・・・・・・米国

(2）欧州 ・・・・・・・・・ドイツ

(3）アジア他 ・・・・・・・タイ、韓国、ベトナム、フィリピン

有形固定資産

      （単位 百万円）
 

  平成28年度   平成29年度

日本 113,568   136,001

米州 14,088   21,068

欧州 91,776   61,270

中国 205,869   208,737

アジア他 62,338   37,591

合計 487,639   464,667

 
各区分に属する主な国または地域は、次のとおりであります。

(1）米州 ・・・・・・・・・米国

(2）欧州 ・・・・・・・・・ドイツ、オーストリア、ハンガリー

(3）アジア他 ・・・・・・・タイ、インド

重要な顧客への売上高 

平成28年度において、連結売上高の10％を超える顧客グループは１グループあり、この顧客グループに対する

売上高は約1,358億円であります。平成29年度において、連結売上高の10％を超える顧客グループは１グループ

あり、この顧客グループに対する売上高は約1,625億円であります。 

なお、これらの売上高は、平成28年度において主に「フィルム応用製品」の区分に、平成29年度において主に

「磁気応用製品」の区分にそれぞれ含まれております。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

(1）連結財務諸表 注記（注５）短期借入債務及び長期借入債務の項を参照してください。

【借入金等明細表】

(1）連結財務諸表 注記（注５）短期借入債務及び長期借入債務の項を参照してください。

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度期首及び当該連

結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。 

（２）【その他】

平成29年度における四半期情報等 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 278,769 579,181 903,953 1,178,257

税引前四半期（当期） 

純利益 

（百万円） 

16,382 44,326 76,429 211,717

当社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 

（百万円） 

12,401 32,674 57,089 145,099

１株当たり当社株主に 

帰属する四半期（当期）

純利益（円） 

98.32 259.01 452.53 1,150.16

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり当社株主に 

帰属する四半期 

純利益（円） 

98.32 160.71 193.52 697.48
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,850 10,617 

受取手形 1,952 2,933 

売掛金 ※１ 51,101 ※１ 53,088 

商品及び製品 11,710 9,387 

仕掛品 8,335 7,351 

原材料及び貯蔵品 6,542 5,155 

前渡金 ※１ 3,117 ※１ 3,613 

未収入金 ※１ 15,716 ※１ 13,536 

関係会社短期貸付金 37,591 22,447 

その他 ※１ 3,749 ※１ 5,824 

流動資産合計 147,668 133,956 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

固定資産    

有形固定資産    

建物 32,474 48,469 

構築物 2,149 4,059 

機械及び装置 33,684 39,193 

車両運搬具及び工具器具備品 2,937 4,146 

土地 13,658 12,894 

リース資産 373 275 

建設仮勘定 13,849 11,747 

有形固定資産合計 99,127 120,785 

無形固定資産    

特許権 1,197 2,011 

ソフトウエア 11,383 12,724 

ソフトウエア仮勘定 2,913 3,999 

その他 179 166 

無形固定資産合計 15,673 18,901 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,872 9,881 

関係会社株式 288,923 298,583 

関係会社出資金 30,454 33,188 

関係会社長期貸付金 181,583 164,100 

長期前払費用 2,427 3,283 

前払年金費用 13,852 12,176 

その他 996 2,384 

貸倒引当金 △38,687 △22,683 

投資その他の資産合計 489,422 500,914 

固定資産合計 604,223 640,602 

繰延資産    

社債発行費 21 13 

繰延資産合計 21 13 

資産合計 751,913 774,572 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

電子記録債務 16,802 18,102 

買掛金 ※１ 22,106 ※１ 24,912 

短期借入金 ※１,※３ 216,876 ※１,※３ 81,333 

1年内返済予定の長期借入金 34,500 33,989 

リース債務 185 154 

未払金 ※１ 10,551 ※１ 16,195 

未払費用 ※１ 13,824 ※１ 14,175 

預り金 ※１ 35,184 ※１ 34,005 

役員賞与引当金 92 45 

その他 ※１ 2,467 ※１ 7,834 

流動負債合計 352,590 230,750 

固定負債    

社債 13,000 13,000 

長期借入金 75,385 161,350 

リース債務 188 120 

退職給付引当金 22,785 23,959 

資産除去債務 1,324 1,351 

繰延税金負債 1,761 1,791 

その他 333 － 

固定負債合計 114,778 201,573 

負債合計 467,369 432,323 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 32,641 32,641 

資本剰余金    

資本準備金 59,256 59,256 

資本剰余金合計 59,256 59,256 

利益剰余金    

利益準備金 8,160 8,160 

その他利益剰余金    

圧縮記帳積立金 559 558 

繰越利益剰余金 196,226 253,388 

利益剰余金合計 204,946 262,107 

自己株式 △17,806 △17,412 

株主資本合計 279,037 336,593 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 4,247 4,069 

繰延ヘッジ損益 － 228 

評価・換算差額等合計 4,247 4,297 

新株予約権 1,258 1,357 

純資産合計 284,544 342,249 

負債純資産合計 751,913 774,572 
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②【損益計算書】

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 264,304 244,361 

商品及び製品売上高 ※１,※２ 263,419 ※１,※２ 243,405 

役務収益 ※１ 884 ※１ 955 

売上原価 ※１ 230,360 ※１ 221,223 

売上総利益 33,943 23,137 

販売費及び一般管理費 ※３ 64,035 ※３ 70,322 

営業損失（△） △30,091 △47,185 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ※１ 13,267 ※１ 108,524 

その他 ※１ 15,262 ※１ 28,302 

営業外収益合計 28,529 136,827 

営業外費用    

支払利息 ※１ 1,608 ※１ 1,535 

その他 ※１ 11,204 ※１ 9,420 

営業外費用合計 12,813 10,955 

経常利益又は経常損失（△） △14,376 78,686 

特別利益    

固定資産売却益 ※４ 38 ※４ 47 

抱合せ株式消滅差益 4,168 －

退職給付信託設定益 1,195 －

関係会社株式売却益 － 60 

新株予約権戻入益 95 97 

その他 177 －

特別利益合計 5,674 206 

特別損失    

固定資産除売却損 ※５ 452 ※５ 1,050 

投資有価証券売却損 2,752 －

減損損失 1,130 6,186 

土壌改良費用 551 －

関係会社債権放棄損 － 1,010 

特別損失合計 4,886 8,248 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △13,588 70,644 

法人税、住民税及び事業税 △2,971 △1,734 

法人税等調整額 15,830 0 

法人税等合計 12,858 △1,733 

当期純利益又は当期純損失（△） △26,447 72,377 
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③【株主資本等変動計算書】

（前事業年度）（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

特別償却
準備金 

圧縮記帳
積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 32,641 59,256 59,256 8,160 0 540 236,634 245,336 △18,497 318,738 

当期変動額                     

剰余金の配当             △13,864 △13,864   △13,864 

当期純損失（△）             △26,447 △26,447   △26,447 

特別償却準備金の取崩         △0   0       

実効税率変更に伴う変動額           18 △18       

自己株式の取得                 △62 △62 

自己株式の処分             △78 △78 753 674 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                     

当期変動額合計 － － － － △0 18 △40,408 △40,390 690 △39,700 

当期末残高 32,641 59,256 59,256 8,160 － 559 196,226 204,946 △17,806 279,037 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約
権 

純資産合
計   

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 11,062 11,062 1,236 331,036 

当期変動額         

剰余金の配当       △13,864 

当期純損失（△）       △26,447 

特別償却準備金の取崩       － 

実効税率変更に伴う変動額       － 

自己株式の取得       △62 

自己株式の処分       674 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△6,814 △6,814 22 △6,792 

当期変動額合計 △6,814 △6,814 22 △46,492 

当期末残高 4,247 4,247 1,258 284,544 
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（当事業年度）（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

                (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

  
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

圧縮記帳
積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 32,641 59,256 59,256 8,160 559 196,226 204,946 △17,806 279,037 

当期変動額                   

剰余金の配当           △15,137 △15,137   △15,137 

当期純利益           72,377 72,377   72,377 

実効税率変更に伴う変動額         △0 0       

自己株式の取得               △2 △2 

自己株式の処分           △79 △79 397 317 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － △0 57,161 57,161 394 57,555 

当期末残高 32,641 59,256 59,256 8,160 558 253,388 262,107 △17,412 336,593 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約
権 

純資産合
計   

その他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 4,247 － 4,247 1,258 284,544 

当期変動額           

剰余金の配当         △15,137 

当期純利益         72,377 

実効税率変更に伴う変動額         － 

自己株式の取得         △2 

自己株式の処分         317 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△178 228 49 99 149 

当期変動額合計 △178 228 49 99 57,704 

当期末残高 4,069 228 4,297 1,357 342,249 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ……時価法

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品

月次移動平均法による原価法（貸借対照表額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ３～17年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（主として５～10年）に基づく

定額法によっております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

(3）退職給付引当金（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、退職給付制度毎の当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、翌事業年度から

費用処理し、過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により処理しており

ます。
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４．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段と対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：在外子会社等に対する投資への持分

（３）ヘッジ方針

当社の社内管理規程に基づき為替変動リスクを把握、管理し、デリバティブ等により適切に対応しま

す。

（４）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動を比較し、両者の変動額を基礎としてヘッジ有効性を評価する等の合理的な方

法を取引毎またはヘッジカテゴリー毎に定め、定期的に有効性を評価しています。        

（追加情報）                                         

当事業年度より、連結子会社への純投資の為替変動リスクをヘッジする目的とした為替予約を行ってお

り、ヘッジ会計を適用しております。なお、当事業年度の財務諸表への影響は軽微であります。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）繰延資産の処理方法

社債発行費は、社債の償還までの期間にわたり利息法により償却しております。

(2）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

(3）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。但し、資産に係る控除対象外消費税等は発生

事業年度の期間費用としております。

(4）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。 
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（貸借対照表関係）

※１ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

短期金銭債権 84,918百万円 69,653百万円

短期金銭債務 130,352 57,896

 

２ 保証債務

 次の保証先について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

債務保証

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

従業員（住宅ローン） 1,206百万円 949百万円

計 1,206 949

 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を、取引銀行５行とコミットメントラ

イン契約を締結しております。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

当座貸越枠及び貸出コミットメント 272,950百万円 404,450百万円

借入実行残高 138,000 74,500

差引額 134,950 329,950
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（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

商品及び製品売上高 189,292百万円 168,347百万円

役務収益 884 955

仕入高 167,145 158,612

営業取引以外の取引高 29,408 123,108

 

※２ 当社は関係会社から製品と同一品種の商品を仕入れて販売しているため、製品売上高と商品売上高を区分するこ

とは困難であります。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度26％、当事業年度23％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度74％、当事業年度77％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

給与手当及び賞与 21,276百万円 22,168百万円 

退職給付費用 3,830 5,050 

減価償却費 5,354 6,604 

 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

土地 27百万円 0百万円

機械及び装置他 11 47

計 38 47

 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

建物 186百万円 470百万円

機械及び装置 163 568

車両運搬具及び工具器具備品他 102 11

計 452 1,050
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（有価証券関係）

（前事業年度）（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式281,809百万円、関連会社株式7,114百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（当事業年度）（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式290,998百万円、関連会社株式7,584百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  前事業年度

（平成28年３月31日）
  当事業年度

（平成29年３月31日）
繰延税金資産     
関係会社株式 63,900百万円  63,766百万円
繰越欠損金 12,277   24,488 
貸倒引当金 11,917   7,009
退職給付引当金 6,244   6,635
減価償却費超過額 3,572   2,717
その他 5,152   7,816

繰延税金資産小計 103,066   112,432
評価性引当金 △101,487   △111,085
繰延税金資産合計 1,578   1,347
繰延税金負債      
退職給付信託設定益 △1,578   △1,347 
その他有価証券評価差額金 △1,512   △1,439
繰延ヘッジ損益
その他

－
△248

 
△102
△249

繰延税金負債合計 △3,339   △3,138
繰延税金資産（負債）の純額 △1,761   △1,791

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳
  前事業年度

（平成28年３月31日）
  当事業年度

（平成29年３月31日）
法定実効税率 33.1％   31.3％
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 △23.5   0.8
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 25.8   △44.8
抱合せ株式消滅差益 10.2   －
住民税均等割 △0.3   0.1
過年度法人税等 △0.7   △2.2
評価性引当金 △139.4   12.8
税率変更による期末繰延税金資産及び負債の
減額修正

0.1
 

－

その他 0.1   △0.5
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △94.6   △2.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
  「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一
部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交
付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、当事業年
度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度のものから変更はありませんが、
国税と地方税の間で税率の組替が発生しております。なお、この税率変更による影響はありません。

 
４．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日)を当事業年度
より適用しております。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却 
累計額 

有形固定資産 
建物 32,474 20,890 

1,903 

(1,813) 
2,991 48,469 75,208 

構築物 2,149 2,288 
82 

(72) 
296 4,059 8,505 

機械及び装置 33,684 20,368 
4,371 

(3,104) 
10,488 39,193 234,283 

車輌運搬具及び 

工具器具備品 
2,937 3,287 

398 

(367) 
1,680 4,146 24,066 

土地 13,658 592 
1,355 

(648) 
－ 12,894 1,250 

リース資産 373 131 29 200 275 390 

建設仮勘定 13,849 65,156 
67,258 

(162) 
－ 11,747 162 

計 99,127 112,714 
75,399 

(6,168) 
15,657 120,785 343,866 

無形固定資産 特許権 1,197 1,039 0 224 2,011 18,943 

ソフトウエア 11,383 3,657 
1 

(1) 
2,314 12,724 7,715 

ソフトウエア仮勘定 2,913 5,823 
4,737 

(8) 
－ 3,999 8 

その他 179 － 
7 

(7) 
5 166 87 

計 15,673 10,520 
4,747 

(18) 
2,544 18,901 26,755 

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 ２．「建物」の「当期増加額」の主なものは、秋田地区新工場の編入によるものであります。 

 ３．「機械及び装置」の「当期増加額」の主なものは、受動部品事業の製造用設備の編入によるものであります。 

 ４．「建設仮勘定」の「当期増加額」の主なものは、受動部品事業の製造用設備投資によるものであります。

 ５．「ソフトウエア」の「当期増加額」の主なものは、本社機能のプロジェクト稼働開始によるものであります。

 ６．「ソフトウエア仮勘定」の「当期増加額」の主なものは、本社機能のプロジェクト投資によるものでありま

す。

【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 38,687 0 16,003 22,683

役員賞与引当金 92 45 92 45

 

（２）【主な資産・負債の内容】

主な資産・負債の内容につきましては、連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 － 

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済

新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載し、電子公告を掲載する当社

のホームページアドレスは次のとおりとする。 

http://www.tdk.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第120期）（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）平成28年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月29日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

 (第121期第１四半期）(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)平成28年８月10日関東財務局長に提出

 (第121期第２四半期）(自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日)平成28年11月11日関東財務局長に提出

 (第121期第３四半期）(自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日)平成29年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成28年７月１日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。

平成28年９月30日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨

時報告書であります。

平成28年12月22日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号の２及び第３号の

規定に基づく臨時報告書であります。

平成29年２月６日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨

時報告書であります。

平成29年３月６日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づく臨

時報告書であります。

平成29年４月10日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨

時報告書であります。

平成29年６月16日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

    平成29年６月29日

ＴＤＫ株式会社    

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 小尾  淳一 印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 山根  洋人 印 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＴＤＫ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、注記事項及び連

結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令（平成14年内閣府

令第11号）附則」第３項の規定により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＤＫ

株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

１．連結財務諸表注記事項（注22）事業の譲渡に記載されているとおり、会社は平成29年２月３日にQualcomm 

Incorporatedとの業務提携契約に基づいて株式譲渡を実行し、145,208百万円の事業譲渡益を計上している。

２．連結財務諸表注記事項（注23）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年５月18日にInvenSense, 

Inc.の全株式を取得している。

当該事項は、当監査法人に意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＴＤＫ株式会社の平成29年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、ＴＤＫ株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書 

 

    平成29年６月29日

ＴＤＫ株式会社    

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 小尾  淳一  印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 山根  洋人  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＴＤＫ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第121期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＤＫ株

式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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